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国土交通省政策評価基本計画（平成２６年３月２８日策定）及び平成２６年度国土交通省事後

評価実施計画（平成２６年８月２８日最終変更）に基づき、個別研究開発課題についての事前評

価、中間評価及び終了時評価を行った。本評価書は、行政機関が行う政策の評価に関する法律第

１０条の規定に基づき作成するものである。 
 
１．個別研究開発課題評価の概要について 
 個別研究開発課題評価は、研究開発に係る重点的・効率的な予算等の資源配分に反映するため

に行うものである。 
 国土交通省においては、研究開発機関等（国土技術政策総合研究所、国土地理院、気象庁気象

研究所並びに海上保安庁海洋情報部及び海上保安試験研究センターをいう。以下同じ。）が重点的

に推進する個別研究開発課題及び本省又は外局から民間等に対して補助又は委託を行う個別研究

開発課題のうち、新規課題として研究開発を開始しようとするものについて事前評価を、研究開

発が終了したものについて終了時評価を、また、研究開発期間が５年以上の課題及び期間の定め

のない課題については、３年程度を目安として中間評価を行うこととしている。評価は、研究開

発機関等、本省又は外局が実施する。 
 
（評価の観点、分析手法） 
 個別研究開発課題の評価にあたっては、「国の研究開発評価に関する大綱的指針」（平成２４年

１２月６日内閣総理大臣決定）を踏まえ、外部評価を活用しつつ、研究開発の特性に応じて、必

要性、効率性、有効性の観点から総合的に評価する。 
 
（第三者の知見活用） 
評価にあたっては、その公正さを高めるため、個々の課題ごとに積極的に外部評価（評価実施

主体にも被評価主体にも属さない者を評価者とする評価）を活用することとしている。外部評価

においては、当該研究開発分野に精通している等、十分な評価能力を有する外部専門家により、

研究開発の特性に応じた評価が行われている。 
また、評価の運営状況等について、国土交通省政策評価会において意見等を聴取することとし

ている（国土交通省政策評価会の議事概要等については、国土交通省政策評価ホームページ

（http://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/hyouka）に掲載することとしている）。 
 
２．今回の評価結果について 
 今回は、平成２７年度予算概算要求等にあたり実施した事前評価の結果を含め、個別研究開発

課題について事前評価、終了時評価を平成２６年度中にそれぞれ３９件、５４件実施した。課題

の一覧は別添１、評価結果は別添２のとおりである。 
 個々の課題ごとの外部評価の結果については、別添２の「外部評価の結果」の欄に記載のとお

りである。今後とも、これらを踏まえ適切に個別研究開発課題の評価を実施することとしている。 



No. 評　価　課　題　名 ページ

1） ３次元地理空間情報を活用した安全・安心・快適な社会実現のための技術開発 1

2） 地域安心居住機能の戦略的ストックマネジメント技術の開発 2

3） 高精度測位技術を活用した公共交通システムの高度化に関する技術開発 3

4） 鉄道用走行安全支援装置の開発 4

5） リアルタイム地震波形予測法を活用した高機能鉄道地震被害予測シミュレータ 6

6） 山岳トンネル長寿命化のための経済的な補修・補強法の開発 8

7） 突風等の局地的気象現象による災害に対する減災技術 10

8） 脱線しにくい台車の開発 12

9） 鉄道橋の遠隔非接触評価手法の開発 13

10）
車両・地上設備の消費エネルギー予測に基づくエネルギーネットワーク制御手法の開
発

15

11） 下水処理場の既存施設能力を活用した汚水処理システムの効率化に関する研究 17

12）
気候変動下の都市における戦略的災害リスク低減手法の開発
(評価時課題名：気候変動下の災害リスク情報に基づく低リスク社会構築手法の開発)

18

13） リアルタイム観測・監視データを活用した高精度土砂災害発生予測手法の研究 19

14） 地震誘発火災を被った建築物の安全性・再使用性評価法に関する研究 20

15）
共同住宅等における災害時の高齢者・障がい者に向けた避難支援技術の評価基準の開
発

21

16） みどりを利用した都市の熱的環境改善による低炭素都市づくりの評価手法の開発 22

17） 海上輸送の構造変化に対応したコンテナ航路網予測手法の開発 23

18） 精密単独測位型RTK (PPP-RTK)を用いたリアルタイム地殻変動把握技術の開発 24

19） 高エネルギー可搬型X 線橋梁その場透視検査の実用化 25

20） 光学的計測法を用いた効率的・低コストな新しい橋梁点検手法の開発 25

21）
既存建物下の局部地盤改良を可能にする極超微粒子セメントを利用したセメント浸透
固化型液状化対策工法の技術開発

25

22） 迅速かつ効率的な復旧・復興のための災害対応マルチプラットホームの開発 25

23）
地中に埋設される排水管（ＦＲＰＭ管）の樹脂モルタル部分の亀裂を配管内部に紫外
線を照射することで検知する塗装工法の開発

26

24）
カメラ画像を利用した大雪および暴風雪による視程障害・吹きだまり検知に関する技
術開発

26

25） 鉄道施設の液状化被害の軽減に向けた地盤改良工法の開発および実用化 28

26） 航空機の到着管理システムに関する研究 28

27） 木製クワトロサッシの開発とローコストエコハウスへの適応技術開発 30

28） 女性の健康サポート機能付き温水洗浄便座の技術開発 30

29） 実証実験を通じた住宅の包括的環境対策と健康維持・増進のための技術開発 30

○事前評価
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30） 二重配管構造の給湯新配管システム等の技術開発 30

31） 環境に配慮した既存躯体と補強部材接続面における省力化接合工法の技術開発 31

32） 機能維持性能に優れた座屈拘束ブレース付中高層建築物の技術開発 31

33） 動物実験に替わる建築防火材料のガス有害性評価手法の技術開発 31

34） 間伐材を活用した倒壊防止型１部屋耐震補強工法の技術開発 31

35） 機械式掘削機器を使用した拡底部を有する場所打ちコンクリート杭工法の技術開発 31

36） ハイブリッド架構による耐火木造建築の技術開発 32

37） アーチフレーム方式による木造住宅耐震改修工法の技術開発 32

38） 杭頭部に地震時水平抵抗部材を有する既製杭工法の技術開発 32

39） 住宅用基礎梁の開口部補強構造に関する技術開発 32

No. 評　価　課　題　名 ページ

1） 地震動情報の高度化に対応した建築物の耐震性能評価技術の開発 34

2）
既設落石防護擁壁工に関する三層緩衝構造を用いた耐衝撃性能の高度化に関する技術
開発

36

3） 電波の位相差計測による広域岩盤崩落・崩壊リアルタイムモニタリングシステムの開発 37

4） 竹材等の低利用資源を用いた高性能壁土の開発 38

5） コンクリート構造物に塩害劣化自己防衛機能を付与するための新しい混和材料の開発 40

6） 地震時の超高層建物の室内安全対策技術の開発 41

7） 被災堤防緊急対応のための３次元堤防可視化ツール及び対策設計システムの開発 42

8） 総合的な社会資本の戦略的維持管理システムの開発 43

9） ＡＳＲ劣化構造物の力学性能推定技術の確立 44

10） サンゴ礁州島形成モデルの開発 45

11）
防災、長寿命化実現のための超高強度高靭性モルタルを用いた水中ライニング工法の設計・
施工法の開発

47

12） 建築生産における三次元データを用いた維持管理データの管理・描画技術の開発 49

13） 低コスト・高精度な地盤調査法に基づく宅地の液状化被害予測手法の開発 51

14） 動的貫入試験による経済的で高精度な液状化調査法の研究開発 52

15）
宅地、堤防等において従来とほぼ同程度の精度で安価かつ効率的な液状化判定システムの
開発

54

16） ピークカット及び省エネルギー計画のための総合的シミュレーションツールの技術開発 56

17） 居住者満足感に基づく省エネ性と快適性の最適環境制御技術の開発 57

18） サスティナブル技術を活かした枠組壁工法によるエコスクールの標準システムの開発 58

19） 住宅における電力による総利用光束量を最小化する照明制御システムの技術開発 59

20） 「見える化」を有効活用する設備運用モデルの策定とユーザーインターフェースの技術開発 60

21） 枠組壁工法におけるSMART-WINDOWシステムに関する技術開発 61

22） 木造住宅部材の複数回使用を前提とした工法の技術開発 62

○終了時評価



23） 廃コンクリート・石系廃棄物の低炭素・完全循環利用技術の開発 63

24）
常設としてリユース可能な複層の応急仮設住宅をホテルとして備蓄することに関する
技術開発

64

25） 空気清浄装置に利用される吸着材の再生利用に関する技術開発 65

26） 地盤の液状化抑制工法とその地盤改良機械の技術開発 66

27） 短い埋め込み深さでせん断力と引張力に対して抵抗する外側耐震補強用接合工法の開発 67

28） 既存建物に対する梁部材のせん断破壊遅延型補強工法の技術開発 68

29） 大規模地震時の耐火木造建築物の安全性向上と実用化開発 69

30） 開き戸の開放軽減に関する技術開発 70

31） 靭性確保型低層鉄骨造の大規模地震時の損傷抑制用DIY制震補強に関する技術開発 71

32） 木質系住宅における狭小間口耐震補強壁の技術開発 72

33） 戸建住宅下に設置する地震計の開発及び評価・運用方法に関する研究 73

34） 建築基礎のための地盤改良体の品質調査における比抵抗技術の確立の技術開発 74

35） 樹脂含浸繊維シートを用いた住宅の基礎及び柱脚補強工法の開発 75

36） 高性能・高耐久袖壁付き鉄筋コンクリート柱部材の研究開発 76

37） 電車線柱及び駅舎天井等の耐震性評価と対策 77

38） 乗車位置可変型ホーム柵の開発 79

39） 交流電化設備を活用した蓄電池電車の開発 81

40） 次世代コンテナ専用台車の開発 82

41） 走行時における運転操縦負荷のシミュレータの開発 83

42） 浮体式洋上風力発電施設の安全性に関する研究開発 85

43） 船舶からの環境負荷低減のための総合対策 86

44） 気候変動下での大規模水災害に対する施策群の設定・選択を支援する基盤技術の開発 87

45） 道路交通の常時観測データの収集、分析及び利活用の高度化に関する研究 88

46）
地域における資源・エネルギー循環拠点としての下水処理場の技術的ポテンシャルに関する
研究

89

47） 密集市街地における協調的建て替えルールの策定支援技術の開発 90

48） 都市計画における戦略的土地利用マネジメントに向けた土地適性評価技術に関する研究 91

49） 建築実務の円滑化に資する構造計算プログラムの技術基準に関する研究 92

50） 再生可能エネルギーに着目した建築物への新技術導入に関する研究 93

51） 高齢者の安心居住に向けた新たな住まいの整備手法に関する研究 94

52） アジア国際フェリー輸送の拡大に対応した輸送円滑化方策に関する研究 95

53） ひずみ集中帯の地殻変動特性に関する研究 96

54） 地殻変動監視能力向上のための電子基準点誤差分析の高度化に関する研究 97



 

 

（事前評価）【Ｎｏ．１】 

研究開発課題名 

 

３次元地理空間情報を活用した安全・安

心・快適な社会実現のための技術開発 

担当課 

（担当課長名）

大臣官房技術調査課 

（課長：田村 秀夫） 

研究開発の概要 屋内外の測位環境や、複雑な都市空間（地下街を含む公共的屋内空間等）を表現する３

次元の地理空間情報（以下、「３次元地図」という）の未整備等、高精度測位による新サ

ービスの実現にかかる課題を解決するため、ビル街など衛星測位が困難な箇所を含む屋

内外の測位環境の改善と相互連携、３次元地図の整備・更新に関する技術開発を行う。

【研究期間：平成２７～２９年度 研究費総額：約２３２百万円】

研 究 開 発 の 目

的・目標 

測位環境や３次元地図整備に係る各般の取組みを秩序だったものにする上で必要となる

国の技術基準・ガイドラインが存在しないことから、民間を中心とする試行も個別に実

施されており、技術の調整・連携に乏しいため、これらの取組みの技術にかかる基準、

ガイドラインを策定、公開することにより、これら技術の社会実装を促進させる。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

高精度な測位やこれをベースとしたサービスの実現に向けて周辺技術の進展が図られ、

その熟度は高まりつつあるが、これら測位環境や３次元地図整備に係る各般の取組みを

秩序だったものにする上で必要となる国の技術基準・ガイドラインが存在しないことか

ら、民間を中心とする試行も個別に実施されており共通の基盤整備が進展せず、各種新

サービス実現の遅れにつながっている。準天頂衛星等の活用による高精度測位社会の実

現のために、早急にこれらの取組みを国が主導して技術的に方向付けし、取組みの効率

化を図ることが必要である。 

【効率性】 

官においては、これら共通の社会基盤が効率的かつ統一的に整備されるよう技術的な検

討及び標準化を行うことにより、民も含めたあらゆる関係主体がこれら技術基準などを

用いて統一的な基盤整備を効率的かつ廉価に行うとともに各種機器やシステム・サービ

スの開発を行うことにより事業全体の効率性の向上を図ることができる。 

【有効性】 

民間の取り組みを技術的に方向付けすることにより、測位環境や３次元地図を共通基盤

として活用する環境が構築されるため、各種サービスが有効に機能するとともに、準天

頂衛星等のインフラがより有効に活用されることが期待できる。 

外部評価の結果 屋内測位環境や、複雑な都市空間を表現する３次元の地理空間情報の整備に関する研究

開発は、高精度測位社会の実現が期待されている昨今において、必要性が高いと評価す

る。 

研究の実施にあたっては、屋内測位の基準点（基準点の役割を果たす機器）の位置の正

確性が担保されるように取り組まれたい。また、研究期間中に実証実験を行い、モデル

ケースを示すことを考慮されたい。さらに、民間において既に技術開発が行われている

ことから、国が主導的に技術開発を行うべき部分を明確し、民間との適切な役割分担の

下、実施されたい。 

 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成２６年８月５日、建設技術研究開発評価委員会） 

委員長 神田 順  日本大学理工学部建築学科特任教授 

委 員 加藤 信介 東京大学生産技術研究所第 5部教授 

 清水 英範 東京大学大学院工学系研究科教授 

 田中 哮義 京都大学名誉教授 

 二羽 淳一郎 東京工業大学大学院理工学研究科教授 

 道奥 康治 法政大学デザイン工学部都市環境デザイン工学科教授 

 本橋 健司 芝浦工業大学工学部建築工学科教授 

 野城 智也 東京大学生産技術研究所教授 

 安田 進  東京電機大学理工学部建築/都市環境学系教授 

 山口 栄輝 九州工業大学大学院工学研究院建設社会工学研究系教授 

※研究費総額は現時点の予定であり、今後変わりうるものである。 
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（事前評価）【Ｎｏ．２】 

研究開発課題名 

 

地域安心居住機能の戦略的ストックマネ

ジメント技術の開発 

担当課 

（担当課長名）

大臣官房技術調査課 

（課長：田村 秀夫） 

研究開発の概要 人口減少・超高齢社会において、子供から高齢者までが地域で安心して居住できる住環

境の形成が求められており、地域安心居住機能（地域での安心居住を支える公営住宅等

の賃貸住宅、生活利便施設・福祉施設・医療施設等の地域居住支援機能）の老朽化対策

及び集約型都市構造の形成が喫緊の課題となっている。本研究開発では、地域安心居住

機能を担う公営住宅等の各ストックについて、地域の人口構造の変化に基づく中長期的

需要等を踏まえた、利用継続期間や活用手法の決定、地域居住支援機能の各種機能と連

携した適正配置等の戦略的マネジメントの計画技術、利用年限までの改修・維持保全等

の最適化計画技術を開発する。 

【研究期間：平成２７～２９年度 研究費総額：約１８０百万円】

研 究 開 発 の 目

的・目標 

地域安心居住機能を担う公営住宅等の各ストックの利用継続期間や活用手法、適正配置

等の方針決定、利用期間中の改修・維持保全の最適化計画に係るマネジメント手法を開

発し、各種指針等に反映する。これにより、地方公共団体における、将来予測等やスト

ックの現況に応じた、より効率的な公営住宅等長寿命化計画の策定を可能とする。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

地方公共団体の財政・体制面での制約が増大する見通しのため、地方公共団体が従来以

上に合理的・効率的に公営住宅等のマネジメントをすることが必要である。そのため、

地域安心居住機能を担う公営住宅等について、中長期的な人口構造や需要の変化、住宅

の個別の劣化・状況・性能等に基づいて、各ストックの利用継続期間と利用年限までの

最適な改修・修繕内容を設定する手法の確立が必要である。 

【効率性】 

国の行政部局や大学・関係団体等との連携に加え、地方公共団体を対象とした実地検証

を行うことにより、社会的・科学的妥当性を検証しつつ、地方公共団体において合理的

に実行しうるストックマネジメント技術を効率的に開発するものである。 

【有効性】 

公営住宅等の合理的マネジメントに向けては、将来の需要予測等に基づき、ストックの

利用継続期間を合理的に設定し、その間の過不足のない改修・維持保全の最適化計画・

評価技術の開発が有効である。 

外部評価の結果 人口減少や超高齢化が進む中で、地域安心居住機能の適正配置等により集約型都市構造

を形成することが重要な課題となっている。あわせて、地方公共団体は、地域安心居住

機能を担う公的賃貸住宅のストックを合理的・効率的に維持管理し、有効活用していく

ことが求められていることから、中長期的な需要予測に連動させて将来計画を立てる手

法を開発する本研究内容は必要性が高いと評価する。 

研究の実施にあたっては、社会保障や各地域の福祉等の制度、地域独自の住宅施策等、

地域の実情に応じて計画・評価でき、かつ地方公共団体が実務に活用できる手法の開発

に取り組まれたい。その際、公的賃貸住宅の役割を整理して実施されたい。さらに、建

物本体の評価と合わせ、宅地についての必要な評価も含めた仕組みとされたい。 

                                                                                

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成２６年８月５日、建設技術研究開発評価委員会） 

委員長 神田 順  日本大学理工学部建築学科特任教授 

委 員 加藤 信介 東京大学生産技術研究所第 5部教授 

 清水 英範 東京大学大学院工学系研究科教授 

 田中 哮義 京都大学名誉教授 

 二羽 淳一郎 東京工業大学大学院理工学研究科教授 

 道奥 康治 法政大学デザイン工学部都市環境デザイン工学科教授 

 本橋 健司 芝浦工業大学工学部建築工学科教授 

 野城 智也 東京大学生産技術研究所教授 

 安田 進  東京電機大学理工学部建築/都市環境学系教授 

 山口 栄輝 九州工業大学大学院工学研究院建設社会工学研究系教授 

※研究費総額は現時点の予定であり、今後変わりうるものである。 
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（事前評価）【Ｎｏ．３】 

研究開発課題名 

 

高精度測位技術を活用した公共交通シス

テムの高度化に関する技術開発 

担当課 

（担当課長名）

総合政策局技術政策課 

（課長：吉田 正彦） 

研究開発の概要 高精度の位置測位技術を活用した車載器を開発し、得られた位置情報をリアルタイム

で交通利用者、交通事業者間で共有するための技術的要件を整理する。 

【研究期間：平成２７～２９年度    研究費総額：約６０百万円】 

研究開発の目的・

目標 

公共交通システムに高精度の位置測位技術を適用し、事業者間で共有できるような信

頼性の高い位置情報の取得を可能とすることにより、鉄道からバスへの乗換時等にワン

ストップの乗継情報の提供等を可能とするなど、交通利用者の利便性向上を図る。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

交通政策基本法において、国は乗継ぎの円滑化、交通結節機能の高度化などのために必

要な施策を講ずることが求められている。特に鉄道から比較的定時性が低いバスへの乗

継支援が課題となっている。課題解決のためには、交通利用者の乗継支援を目的としたシ

ステムが必要であるが、実用化されているものはない。民間事業者のみの開発に任せてい

ては、今後も開発コストを負担してまで技術開発する者が現れる見込みはないため、国が

技術開発を実施する必要がある。 

【効率性】 

本研究開発の実施に当たって、国は基盤的な技術開発のみを先導して実施し、情報提供

サービス自体は民間の役割と位置付け、検討の初期段階より関係者をメンバーとする委

員会を設置し、効率的に検討を進めていく。 

【有効性】 

本研究開発により、国民等の日常生活及び社会生活の基盤である交通の円滑化が図ら

れ、豊かな国民生活が実現するとともに、研究開発成果を交通弱者を含め多くの利用者が

恒久的に享受できるため、有効性が高い。 

外部評価の結果 ・国が個別企業では開発困難な共有部分の研究開発をするところに大きな意義があり、

先導性が高い。さらに、本研究開発は交通クラスターでの変貌を実現する上で基盤にな

るものであり、完成すれば実用性は高いと考えられる。 

・目的は達成可能であり、明瞭である。また、達成後の現場での活用も期待できる。 

・民間で研究開発を進められている部分もあり、それらの技術も活用しながら進めてい

くことが必要である。 

・高精度測位技術を活用した車載器開発に留まらず、交通利用者自身も交通システム情

報を共有することを見据えてハード／ソフトの研究を進めて欲しい。 

・本研究は、公共交通システム以外の分野（例えば、宅配便の集荷など）への応用も考え

られ、社会的貢献は大きいと判断できる。 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成２６年８月１日、交通運輸技術開発推進委員会） 

委員長 高木 健 東京大学大学院新領域創成科学研究科教授 

委 員 岩倉 成志  芝浦工業大学工学部土木工学科教授 

    上野 誠也  横浜国立大学大学院環境情報研究院教授 

    鈴木 宏二郎 東京大学大学院新領域創成科学研究科教授 

    田中 光太郎 茨城大学工学部機械工学科准教授 

    平石 哲也  京都大学防災研究所流域災害研究センター教授 

※研究費総額は現時点の予定であり、今後変わりうるものである。  
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（事前評価）【Ｎｏ．４】 

研究開発課題名 

 

鉄道用走行安全支援装置の開発 

 

担当課 

（担当課長名）

鉄道局技術企画課技術開発室

（室長：岸谷 克己） 

研究開発の概要 自動車分野で研究が進んでいる運転支援技術を元に、鉄道の運用や環境条件に合わせ、

障害物検知技術と画像認識技術を用いた列車前方の物体検知技術と衛星を用いた自列車

位置の計測技術を開発することで、列車の安全な運行を支援することができる鉄道用走

行安全支援装置を開発する。 

【開発期間：平成２７～２９年度  技術開発費総額：約１２０百万円】 

 

研究開発の目的 列車は自動車と違って線路上を走行し、また、制動停止距離が長いため、運転士が前

方に障害物を発見して減速しても障害物との衝突を避けられないことも多い。 

本研究開発で開発する装置により、列車前方の異常を運転士が気づくより早く発見し、

運転士に制動操作を促して、事故の回避や被害を軽減することを目的とする。 

 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

運転士が前方注視をしながら運転操作を行う上で、線路上の障害物や混雑するホーム

上の人への注意は、非常に大きな負担である。一方で、近年ホームでの事故への対策が

求められているところである。このような状況の中で、地上側で事故を完全に防止する

ことは難しく、車両側からの物体検知による運転支援が、事故の回避や事故被害の軽減

に資すると考えられる。 

【効率性】 

自動車用の開発技術を参考にしつつ、鉄道特有の条件や環境に合わせた物体検知技術

と位置計測技術を新規に開発する。自動車での開発知見や試験技術を活用する。鉄道事

業者との協力体制を組むことで、実車評価環境を確保し、随時事業者の意見や要望を得

ながら開発を行う。 

【有効性】 

運転支援による事故の回避や被害の軽減を図り、運転士への負担軽減効果がある。ま

た、前方検知装置と位置計測装置を活用し、簡易保線計測に発展し、軌道設備のインシ

デント情報を営業車で収集することで保守を効率化できる。また、将来的な地上設備の

削減、車上制御への応用も可能となる。 

 

外部評価の結果 ・自動車のＩＴＳ技術の活用は有益であり評価でき、運転支援の方向は間違っていない。

・カーブなどのように見通しの悪いところはどうするか、障害物検知については位置検

知機能まで必要かどうか、人間系の無駄時間を考慮したとき６００ｍ先の検知で十分

な支援機能といえるか、安全確保のためのWarningを支援と位置づけることは適切か

等、まだ検討の余地がある。 

・見えないところの障害に対応することが重要であり、インフラ側で列車前方の障害を

検知して自動停止させる装置を優先すべきではないか 
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＜外部評価委員会委員一覧＞（平成２６年６月２５日、平成２６年度鉄道技術開発課題

評価委員会） 

委員長 吉本 堅一 東京大学 名誉教授 

委 員  岩倉 成志 芝浦工業大学 教授 河村 篤男 横浜国立大学 教授 

 古関 隆章 東京大学大学院 教授  須田 義大 東京大学 教授 

中村 芳樹 東京工業大学大学院 准教授 

 

※研究費総額は現時点の予定であり、今後変わりうるものである。 
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（事前評価）【Ｎｏ．５】 

研究開発課題名 

 

リアルタイム地震波形予測法を活用し

た高機能鉄道地震被害予測シミュレー

タ 

担当課 

（担当課長名）

鉄道局技術企画課技術開発室

（室長：岸谷 克己） 

研究開発の概要 鉄道は一度大きな地震が発生すると、その被害状況を把握するために、非常に多くの

時間と労力を要している。これは地震の規模が大きくなればなるほど大きな問題となる。

本研究では、リアルタイムに波形を予測する手法を開発するとともに、この結果を用

いて、地震後に鉄道沿線の被害予測を大規模に行うシミュレータを開発する。 

【開発期間：平成２７～２９年度  技術開発費総額：約１７５百万円】 

 

研究開発の目的 現行の早期地震警報システムは、マグニチュードと位置を推定しており、リアルタイ

ムで被害予測を行うためには、加速度や震度などの単一指標を用いなければならない。

より高度な予測をするためには、波形が必要不可欠である。そこで、本研究では、リ

アルタイムで波形そのものを予測する手法を開発するとともに、この情報を用いて鉄道

路線全体の被害予測をリアルタイムで行うシステムを開発することを目的とする。 

 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

鉄道路線は線状に長いシステムであり、一度大きな地震が発生すると、その被害状況

を把握するために、非常に多くの時間と労力を要している。これは地震の規模が大きく

なればなるほど大きな問題となる。 

早期復旧のためには、被害の現状を早期に把握することが最も重要であり、そのため

の支援ツールは必要不可欠であり、鉄道事業者からの要望も大きい。 

【効率性】 

鉄道の分野では、古くから早期地震検知システムを導入しており、その研究開発も盛

んに行われている。今回の早期検知の手法は、従来の手法と概念的には大きく異なるが、

これまでの早期検知の知見が活かされる。 

また、シミュレータについても、災害シミュレータの核となる技術については、これ

までにも開発に取り組んでおり、その技術力が大いに活かされる。 

【有効性】 

従来の早期検知の手法では、観測記録から震源の情報（位置と規模）を評価し、その

結果から加速度や震度などの単一の指標を間接的に推定し、被害も加速度～被害の関係

図から推定する手法を採用していた。この手法では、各地点毎または構造物毎の揺れや

すさを取り入れることが難しかった。今回の手法は“地震動波形”をベースに手法を構

築するので、この点を解消する事ができ、より高度な推定が可能になる。 

本システムを導入することにより、大規模地震が発生した際の、早期運転再開や意思

決定を支援することが可能となり、レジリエントな鉄道の実現に大きく貢献すると考え

られる。 
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外部評価の結果 ・防災や国土強靭化に役立つ技術開発であり、評価できる。 

・入力地震波を使ったシミュレーションの精緻化、評価地点の数、路線の規模、実際の

効果、リアルタイム性の意味とコストの明確化をした上で進めてほしい。 

・東日本大震災での構造物破損状況から得られた多くのデータを活用するべきである。

・最終的な研究結果は線路へ直接的に影響するため、線路の被害状況の予測まで踏み込

んでもらいたい。そうでなければ、鉄道に特化した地震波形予測法の意義は薄れると

考えられる。 

 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成２６年６月２５日、平成２６年度鉄道技術開発課題

評価委員会） 

委員長 吉本 堅一 東京大学 名誉教授 

委 員  岩倉 成志 芝浦工業大学 教授 河村 篤男 横浜国立大学 教授 

 古関 隆章 東京大学大学院 教授  須田 義大 東京大学 教授 

中村 芳樹 東京工業大学大学院 准教授 

 

※研究費総額は現時点の予定であり、今後変わりうるものである。 
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（事前評価）【Ｎｏ．６】 

研究開発課題名 

 

山岳トンネル長寿命化のための経済的

な補修・補強法の開発 

担当課 

（担当課長名）

鉄道局技術企画課技術開発室

（室長：岸谷 克己） 

研究開発の概要 本研究では、山岳トンネルを対象とし、覆工の補修工法、トンネルの補強工法、およ

びこれらの設計検討法を開発する。補修工法は、軽量かつ自己剥離の心配が少ない材料

を覆工に塗布する工法等を開発する。補強工法は、改良注入型ロックボルトと帯板補強

工法を併用することにより、断面阻害が小さいにもかかわらず剛性向上効果を有し、狭

小トンネルでも効果が期待できる工法を開発する。設計検討法は、簡易な検討により補

強・補修の仕様・施工時期を決定できる検討法を開発し、あわせて手引きを作成する。

【開発期間：平成２７～２９年度  技術開発費総額：約９０百万円】 

研究開発の目的 おもに中小鉄道事業者が所有する山岳トンネルを対象とし、大面積を安価に対策可能

な補修工法、狭小トンネル対策工の最適化・コスト低減、中長期的な対策を可能とする

ことを通じて、トンネル長寿命化に資することを目的とする。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

トンネルの剥離や内空縮小といった変状に対して、補修工や補強工により安全を確保

しつつ供用を続けることは、鉄道事業者にとって重要な責務であるが、経年の多さ、ト

ンネルの断面形状（狭小）、メンテナンスにおける時間・空間的制約、人員不足、財源

不足等の理由からメンテナンスを行うことに困難を伴うことも少なくない状況であり、

新たな補修・補強法の開発が必要である 。  

【効率性】 

鉄道総研は、トンネル覆工に対する補修材・補強材の効果を評価するための実験装置

（大型トンネル模型実験装置）を有しており、開発した工法の評価を早期に行うことが

可能である。ここで、過去の実験の実績と比較することにより、定量的な評価も可能で

ある。また、JR 鉄道会社が所有する実際の廃線トンネルを借用して施工試験を行うこと

により、より実際に即した条件下で工法の評価を行うことが可能である。 

【有効性】 

従来、鉄道の山岳トンネルの履工の補修・補強法については、大規模な改修を伴うこ

とから、財源不足、施工の困難等によって、補修・補強ができない状況にあった。コス

トが低く工事が容易な新たな補修工法、補強工法を開発し、従前の工法と同程度である

ことを示すことにより、鉄道事業者等がトンネルの補修・補強に取り組みやすくなり、

近年メンテナンスが喫緊の課題となってきている山岳トンネルにおいて、メンテナンス

の推進が図られる。 

外部評価の結果 ・中小の地震が全国で発生しているなか、本課題はインフラを早急に補修・補強するた

めの技術開発であり、評価できる。 

・本課題の工法を他の工法とコストの面で比較する必要があり、狭小トンネル対策工の

最適化にもコストの要素を追加すべきである。 

・道路のトンネルなど鉄道以外のトンネルに対しても活用してほしい。 

 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成２６年６月２５日、平成２６年度鉄道技術開発課題

評価委員会） 

委員長 吉本 堅一 東京大学 名誉教授 
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委 員  岩倉 成志 芝浦工業大学 教授 河村 篤男 横浜国立大学 教授 

 古関 隆章 東京大学大学院 教授  須田 義大 東京大学 教授 

中村 芳樹 東京工業大学大学院 准教授 

 

※研究費総額は現時点の予定であり、今後変わりうるものである。 

9



 

 

（事前評価）【Ｎｏ．７】 

研究開発課題名 

 

突風等の局地的気象現象による災害に

対する減災技術 

担当課 

（担当課長名）

鉄道局技術企画課技術開発室

（室長：岸谷 克己） 

研究開発の概要 高分解能ドップラーレーダーを用いて、突風のような局地的かつ短時間に急変する気

象現象（顕著気象）を検知し、発生した突風の影響をリアルタイムに評価する技術を開

発する。加えて、検知・評価した突風情報をもとにして、最適な列車の運転規制・退避

等の判断を支援するシステムを提案する。 

【開発期間：平成２７～２９年度  技術開発費総額：約１０４百万円】 

研究開発の目的 突風の検知とその影響をリアルタイムに評価し、これに基づき列車の運転規制・退避

等の判断を支援することにより、突風による被災程度の縮小とダウンタイムの低減を図

る。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

突風はその規模が小さく寿命も短いため、現在の鉄道分野での風速計を用いた風監視

方法ではその適確な検知は難しく、風向風速場とその影響を面的かつリアルタイムに観

測・評価しうる技術の確立が必要である。加えて、検知・評価された突風情報に基づい

て列車の運転規制や退避を適切に判断することが必要となる。レーダーを用いた突風検

知に係る研究は産官学で行われているが、レーダーが観測する上空の風向風速場と鉄道

が走る地上の風向風速場との関連づけの技術的難しさなどの理由により、鉄道分野では

実用に至っていない。一方で、近年鉄道沿線で被害が生じた突風災害事例が散見されて

おり、本課題は鉄道防災において緊急性の高い課題である。 

【効率性】 

鉄道総研は、気象庁気象研究所、ＪＲ東日本、京都大学との共同研究によりドップラ

ーレーダーを用いた突風探知システムに係る基礎的研究を実施し、地上に突風をもたら

す可能性のある上空の渦を気象レーダーで検知することに成功した実績を有している。

この共同研究で得た知見やノウハウを活用、発展させることにより本研究の効率的な遂

行が可能である。また、気象分野の研究者と交通システムの研究者との協働により、突

風の検知から交通システムの規制・退避と運転再開の判断支援までをシームレスなシス

テムとして提案することが可能である。 

【有効性】 

本研究の最終成果物である突風を検知して交通システムの規制・退避と運転再開の判

断を支援するシステムを活用することにより、従来の鉄道の強風時運転規制方法よりも

フレキシブルな列車の規制・退避が実現でき、鉄道の安全・安定輸送に貢献すると考え

られる。また、突風を検知システムは、それ単体でも鉄道分野以外の地上交通網やイン

フラの防災にも貢献すると考えられる。 

外部評価の結果 ・突風などの異常気象に対する対応の開発であるため、タイムリーな課題と評価できる。

・航空分野や気象庁によるシステムなど、他の分野で既に行われていることを十分に把

握した上で、それらの仕組みと連携し、実現したときのイメージを明確にして進めて

ほしい。 

・鉄道路線の範囲での突風等を予測するのは、頻度が少ないために、コストと効果の関

係が不明確であるが、今回は技術的な問題点を詰めてほしい。 
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＜外部評価委員会委員一覧＞（平成２６年６月２５日、平成２６年度鉄道技術開発課題

評価委員会） 

委員長 吉本 堅一 東京大学 名誉教授 

委 員  岩倉 成志 芝浦工業大学 教授 河村 篤男 横浜国立大学 教授 

 古関 隆章 東京大学大学院 教授  須田 義大 東京大学 教授 

中村 芳樹 東京工業大学大学院 准教授 

 

※研究費総額は現時点の予定であり、今後変わりうるものである。 
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（事前評価）【Ｎｏ．８】 

研究開発課題名 

 

脱線しにくい台車の開発 担当課 

（担当課長名）

鉄道局技術企画課技術開発室

（室長：岸谷 克己） 

研究開発の概要 横圧の低減を目的に磁性エラストマーを用いた軸箱支持装置を開発するとともに、こ

れを輪重減少抑制台車に組み込むことにより横圧の低減と輪重減少の抑制の両面から乗

り上がり脱線に対する安全性の向上を図った鉄道車両用台車、「脱線しにくい台車」を開

発する。 

【開発期間：平成２７～２８年度  技術開発費総額：約８９百万円】 

研究開発の目的 横圧の低減と輪重減少の抑制を図る要素技術を導入した「脱線しにくい台車」を開発

し、乗り上がり脱線に対する安全性の向上を図る。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

乗り上がり脱線は年に数件の頻度で発生しており、これを防止するため脱線防止ガー

ドの設置や静止輪重管理などの対策が行われている。このような対策を実施するに当た

っては多くの人手や経費を伴うことから、特に高規格線区からの乗り入れのある低規格

線区などでは大きな負担となっている場合があり、安全性を損なわずに省力化が可能と

なる新しい対策が必要である。 

【効率性】 

本技術開発の核となる輪重減少抑制台車の基幹技術については開発が完了しており、

また、当該台車には横圧低減を図る要素技術を導入した軸箱支持装置に関する検討を別

途進めているため、磁性エラストマーを用いた軸箱支持装置についてもスムーズに導入

ができる状態にあることから、効率的な技術開発が可能である。 

【有効性】 

台車構造により横圧の低減や輪重減少の抑制ができれば乗り上がり脱線に対する安

全性が向上するのみならず、これを担保に、車両については静止輪重管理の目標値の見

直しの検討に資するととともに、低規格線区の軌道については、脱線防止ガードの設置

基準や軌道管理目標を見直すことで保守の省力化につながる可能性がある。低規格線区

での低コストな乗り上がり脱線防止対策として有効であると考えられる。 

外部評価の結果 ・新たな仕組みによって発生するデメリットを考慮し、フェイルセーフなシステム構成

がとれることを明示し、進めてほしい。 

・支持剛性を切り替える方式では、既に実用化している前後非対称方式の柔剛軸ばね式

の自己操舵台車もあるため、この方式への適用や比較なども実施すること。 

・実験線での実験でどの程度脱線しにくくなったかを検証する点に興味がある。脱線に

近い状態の限界まで調べてほしい。 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成２６年６月２５日、平成２６年度鉄道技術開発課題

評価委員会） 

委員長 吉本 堅一 東京大学 名誉教授 

委 員  岩倉 成志 芝浦工業大学 教授 河村 篤男 横浜国立大学 教授 

 古関 隆章 東京大学大学院 教授  須田 義大 東京大学 教授 

中村 芳樹 東京工業大学大学院 准教授 

 

※研究費総額は現時点の予定であり、今後変わりうるものである。 
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（事前評価）【Ｎｏ．９】 

研究開発課題名 

 

鉄道橋の遠隔非接触評価手法の開発 担当課 

（担当課長名）

鉄道局技術企画課技術開発室

（室長：岸谷 克己） 

研究開発の概要 不可視光レーザー振動計および UAV（無人航空機）を用いた高度かつ実用的な鉄道橋の

検査システムを開発し、実橋の検査への適用を図る。PC 斜張橋などの長大橋ならびに大

地震後に迅速な損傷検査が必要となるRCラーメン高架橋や架線柱等付帯構造を検査の対

象として、検査手法とシステムの開発を行う。 

【開発期間：平成２７～２９年度  技術開発費総額：約５９百万円】 

 

研究開発の目的  遠隔非接触計測を適用して鉄道橋の検査を効率化し、変状の早期検出による鉄道の安

全性向上ならびに地震後検査の迅速化を図ることで、長大構造物を保有する幹線・都市

鉄道の検査技術の高度化や地方鉄道の維持管理コストの低減に寄与することを目的とす

る。 

 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

既設鉄道橋の老朽化が進行しており、鉄道の安全確保のためには老朽橋りょうの効率

的な変状検出手法の開発や、鉄道橋として歴史の浅い PC 斜張橋の劣化・疲労現象の把

握が急務である。また海溝型巨大地震による広域被災の懸念があり、鉄道の早期復旧の

ためには連続高架橋と架線柱等その付帯構造の損傷を迅速に調査できる手法が必要で

ある。これらの課題解決に向けて、鉄道分野で普及が進む遠隔非接触計測による検査技

術の応用が期待されている。 

【効率性】 

鉄道総研がこれまでに蓄積してきたレーザー振動計とUAVを用いた遠隔非接触計測技

術のノウハウを生かすとともに、別途、設備投資により導入済みの不可視光レーザー振

動計を活用することによって効率的かつ経済的に技術開発を進めることができる。 

【有効性】 

高所作業や足場架設を省略して一度に大量の構造物や部材を調査できるので、鉄道橋

の検査を安全化、効率化することができる。高度な計測装置を用いるが、検査作業に要

する手間と時間を大幅に省略できるため、幹線・都市鉄道のみならず地方鉄道にも適用

可能な低コストの検査を提供できる。列車運行中の計測も安全に実施できるため、鉄道

橋に作用する実働荷重の推定など鉄道固有現象の解明にも寄与するものと期待できる。

 

外部評価の結果 ・UAVを使った遠隔非接触評価手法はいろいろな分野で検討されてきている技術のため、

試みる価値がある方式と評価できる。 

・外観検査のデータ処理方法とその活用方法、列車走行時の安全性や輸送障害の可能性

などに関しては、一層の検討が必要である。 

・UAVの測量とレーザー振動計の比較から、UAV測量の信頼性が得られれば、災害時の点

検の迅速化が可能となる。 
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＜外部評価委員会委員一覧＞（平成２６年６月２５日、平成２６年度鉄道技術開発課題

評価委員会） 

委員長 吉本 堅一 東京大学 名誉教授 

委 員  岩倉 成志 芝浦工業大学 教授 河村 篤男 横浜国立大学 教授 

 古関 隆章 東京大学大学院 教授  須田 義大 東京大学 教授 

中村 芳樹 東京工業大学大学院 准教授 

 

※研究費総額は現時点の予定であり、今後変わりうるものである。 
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（事前評価）【Ｎｏ．１０】 

研究開発課題名 

 

車両・地上設備の消費エネルギー予測

に基づくエネルギーネットワーク制御

手法の開発 

担当課 

（担当課長名）

鉄道局技術企画課技術開発室

（室長：岸谷 克己） 

研究開発の概要 車両・地上設備・指令所間のリアルタイム通信によるエネルギーネットワークを活用

することを前提として、列車運行に伴う車両・地上設備の消費エネルギー予測手法を開

発する。また、予測に基づいた列車運行・地上設備の制御アルゴリズムを開発し、エネ

ルギーネットワーク制御手法を構築すると共に、導入効果試算シミュレーション手法を

開発して、当該エネルギーネットワーク制御手法の検証を行う。 

【開発期間：平成２７～２９年度   技術開発費総額：約９０百万円】 

 

研究開発の目的 エネルギーネットワークを有効活用するための制御アルゴリズムの構築とエネルギー

ネットワーク導入効果試算シミュレータの開発により、鉄道におけるエネルギーロス低

減、電力消費量のピークシフト、電力不足による列車運行乱れ低減を目的とする。 

 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

日々の列車運行においては様々な乱れが発生するため、鉄道システム全体でのエネル

ギーを削減するためには、列車ダイヤ、車両、地上設備それぞれ個別での対策だけでは

不十分であり、リアルタイム通信によるエネルギーネットワークを有効活用するための

エネルギー予測手法、および、制御アルゴリズムの開発が必要である。 

【効率性】 

目的を達成するためには、車両・地上設備・リアルタイムの列車運行状況を考慮した

エネルギー予測手法の開発、実現可能なシステムを構築するために必要となる鉄道に関

する知識、試算に必要となるケーススタディデータの入手等が必要であり、複数分野間

の研究者やデータ提供元となる事業者との協力体制を整備することにより効率的な開

発を行う。また、これらの運行管理に関する研究開発を従前より行っており、その成果

知見を本研究に活用し、効率的な開発を行う。 

【有効性】 

電力分野では消費側の制御を実施することは難しいが、鉄道においては、列車運行や

地上設備を直接制御することが可能である。また、近年、回生電力の有効活用を目的と

した蓄電装置が増加している。これらの背景より、適切な列車運行制御、列車運行全体

を考慮した充放電制御を実施することにより、エネルギー削減、ロス低減、ピークカッ

ト等の効果が期待できる。また、ダイヤ乱れ時においては、運行再開直後に多数の列車

の同時力行による電圧降下が原因で加速力不足が生じることがあるが、このような場合

においても、エネルギーネットワークを活用した適切な制御を実施することにより、列

車運行乱れ低減効果が期待できる。 

 

外部評価の結果 ・エネルギーネットワークの制御手法は、エネルギー消費や CO2 削減、自然エネルギー

への対応などに向けて価値あるテーマである。 

・運行管理に関する研究成果の蓄積に基づく研究計画になっているということを、より

明示的に説明すべきである。 
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・異常時への対応も重要な課題であり、情報提供などを可能にすることも視野に入れた

方が好ましいと思われる。 

・研究目的と成果物が広範囲に渡るので、ある程度絞ることも考慮すべきである。 

 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成２６年６月２５日、平成２６年度鉄道技術開発課題

評価委員会） 

委員長 吉本 堅一 東京大学 名誉教授 

委 員  岩倉 成志 芝浦工業大学 教授 河村 篤男 横浜国立大学 教授 

 古関 隆章 東京大学大学院 教授  須田 義大 東京大学 教授 

中村 芳樹 東京工業大学大学院 准教授 

 

※研究費総額は現時点の予定であり、今後変わりうるものである。 
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（事前評価）【Ｎｏ．１１】 

研究開発課題名 

 

下水処理場の既存施設能力を活用した汚

水処理システムの効率化に関する研究 

担当課 

（担当課長名）

国土技術政策総合研究所 

下水道研究部 

下水処理研究室（室長：山下

洋正） 

研究開発の概要 人口減少・少子高齢化の進行による汚水処理水量の減少や各種汚水処理施設の老朽化に

伴い、地域の汚水処理サービスの事業性低下が顕在化し始めている。これに対し、地域の

汚水の一括処理など効率的で持続可能な汚水処理システムへの再編成を行うことが望ま

しいが、人口減少による施設規模縮小に伴い、地域に適した汚水処理システムを再編成す

るためには、既存処理施設を活用した改築・更新計画、コスト、エネルギー、長期に渡る

将来人口予測など多面的な検討が不可欠であり、技術的整合性のある一括処理計画の検討

手法、事業性評価手法の確立が課題となる。また、下水処理場を核として地域の汚水処理

システム整備を行う場合、し尿、汚泥等の投入条件、受入時の技術的課題と対応方策を明

らかにする必要がある。 

本研究では、規模縮小、既存施設能力活用、再編による効率化等を踏まえた施設更新時

のコスト・エネルギー算定手法等を把握するとともに、し尿、汚泥受入時の下水処理場へ

負荷増大等の影響について技術的課題と対応策を検討し、地域における汚水等一括処理の

事業性検討方法、技術資料を提示する。 

【研究期間：平成２７～２９年度   研究費総額：約３３百万円】 

研 究 開 発 の 目

的・目標 

地域における効率的な汚水処理システムの検討・評価を地方公共団体の事業者等が行う

ための技術資料を作成することで、人口減少する社会において、地方都市における汚水処

理サービスの維持・効率化を推進する。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

第 3次社会資本整備重点計画（H24.8 閣議決定）において、⑤急激な少子・高齢化への

対処、⑥人口減少への対処が政策課題として挙げられている。労働力減少・財政規模縮小、

必要施設能力低下が進んだ人口減少社会において、将来に渡り持続可能な汚水処理システ

ムを確立するためには、環境面・技術面・コスト・エネルギー・社会構造変化等を考慮し

た地域ごとの最適な処理方式・運営シナリオの評価方法と下水処理場を活用した汚水一括

処理時の技術的な課題の検証が必要である。 

【効率性】 

地方自治体への聞き取りなどによる現状、課題及びニーズ把握を定期的に行い、研究内

容に反映することで、より効率的な評価方法、検討手法の提案が可能となる。 

【有効性】 

地域に適した汚水処理システムの評価、検討により、既存汚水処理施設の有効利用、持

続可能な汚水処理システムの構築、資源回収・エネルギー効率の最適化が期待できる。 

外部評価の結果  人口減少社会において、既存の下水処理施設の能力を活かしつつ、地方都市における汚

水処理サービスの維持・効率化を推進する重要な研究であり、国土技術政策総合研究所に

おいて実施すべきと評価する。 

 なお、研究の実施にあたっては、地方公共団体の技術者が使いやすいツールの提供や下

水道や都市の各部局間の連携にも留意しつつ、長期的な視点で進められたい。 

 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 26 年 7 月 31 日、国土技術政策総合研究所研究評価委員会分科会） 

主査 古米 弘明  東京大学教授 

委員 岡本 直久  筑波大学准教授 

執印 康裕  宇都宮大学教授 

高野 登    (一社)建設コンサルタンツ協会技術委員会委員長、日本工営㈱国内事業本部事業本部長 

   寶 馨     京都大学理事補、京都大学防災研究所教授 

長谷見 雄二 早稲田大学教授 

 

※詳細は、国土技術政策総合研究所 HP＞国総研について＞国総研の紹介＞研究評価＞評価委員会報告＞平成 26

年度（http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/hyouka/index.htm）に記載（予定） 

※研究費総額は現時点の予定であり、今後変わりうるものである。  
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（事前評価）【Ｎｏ．１２】 

研究開発課題名 

 

気候変動下の都市における戦略的災害リ

スク低減手法の開発 
(評価時課題名：気候変動下の災害リスク情報に基

づく低リスク社会構築手法の開発) 

担当課 

（担当課長名）

国土技術政策総合研究所 

河川研究部（部長：鳥居 謙

一） 

研究開発の概要 気候変動、人口減少、高齢化、巨大災害の切迫等に対処するため、「地域・社会を主役

に据えて防災減災施策を考える」政策体系の具体化に向けて、都市水害を具体例として

リスク評価手法、低リスク社会構築フレーム及び対策の具体的展開手順を提示する。 

【研究期間：平成２７～２９年度   研究費総額：約６６百万円】 

研 究 開 発 の 目

的・目標 

〇目的 

・地域・社会を主役に据えた防災減災施策を考える政策体系の確立 

・地域・社会の災害リスク情報の共有促進 

・各種主体によるリスク低減対策の推進 

・年平均被害の低減、災害時の復興の迅速化 

〇目標 

・大河川・中小河川・下水道・海岸を統合した土地ごとの浸水リスク評価手法の開発

・災害リスク情報を基軸とした都市における戦略的リスク低減フレームの開発 

・上記フレームに基づく気候変動下の水害リスク低減対策の具体的展開手順の開発 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

気候変動、人口減少・高齢化、巨大災害の切迫等に対処するため、①個別防災施設の

観点から「地域の災害リスク低減」の観点への転換、②施設限界を超えるハザードに対

応した地域の防災・減災力の総動員、③「明日」から 100 年先までの時間軸上のシーム

レスな防災減災対策の展開を実現する上での技術的課題を解決するために本研究開発が

必要。 

【効率性】 

・知見の蓄積を活用し低リスク社会構築の隘路を抽出し課題解決のための研究開発を集

中的に行う。 

・統合的浸水リスク評価手法、時間軸を踏まえた被害低減対策検討手法等の開発は専門

的知見を蓄積している国総研の各研究室が連携して実施。 

・浸水リスク試算、ワークショップ運営等は専門ノウハウが豊富な建設コンサルタント

等に委託。 

【有効性】 

・政策の転換に必要である土地ごとの浸水リスク評価手法等を新たに開発する。 

・災害リスクの低減を通じ年平均被害の低減、被災後の迅速な復興等を促進することに

より我が国の持続的発展に貢献する。 

・統合的浸水リスク評価手法のマニュアル等の国・都道府県・市町村等への配布により、

リスクの概念に基づく行政職員等の施策検討・説明・調整能力が向上する。 

外部評価の結果  気候変動、人口減少、高齢化、巨大災害の切迫等に対処するため、「地域・社会を主役

に据えて防災減災施策を考える」政策体系の具体化に向けて、都市水害を具体例として

「低リスク社会構築手法」を提示する重要な研究であり、国土技術政策総合研究所にお

いて実施すべきと評価する。 

 なお、研究の実施にあたっては、広範な研究対象の中から焦点を絞ることに留意しつ

つ、研究計画を精査した上で研究を進められたい。 

 
＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 26 年 7 月 31 日、国土技術政策総合研究所研究評価委員会分科会） 

主査 古米 弘明  東京大学教授 

委員 岡本 直久  筑波大学准教授 

執印 康裕  宇都宮大学教授 

高野 登    (一社)建設コンサルタンツ協会技術委員会委員長、日本工営㈱国内事業本部事業本部長

   寶 馨     京都大学理事補、京都大学防災研究所教授 

長谷見 雄二 早稲田大学教授 

 

※詳細は、国土技術政策総合研究所 HP＞国総研について＞国総研の紹介＞研究評価＞評価委員会報告＞平成 26

年度（http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/hyouka/index.htm）に記載（予定） 

※研究費総額は現時点の予定であり、今後変わりうるものである。 
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（事前評価）【Ｎｏ．１３】 

研究開発課題名 

 

リアルタイム観測・監視データを活用し

た高精度土砂災害発生予測手法の研究 

担当課 

（担当課長名）

国土技術政策総合研究所 

土砂災害研究部（部長：渡

正昭） 

研究開発の概要 砂防部局と気象庁は連携して、土砂災害発生危険度に関する情報として、土砂災害警戒

情報を発表しているが、空振りが多く精度は必ずしも高くない。また、土砂災害は局所

的かつ突発的であるため、目に見える危険度の変化に関する情報に乏しく、切迫性が伝

わりにくい。そのため、土砂災害発生危険度に関する情報が土砂災害に対する警戒避難

に十分活用されているといえない場合が多い。そこで本研究では、予測精度が高く、切

迫性の伝わりやすい土砂災害発生危険度に関する情報作成技術に関する研究を行う。 

【研究期間：平成２７～２９年度   研究費総額：約４３百万円】 

研 究 開 発 の 目

的・目標 

本研究の目的は、土砂災害による犠牲者を減らし、ひいては、安全・安心な国土形成す

ることである。また、本研究の目標は、地域の状況に関するリアルタイム観測・監視デ

ータを活用し、予測精度が高く、切迫性の伝わりやすい土砂災害の発生危険度に関する

情報作成技術を開発し、本研究で開発する技術を市町村、住民が有効に活用できるよう

に手引きとしてまとめることである。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

【必要性】 

今後、気候変動等により土砂災害の激甚化が懸念される一方で、財政状況の逼迫、既存

施設の維持管理費用の増大など、施設整備による対策、いわゆるハード対策のみでは土

砂災害防止は困難である。そこで、土砂災害防止のためには、効果的な土砂災害警戒避

難体制構築のための情報作成技術の開発が必要不可欠である。 

また、近年の大規模自然災害の実態調査においても、予測結果や状況の変化を踏まえた

行動計画を事前に決めておくタイムライン型の対応の重要性が指摘されてきている。土

砂災害に対して、タイムラインによる防災力強化を実現するためには、地域の状況把握

技術・土砂災害の発生予測技術の革新が必要不可欠である。 

【効率性】 

直轄砂防事務所において取得されている流砂水文観測データ等を収集分析することによ

り、新たなデータ取得を最低限にするなど、効率的に研究を実施する。また、関連する

観測・監視機器のメーカー等の民間会社、大学等と、テーマに応じて連携し、効率的な

実施体制を構築する。 

【有効性】 

従来の雨量情報のみによる手法に比べて、予測精度が高く、切迫性の伝わりやすい土砂

災害発生危険度に関する情報提供が可能となる。新たな情報を用いることにより、地域

の状況変化を踏まえたタイムライン型の土砂災害被害軽減に対する対応が可能となり、

土砂災害の犠牲者の減少が期待される。ひいては、安全・安心な国土形成に寄与する。

外部評価の結果  予測精度が高く、切迫性の伝わりやすい土砂災害発生危険度に関する情報作成技術を

開発する重要な研究であり、国土技術政策総合研究所において実施すべきと評価する。

 なお、研究の実施にあたっては、リスクコミュニケーションの充実も視野に入れて、

研究を進められたい。 

 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 26 年 7 月 31 日、国土技術政策総合研究所研究評価委員会分科会） 

主査 古米 弘明  東京大学教授 

委員 岡本 直久  筑波大学准教授 

執印 康裕  宇都宮大学教授 

高野 登    (一社)建設コンサルタンツ協会技術委員会委員長、日本工営㈱国内事業本部事業本部長

   寶 馨     京都大学理事補、京都大学防災研究所教授 

長谷見 雄二 早稲田大学教授 

 

※詳細は、国土技術政策総合研究所 HP＞国総研について＞国総研の紹介＞研究評価＞評価委員会報告＞平成 26

年度（http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/hyouka/index.htm）に記載（予定） 

※研究費総額は現時点の予定であり、今後変わりうるものである。 
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（事前評価）【Ｎｏ．１４】 

研究開発課題名 

 

地震誘発火災を被った建築物の安全性・

再使用性評価法に関する研究 

担当課 

（担当課長名）

国土技術政策総合研究所 

建築研究部 防火基準研究室

(室長：林 吉彦) 

研究開発の概要 過去の震災等に基づき推定される震災被害想定においては、地震被害によって誘発され

る火災により、首都直下地震では最大で約 41 万棟、南海トラフ巨大地震では最大 75 万

棟の地震誘発火災の被害が想定されている。その大半は木造であるが、中高層の耐火建

築物の被害も数万棟に達すると推定される。耐火建築物の場合には火災に対する堅牢性

から、復旧・復興段階における再利用に対して高いニーズがあるが、その可否を迅速・

的確に評価する技術は確立されていない。本研究では、震災後の安全性確保と効率的な

震災復興を実現可能とするために、地震誘発火災被害を受けた建築物の安全性・再使用

性の評価法に関する研究を行う。 

【研究期間：平成２７～２９年度   研究費総額：約４９百万円】 

研 究 開 発 の 目

的・目標 

地震誘発火災による被害を受けた中高層の耐火建築物を対象として、①震災直後の避難

場所の確保・避難困難者数の抑制・二次災害の防止を目的とした危険度判定方法の構築、

ならびに、②被災建築物を活用した早期・効率的な震災復興に必要となる、当該建築物

を修復して再使用するための評価技術の構築・体系化を目的とする。目標は、地震誘発

火災を受けた建築物に対する応急危険度判定マニュアル(案)と地震誘発火災をうけた建

築物の再使用性評価に関するガイドラインを作成することである。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

今後想定される首都直下地震等では、地震直後に耐火建築物内、周囲の建築物などから

の出火・延焼により甚大な被害が発生する恐れがある。震災直後の人命保護、早急な復

旧復興の観点から、地震誘発火災の被害を受けた建築物の震災直後の余震等に対する危

険度判定方法の構築、被災建物を有効活用するための再使用性評価技術の構築・体系化

が必要である。 

【効率性】 

国土交通本省との連携、独立行政法人建築研究所との共同研究および、応急危険度判定

協議会、大学、民間の建設会社・設備メーカー、火害診断・調査組織等の幅広い関係者

の参画により、効率的な調査体制の確立と実効性のある体制を組織のうえ、研究を推進

する。ガイドラインを検討する上では、全体の情報を整理し、これをもとに、大学、建

設会社等の協力を得て(独)建築研究所と実験を実施する。地震火災に関する応急危険度

判定等の検討においては、本省および応急危険度判定協議会と連携を取り検討する。 

【有効性】 

被災建築物の応急危険度判定時の調査項目へ地震誘発火災を追加することにより、震災

直後の二次災害に対する被災者の安全性確保が可能となる。また再使用性評価ガイドラ

インの活用により、評価・復旧手法の標準化による効率性の向上、被災建築物の補修・

補強・再活用による取壊・新築に対して低コスト・効率的な震災復興が見込める。耐震

防耐火性の優れる建築物への誘導施策等により、民間における耐震耐火技術および復旧

技術の開発が促される。 

外部評価の結果  震災後の安全性確保と効率的な震災復興を実現可能とするために、地震誘発火災を受

けた建築物の安全性・再利用性を評価する重要な研究であり、国土技術政策総合研究所

において実施すべきと評価する。 

 なお、研究の実施にあたっては、対象建築物の種類や地震誘発火災の態様・被害が多

様であることから焦点を絞ることに留意して進められたい。 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 26 年 7 月 31 日、国土技術政策総合研究所研究評価委員会分科会） 

主査 野城 智也  東京大学生産技術研究所教授 

委員 伊香賀 俊治 慶應義塾大学教授 

大村 謙二郎 （一財）住宅保証支援機構理事長、ＧＫ大村都市計画研究室代表、筑波大学名誉教授 

加藤 仁美  東海大学教授    野口 貴文   東京大学教授 

長谷見 雄二 早稲田大学教授   岡本 直久  筑波大学准教授 

※詳細は、国土技術政策総合研究所 HP＞国総研について＞国総研の紹介＞研究評価＞評価委員会報告＞平成 26

年度（http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/hyouka/index.htm）に記載（予定） 

※研究費総額は現時点の予定であり、今後変わりうるものである。 
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（事前評価）【Ｎｏ．１５】 

研究開発課題名 

 

共同住宅等における災害時の高齢者・障

がい者に向けた避難支援技術の評価基準

の開発 

担当課 

（担当課長名）

国土技術政策総合研究所 

住宅研究部住宅生産研究室 

（室長：布田 健） 

研究開発の概要  現在、共同住宅等における日常生活のバリアフリー対応技術については整備が進めら

れているが、災害時の避難弱者に向けた支援技術、いわゆる非常時のバリアフリーにつ

いては未だ課題は多い。本研究は、避難計画及び避難支援技術の体系的整理をした上で、

建築人間工学的実験に基づいた下方避難支援技術並びに建築関連法令に向けた評価基

準の開発を行う。 

【研究期間：平成２７～２９年度   研究費総額：約４２百万円】 

研 究 開 発 の 目

的・目標 

 上記研究開発により、共同住宅の既存ストックにおける火災時等の高齢者・障がい者

等に向けた避難支援技術、並びに建築関連法令に向けた評価基準に資する事を目的とす

る。本研究のアウトプットとしては、①新たな避難支援技術の確立と建築関連法令への

技術基準の反映 ②避難支援技術の性能評価法及び維持管理手法の開発が挙げられる。

またアウトカムとしては、①多くの対象者に向け安全性が向上した共同住宅の普及 ②

新たな避難技術の開発による設計自由度の向上が挙げられる。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

 高齢化の進展や東京パラリンピック（H32）等、バリアフリー化技術の高度化による、

安全・安心な社会実現を目指す観点からその必要性は高い。また平成 22 年に閣議決定さ

れた「中古住宅・リフォームトータルプラン」に掲げられている「ストック型の住宅市

場の環境整備」に資するものであり、その必要性は高い。 

【効率性】 

 本研究で目標とする成果は基準への反映が想定されるため、中立的な国の機関が研究

を進め技術基準を明確化することで、民間の技術開発や最適設計を促し効率性が向上す

る。また、日本建築学会の特別調査委員会等、東日本大震災を契機に発足した組織と連

携し情報共有することで、研究の効率的・合理的な実施を図る。 

【有効性】 

 災害時の高齢者・障がい者に向けた避難に関する研究は途上にあり、研究に不可欠で

ある体系化を行うことでコストなどを考慮した最適基準を明らかする事が出来る。また、

新たな避難支援装置及び避難方法の創出は、先行する日本の高齢化対応技術の海外展開

に向けて有効である。 

外部評価の結果  災害時の避難弱者に対して、人間工学的実験に基づき、避難支援技術の評価基準の開

発を行う重要な研究であり、国土技術政策総合研究所において実施すべきと評価する。

 なお、研究の実施にあたっては、アウトカムを明確にした上で、既存ストックの多様

性やソフト面における対応にも留意しつつ進められたい。 

 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 26 年 7 月 31 日、国土技術政策総合研究所研究評価委員会分科会） 

主査 野城 智也  東京大学生産技術研究所教授 

委員 伊香賀 俊治 慶應義塾大学教授 

大村 謙二郎 （一財）住宅保証支援機構理事長、ＧＫ大村都市計画研究室代表、筑波大学名誉教授 

加藤 仁美  東海大学教授    野口 貴文   東京大学教授 

長谷見 雄二 早稲田大学教授   岡本 直久  筑波大学准教授 

 

※詳細は、国土技術政策総合研究所 HP＞国総研について＞国総研の紹介＞研究評価＞評価委員会報告＞平成 26

年度（http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/hyouka/index.htm）に記載（予定） 

※研究費総額は現時点の予定であり、今後変わりうるものである。 
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（事前評価）【Ｎｏ．１６】 

研究開発課題名 

 

みどりを利用した都市の熱的環境改善に

よる低炭素都市づくりの評価手法の開発

担当課 

（担当課長名）

国土技術政策総合研究所 

都市研究部都市計画研究室 

（室長：木内 望）、建築研

究部環境・設備基準研究室 

（室長：足永 靖信） 

研究開発の概要 都市の低炭素化の促進に関する法律に基づき実施される「みどり分野」の取組について

は、みどりの量的な把握が困難なため、その低炭素効果は CO2 固定・吸収換算量の推定

に留まっている。一方、CO2 排出削減への要請の高まりに対応し、みどりの多様な低炭素

効果を適切に予測、評価する手法の開発が急務となっている。 

このため、本技術開発では、高密度航空レーザ計測データを用いて都市内のみどりを立

体的な量で捉え、熱や風の流れを分析する CFD 解析手法を用いて、みどりによる市街地

の熱的環境の改善を通じた、建築物の冷暖房負荷低減による CO2 排出削減効果を予測・

評価する手法を開発する。 

【研究期間：平成２７～２９年度   研究費総額：約５１百万円】 

研 究 開 発 の 目

的・目標 

本研究は、公園緑地等における直接的な CO2 固定・吸収換算量と同程度に低炭素効果

が高い都市内のみどりの蒸発散、緑陰等からもたらされる市街地レベルの熱的環境の改

善や、周囲の建築物の冷暖房負荷低減等による低炭素効果を算定する手法を確立し、都

市の熱的環境の改善に資するみどりの適切な配置による効果的、効率的な低炭素都市づ

くりの推進に寄与するとともに、CO2 排出削減の取組に貢献するものである。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

COP19 以降、CO2 排出削減の取組強化が必要となっており、都市の低炭素化の促進に関

する法律に基づく「みどり分野」の取組強化が図られるよう、みどりの量の正確な把握

手法やみどりを用いた熱的環境改善による低炭素効果の換算手法、効果的なみどりの計

画手法等の開発が急務となっている。 

【効率性】 

 研究の実施に当たっては、開発する成果が速やかに普及するように、国土交通省都市

局や地方公共団体等と連携して取り組む。また、既に国総研で研究に着手している航空

レーザによるみどりの３次元把握手法や、開発済みのヒートアイランドの評価プログラ

ムなどを高度化、機能拡充して用いることで効率的に実施する。 

【有効性】 

市街地の民有地を含めたみどりの効率的な把握手法の実用化や、都市の熱的環境の改

善に資するみどりの適切な配置による都市緑化の推進を通じて、効果的、効率的な低炭

素都市づくりの推進と都市レベルから単体建築物への低炭素化の取組みに寄与する。こ

れにより、COP19 に基づく我が国の 2020 年度までのＣＯ２排出量削減目標（2005 年度比

で３.８％減）の達成、2020 年からの削減目標の設定等に向けて、貢献を図る。 

外部評価の結果  みどりによる市街地の熱的環境の改善を通じた、建築物の冷暖房負荷低減等による CO2

排出削減効果を予測・評価する重要な研究であり、国土技術政策総合研究所において実

施すべきと評価する。 

 なお、研究の実施にあたっては、CO2 排出削減効果を定量的に把握できるよう、ベンチ

マークの明確化に留意した上で、研究成果を地方自治体等が活用しやすいよう普及面に

も留意して進められたい。 

 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 26 年 7 月 31 日、国土技術政策総合研究所研究評価委員会分科会） 

主査 野城 智也  東京大学生産技術研究所教授 

委員 伊香賀 俊治 慶應義塾大学教授 

大村 謙二郎 （一財）住宅保証支援機構理事長、ＧＫ大村都市計画研究室代表、筑波大学名誉教授 

加藤 仁美  東海大学教授    野口 貴文   東京大学教授 

長谷見 雄二 早稲田大学教授   岡本 直久  筑波大学准教授 

 

※詳細は、国土技術政策総合研究所 HP＞国総研について＞国総研の紹介＞研究評価＞評価委員会報告＞平成 26

年度（http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/hyouka/index.htm）に記載（予定） 

※研究費総額は現時点の予定であり、今後変わりうるものである。 
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（事前評価）【Ｎｏ．１７】 

研究開発課題名 

 

海上輸送の構造変化に対応した 

コンテナ航路網予測手法の開発 

担当課 

（担当課長名）

国土技術政策総合研究所 

港湾研究部 港湾ｼｽﾃﾑ研究室

（室長：渡部富博）、港湾計

画研究室（室長：安部智久）

研究開発の概要 超大型コンテナ船の就航、北極海航路の商業利用などにより想定される海上輸送構造

の今後の大きな変化に対して、的確に国際コンテナ戦略港湾施策の更なる展開を図れる

ように、将来の世界のコンテナ航路ネットワーク変化や我が国へのコンテナ船の寄港変

化を定量的に予測できるコンテナ航路網予測手法を開発する。 

【研究期間：平成２７～２９年度   研究費総額：約２０百万円】 

研 究 開 発 の 目

的・目標 
アジア諸国の後手を踏むことなく、国際コンテナ戦略港湾施策の更なる展開が図られ、

ひいては我が国の港湾・産業の国際競争力の維持・強化に資することを目的とする。目

標は、アウトプット指標「コンテナ航路網の動向を定量的に予測できる手法開発」、アウ

トカム指標「国際コンテナ戦略港湾施策の更なる展開の検討資料としての活用」である。

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

欧米等との基幹航路の維持・拡大は、我が国の港湾並びに経済の国際競争力強化にお

いて必要不可欠である。今後、超大型コンテナ船の就航増や北極海航路の利用増大など

の海上輸送構造の変化が想定され、国際コンテナ戦略港湾施策の更なる展開の検討には、

構造変化を踏まえた日本やアジアへの基幹航路に関する予測手法の開発が必要である。

【効率性】 

本研究は、国際コンテナ戦略港湾施策の更なる展開で我が国の港湾・産業の国際競争

力の維持・強化に資することが目的であり、国が主体的に行うことが効率的である。 

また、国土交通省・港湾管理者・船社等の国際輸送に関わる関係者との情報収集・意

見交換や、当所で実施済の国際コンテナ物流に関する研究成果も踏まえて、マクロな視

点でコンテナ航路網予測モデルを開発予定であり、合理的・効率的に実施できる。 

【有効性】 

これまで、将来の我が国のコンテナ航路の寄港サービスなどはトレンドを踏まえたシ

ナリオ設定などで対応してきたが、今後の海上輸送構造の大きな変化に対しては、トレ

ンドによるシナリオ設定などは困難である。 

 しかしながら、今回の予測モデルを用いれば、コンテナ航路の大きな変化などを定量

的に分析できることとなり、国際コンテナ戦略港湾施策の更なる展開に活用がなされる

とともに、ひいては我が国の港湾・産業の国際競争力の維持・強化に資する。 

外部評価の結果 本研究は、国際海上コンテナ輸送を取り巻く大きな構造変化に対応したコンテナ航路

網予測手法を開発するものであり、社会的影響も大きい重要な研究であるため、国土技

術政策総合研究所において実施すべきと評価する。 

なお、実施にあたっては、国内外の既存研究の蓄積及び最新の動向や、コンテナ航路

網予測に影響を及ぼす各種要因を十分に考慮して研究を進められたい。 

＜外部評価委員会委員一覧＞ 

（平成 26 年 7 月 31 日、国土技術政策総合研究所研究評価委員会分科会） 

主査 柴山 知也 早稲田大学教授 

委員 喜多 秀行  神戸大学教授、  中野 晋  徳島大学教授、窪田 陽一 埼玉大学教授、 

兵藤 哲朗  東京海洋大学教授、山内 弘隆 一橋大学教授、岡本 直久 筑波大学准教授、 

長谷見 雄二 早稲田大学教授 

※詳細は、国土技術政策総合研究所 HP＞国総研について＞国総研の紹介＞研究評価＞評価委員会報

告＞平成 26 年度（http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/hyouka/index.htm）に記載（予定） 

※研究費総額は現時点の予定であり、今後変わりうるものである。 
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（事前評価）【Ｎｏ．１８】 

研究開発課題名 

 

精密単独測位型 RTK (PPP-RTK)を用いた

リアルタイム地殻変動把握技術の開発 

担当課 

（担当課長名）

国土地理院 

地理地殻活動研究センター 

（センター長：今給黎哲郎）

研究開発の概要 PPP-RTK において安定した座標再現性を実現するために必要となる技術開発を行うとと

もに、電子基準点データから PPP-RTK に必要となる補正情報を生成する手法を開発する。

次に、それらの手法に基づいて PPP-RTK によるリアルタイム地殻変動把握のためのプロ

トタイプシステムを構築し、実運用を想定した評価を通じて改良を行い、完成させる。

【研究期間：平成２７～２９年度    研究費総額：約３３百万円】 

研 究 開 発 の 目

的・目標 

電子基準点におけるリアルタイム地殻変動把握業務での、PPP-RTK の導入に向けたフィー

ジビリティー評価を可能とすることを目的とする。そのため、目標精度として長期的な

座標再現性で水平各成分 2cm 程度を有する、リアルタイム地殻変動把握のための PPP-RTK

プロトタイプシステムを完成させることを目標とする。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

 RTK による地殻変動情報は、現在超巨大地震の規模の正確な検知を目指して実用化が進

められているが、その精度を更に高め、検知時間の短縮を図るとともに、対象となる現

象を、海溝での前兆すべりなどに拡大することが防災上有用である。しかし、従来の測

位技術（相対測位型 RTK）では、これ以上の精度向上や観測点数の拡大が困難であり、新

しい測位技術（精密単独測位型 RTK）によるシステムの開発が必要である。 

【効率性】 

 先行研究により開発された PPP-RTK の基本ソフトウェアおよび精度向上のための諸技

術を利活用することにより、効率的なシステムの開発が可能である。 

【有効性】 

本研究で開発された PPP-RTK によるリアルタイム地殻変動把握のためのプロトタイプ

システムは、国土地理院が行うリアルタイム地殻変動監視業務において PPP-RTK を導入

する際のプロトタイプシステムとして有効に活用されることが期待される。また、現行

の津波予測支援のための GPS 情報提供システムの品質評価にも活用が期待される。 

外部評価の結果 大変重要な、応用力のある研究課題であり、鋭意進めていただきたい。特に単独の GPS

基地をリアルタイムで精度よく位置決めをする技術は、この地殻変動把握技術の問題ば

かりではなくて、より広い基礎的な技術として大変重要な課題である。 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成２６年６月１６日、国土地理院研究評価委員会） 

委員長 大森博雄  東京大学名誉教授 

委 員 厳 網林   慶應義塾大学環境情報学部教授 

 大野 邦夫  職業能力開発総合大学校顧問 

 里村 幹夫  神奈川県温泉地学研究所長 

 鹿田 正昭  金沢工業大学環境・建築学部教授 

 島津 弘   立正大学地球環境科学部地理学科教授 

 田部井 隆雄  高知大学教育研究部教授 

 中村 浩美  科学ジャーナリスト 

 日置 幸介  北海道大学理学部教授 

 山本 佳世子  電気通信大学大学院情報システム学研究科准教授 

詳細は、国土地理院 HP＞研究開発＞国土地理院の研究評価を参照 

（http://www.gsi.go.jp/REPORT/HYOKA/hyoka-1.html） 

※研究費総額は現時点の予定であり、今後変わりうるものである。 
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事前評価【Ｎｏ．１９～２４】 

制度の概要 建設技術研究開発助成制度は、研究者から課題を公募し、複数の候補の中から優れ

た研究開発課題を競争的に採択し、補助金を交付する制度である。採択にあたっては

外部専門家による評価を実施する。 

担当課 

（担当課長名） 

大臣官房技術調査課  

（課長：田村 秀夫） 

研究開発課題名 研究開発概要 評価※注） 

高エネルギー可搬型 X 線橋

梁その場透視検査の実用化 

高エネルギー（950keV,3.95MeV）可搬型 X バンド

(9.3GHz)電子ライナック X 線源による RC 橋・PC 橋の 2 

種類のその場 X 線透視検査を実施し、構造強度劣化評価

を定量的に行うための内部の鉄鋼部の断面積比を 7-8%の

精度で判定できる技術を実用化する。さらに数方向からの

透視画像の撮像による Tomosynthesis 解析手法と、部分

角度 CT を組み合わせ、PC ワイヤの高精度断面積評価技術

を開発する。 
【公募区分：政策課題解決型一般タイプ】 

【研究期間: 平成２６年度 交付予定額 23.14 百万円】 

【交付申請者：東京大学 上坂 充】 

新規性）優れている 

実現可能性）良好である 

導入効果・事業化計画）良好である 

ヒアリング評価）優れている 

光学的計測法を用いた効率

的・低コストな新しい橋梁

点検手法の開発 

光学的計測法を用いて、①外観劣化情報取得のための 3 

次元維持管理システムの開発、②デジタル画像相関法によ

る橋梁のたわみ計測法および鋼部材き裂計測法を開発し、

従来の点検法に代わる効率的・効果的・低コストな新しい

橋梁点検手法を開発する。そして、現場での実証試験を実

施し有効性と有用性を検証するとともに、提案手法をパッ

ケージ化し、活用マニュアルを作成する。 
【公募区分：政策課題解決型一般タイプ】 

【研究期間:平成２６年度 交付予定額 25.90 百万円】 

【交付申請者：長崎大学 松田 浩】 

新規性）優れている 

実現可能性）優れている 

導入効果・事業化計画）優れている 

ヒアリング評価）優れている 

既存建物下の局部地盤改良

を可能にする極超微粒子セ

メントを利用したセメント

浸透固化型液状化対策工法

の技術開発 

 既設建物下の局部的な地盤改良や狭隘な場所での施工

が可能な、極超微粒子セメントを利用したセメント浸透固

化による、高品質・高強度の、従来にない液状化対策工法

の技術開発を行なう。室内・現場浸透固化試験を実施し、

①適用可能な地盤条件、最適な材料条件、地下水揚水と併

用した注入条件等を見出し、②高品質で確実に改良できる

施工方法と、③狭隘な場所での施工も可能な小型注入機の

開発を行なう。 
【公募区分：政策課題解決型一般タイプ】 

【研究期間:平成２６年度 交付予定額 22.10 百万円】 

【交付申請者：東京理科大学 塚本 良道】 

新規性）優れている 

実現可能性）優れている 

導入効果・事業化計画）優れている 

ヒアリング評価）優れている 

迅速かつ効率的な復旧・復

興のための災害対応マルチ

プラットホームの開発 

ヘリ用無人搬送・回収装置（VCT）を利用し、これに傾

斜地等に設置可能な水平維持装置、空輸に対応可能かつ構

成機器を組み合わせた搭載可能なフレーム、長時間稼働可

能な電源システム、複数の画像等の伝送可能な通信システ

ム、カメラ等の作業機能から構成された遠隔操作によるマ

ルチプラットホームを開発する研究である。災害地での遠

隔操作支援のため、災害発生直後、迅速に監視活動できる

支援システムを目標とする。 
【公募区分：政策課題解決型一般タイプ】 

【研究期間: 平成２６年度 交付予定額 26.98 百万円】 

【交付申請者：一般財団法人先端建設技術センター 吉田 貴】

新規性）優れている 

実現可能性）優れている 

導入効果・事業化計画）良好である 

ヒアリング評価）優れている 
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地中に埋設される排水管

（ＦＲＰＭ管）の樹脂モル

タル部分の亀裂を配管内部

に紫外線を照射することで

検知する塗装工法の開発 

 

ＦＲＰＭ管は樹脂モルタルを主部材として管内外面を

ＦＲＰで被覆したもので、樹脂モルタル割れ等の劣化はＦ

ＲＰ被覆がその変状を隠蔽し、基本的に目視点検ができな

い。そのため、 打音検査が行われるが点検に大変な労力

を要する。その対策として、予めＦＲＰＭ管内面に特殊複

層塗装を行い、樹脂モルタルに亀裂が生じる衝撃により複

層塗膜の表面が割れ、紫外線を照射するとそこが発光し、

劣化の「見える化」ができる塗装工法を開発する。 
【公募区分：政策課題解決型中小企業タイプ】 

【研究期間: 平成２６年度 交付予定額 10.00 百万円】 

【交付申請者：プラナスケミカル株式会社】 

F/S に係る実施計画の妥当性）優れてい

る 

技術の優位性）優れている 

技術開発への展開可能性）優れている

事業化計画の信頼性）良好である 

費用対効果）良好である 

ヒアリング評価）優れている 

カメラ画像を利用した大雪

および暴風雪による視程障

害・吹きだまり検知に関す

る技術開発 

積雪寒冷地域では、大雪や暴風雪によって大規模な交通

障害が毎年のように発生している。従来、交通障害の要因

となる視程障害や吹きだまりについて、路線全体の状況把

握や予測はできていない。本技術は、カメラ画像を用いた

視程障害検知と気象データ、および道路環境などを組み合

わせて、視程障害と吹きだまりを時空間予測する技術であ

る。実用化により、確実な道路管理による冬期交通障害の

減少に大きく貢献できる。 
【公募区分：政策課題解決型中小企業タイプ】 

【研究期間: 平成２６年度 交付予定額 9.98 百万円】 

【交付申請者：株式会社シー・イー・サービス】 

F/S に係る実施計画の妥当性）優れてい

る 

技術の優位性）優れている 

技術開発への展開可能性）優れている

事業化計画の信頼性）優れている 

費用対効果）優れている 

ヒアリング評価）優れている 

外部評価の結果 建設技術研究開発評価委員会の審査の結果、新規応募課題２９課題のうち、実施す

べき課題として上記６課題が採択された。 

＜外部評価委員会委員一覧＞ 

・建設技術研究開発評価委員会（平成２６年４月） 

委員長   神田 順    日本大学理工学部建築学科特任教授 

副委員長   道奥 康治     法政大学デザイン工学部都市環境デザイン工学科教授 

委  員  加藤 信介   東京大学生産技術研究所第 5 部教授 

鎌田 敏郎   大阪大学工学研究科地球総合工学専攻教授 

清水 英範   東京大学大学院工学系研究科教授 

田中 哮義   京都大学名誉教授 

二羽 淳一郎  東京工業大学大学院理工学研究科教授 

安田 進    東京電機大学理工学部建築/都市環境学系教授 

山口 栄輝   九州工業大学大学院工学研究院建設社会工学研究系教授 

野城 智也   東京大学生産技術研究所教授 

本橋 健司   芝浦工業大学工学部建築工学科教授 

野口 宏一   国土交通省大臣官房技術調査課建設技術政策分析官 

高橋 敏彦   国土交通省国土技術政策総合研究所企画部評価研究官 

 

 

※注）評価について 

研究開発課題ごとに下記の評価項目について、「優れている」、「良好である」、「やや劣っている」、「劣っ

ている」の４段階で評価を実施。 

 

【政策課題対応型（一般タイプ）の評価項目】 

○新規性 

既存の技術に比べた場合の新規技術研究開発要素があるか、当該技術の優位性などについて審査 

○実現可能性 

提案された技術研究開発の目標の達成及び実用化が技術的に可能であるか、提案者が技術研究開発を

実施するだけの技術研究開発計画、技術開発体制を整えているか、費用対効果の妥当性などについて審

査 
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○導入効果・事業化計画 

提案された技術研究開発が実用化となった場合に想定される、導入効果（品質確保、工期短縮、コス

ト縮減、環境への影響、安全性）が期待できるか、また、当該研究開発成果の事業化計画（現場への採

用予定や、具体的な販売計画、「地域再生法」に基づく地域再生計画への位置づけ等）などについて審

査 

 

【政策課題対応型（中小企業タイプ）の評価項目】 

○F/S に係る実施計画の妥当性 

設定された技術開発課題を解決・克服するための技術的方法に関し、提案する解決手法の根拠となる

理論、データ等が示されており、Ｆ／ Ｓに係る実施計画の内容が技術開発課題に対応した妥当なもの

となっているかについて審査 

○技術の優位性 

設定された技術開発課題を解決・克服するための技術的方法が、他の解決手法に比べて優位性がある

かについて審査 

○技術開発への展開可能性 

Ｆ／Ｓ終了後の技術開発に係る計画を有し、実際に技術開発へ展開できる見込みについて審査 

○事業化計画の信頼性 

技術開発終了後３年以内に実用化が達成される可能性について審査 

○費用対効果 

  申請された F/S に係る実施計画、実施体制等の研究開発費の費用対効果の妥当性について審査 
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事前評価【Ｎｏ．２５～２６】 

制度の概要 ○交通運輸技術開発推進制度 

国土交通省の交通運輸分野の政策課題の解決に資する研究開発

を民間等の有望な技術シーズを活用して実施するため、毎年度、

民間等から研究課題を公募、採択した上で、委託により研究開

発を推進する制度。 

担当課 

（担当課長名） 

総合政策局技術政策課 

（課長：吉田 正彦） 

研究開発課題名 研究開発概要 評価 

鉄道施設の液状化被害

の軽減に向けた地盤改

良工法の開発および実

用化 

地震時に被害が懸念される鉄道

施設の液状化について、従来の工

法と比較して低コストで実現可

能な脈状地盤改良工法の実用化

に向けて、液状化対策効果を定量

的に評価するとともに、鉄道施設

の現場での施工性、適用性の確

認、設計手法の整備を実施する。

【研究期間：平成２６年度】 

【研究費総額：約３２百万円】 

必要性：優れている 

効率性：優れている 

有効性①：優れている 

有効性②：優れている 

航空機の到着管理シス

テムに関する研究 

航空交通容量の拡大等に向けて、

機体を管理する手法の運用コン

セプトの構築、スケジューリン

グ、軌道生成などのアルゴリズム

の作成により、到着機の滞留を解

消し、安全で効率的な到着管理シ

ステムを開発する。 

【研究期間：平成２６年度】 

【研究費総額：約３２百万円】 

必要性：特に優れている 

効率性：優れている 

有効性①：特に優れている 

有効性②：優れている 

外部評価の結果 応募課題については、外部評価委員会である交通運輸技術開発

推進委員会において次の観点から審査を実施し、その結果、新

規応募課題１４課題のうち、実施すべき課題として上記２課題

を採択した。 

【必要性】 

研究内容が交通運輸技術としての独創性、革新性、先導性、

発展性等を有すること 

【効率性】 
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明確かつ具体的な研究目標を掲げており、それを達成するた

めに適正な研究計画、研究手法を有すること 

【有効性①】 

研究成果が交通運輸技術の著しい向上につながること 

【有効性②】 

業界における普及の見込み等の実用化・事業化の見通しがあ

ること 

※評価については、研究開発課題ごとに「特に優れている」、「優

れている」、「標準的である」、「劣っている」の４段階で評価を

実施。 

 

＜外部評価委員会委員一覧＞ 

○交通運輸技術開発推進委員会（平成２６年３月） 

委 員 長 高木 健  東京大学大学院新領域創成科学研究科

教授 

委 員 岩倉 成志  芝浦工業大学工学部土木工学科教授 

委 員 上野 誠也  横浜国立大学大学院環境情報研究院

教授 

委 員 鈴木 宏二郎  東京大学大学院新領域創成科学研

究科教授 

委 員 田中 光太郎  茨城大学工学部機械工学科講師 

委 員 平石 哲也  京都大学防災研究所流域災害研究セ

ンター教授 

（五十音順 敬称略）

 

 

29



 

 

（事前評価）【Ｎｏ．２７～３９】 

制度の概要 住宅・建築物技術高度化事業は、住宅建築行政が直面する環境対策、長寿命化対策、

安全対策等の解決に寄与する先導的技術の開発を複数の構成員の共同により行う者を

公募し、優れた技術開発の提案を応募した者に対して、国が当該技術開発に要する費用

の一部を補助することにより、当該技術の開発とそれを用いた住宅等の供給の促進を

図る制度である。 

担当課（担当課長名） 住宅局住宅生産課 （課長：林田 康孝） 

研究開発課題名 研究開発概要 評価 

木製クワトロサッシ

の開発とローコストエ

コハウスへの適応技術

開発 

施工性、音、水密、気密性、断熱性が良い木製

クワトロサッシを開発し、ローコストエコハウス

への適応手法を開発する。大きな開口部で、住宅

全体のＵＡ値への効果を確かめ、日射エネルギー取

得効果も持ったローコストエコハウスを開発す

る。 

【研究期間：平成 26 年度～平成 27 年度】 

【研究費総額：約 195 百万円】 

必要性、緊急性：優れている 

先導性： 優れている 

実現可能性：良好である  

実用化・市場化の見通し：良好で

ある 

  

女性の健康サポート

機能付き温水洗浄便座

の技術開発 

居住者の心身の状態を把握し、仕事等への影響

を軽減・活用するための、尿温測定ができる便座

とサポートアプリケーションを開発する。尿温を

非接触で測定できる便座を開発・販売、住宅内に

施工・設置する。尿温測定データをインターネッ

トで外部サービスと連携し、生理周期や健康状態

に基づく生活アドバイスを提供する。 

【研究期間：平成 26 年度】 

【研究費総額：約 29 百万円】 

必要性、緊急性：良好である 

先導性：良好である 

実現可能性：良好である  

実用化・市場化の見通し：良好で

ある 

 

実証実験を通じた住

宅の包括的環境対策と

健康維持・増進のため

の技術開発 

産学共同研究により開発され建築された共進化

住宅の居住実験を通じ居住者の健康維持、快適性、

行動変化などの実態に適応する環境・エネルギー

制御手法と建築工法・デザイン手法を総合的に技

術開発する。 

【研究期間：平成 26 年度～平成 28 年度】 

【研究費総額：約 206 百万円】 

必要性、緊急性：優れている 

先導性： 優れている 

実現可能性：良好である  

実用化・市場化の見通し：良好で

ある 

 

二重配管構造の給湯

新配管システム等の技

術開発 

住宅の新給湯システムとして、ポリブデン管大

口径に小口径管を挿入した二重配管構造で、小口

径が給湯、大口径管との間隙が返湯の機能、蛇口

等接続部までリバースリターンの即湯効果を発揮

する即湯システムを開発する。 

【研究期間：平成 26 年度～平成 27 年度】 

【研究費総額：約 162 百万円】 

必要性、緊急性：良好である 

先導性：良好である 

実現可能性：良好である 

実用化・市場化の見通し：良好で

ある 
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環境に配慮した既存

躯体と補強部材接続面

における省力化接合工

法の技術開発 

耐震改修における既存躯体と補強部材との接合

部において、低騒音・低振動で目荒らしが可能な

工法を確立し、目荒らし性状を定量的に評価する

ことで、設計耐力に見込める効率的な接合工法の

開発を行う。 

【研究期間：平成 26 年度】 

【研究費総額：約 8百万円】 

必要性、緊急性：良好である 

先導性：良好である 

実現可能性：優れている 

実用化・市場化の見通し：優れて

いる  

 

機能維持性能に優れ

た座屈拘束ブレース付

中高層建築物の技術開

発 

耐久性・継続使用性・財産保持性を考慮した中

高層建築物を建設するためには、限界性能を把握

し、地震後の現状を把握する必要がある。本技術

開発では、座屈拘束ブレースに着目し、施工性・

経済性に優れたモニタリング方法および真の限界

性能を明示した設計方法の技術開発を行う。 

【研究期間：平成 26 年度～平成 28 年度】 

【研究費総額：約 40 百万円】 

必要性、緊急性：良好である 

先導性： 良好である 

実現可能性：普通  

実用化・市場化の見通し：良好で

ある 

 

動物実験に替わる建

築防火材料のガス有害

性評価手法の技術開発

火災時に建築材料から発生する燃焼生成物（煙

及びガス）について赤外線による吸光度スペクト

ル波数構造分析を行い、現行のガス有害性試験で

認可される試験体とされない試験体の結果の差異

や傾向を定量的に把握し、動物実験に替わる成分

分析に基づく代替手法案を開発する。 

【研究期間：平成 26 年度～平成 28 年度】 

【研究費総額：約 6百万円】 

必要性、緊急性：良好である 

先導性： 良好である 

実現可能性：良好である  

実用化・市場化の見通し：良好で

ある 

 

間伐材を活用した倒

壊防止型１部屋耐震補

強工法の技術開発 

大地震時にも粘り強く抵抗し、かつ居住しなが

ら補強できる「１部屋耐震補強工法」を開発し、

既存住宅での引き倒し実験による大地震時の挙動

の再現及び限界耐力計算による解析を行い、十分

な安全性能を有していることを検証する。 

【研究期間：平成 26 年度～平成 27 年度】 

【研究費総額：約 11 百万円】 

必要性、緊急性：良好である 

先導性： 良好である 

実現可能性：良好である  

実用化・市場化の見通し：良好で

ある 

 

機械式掘削機器を使

用した拡底部を有する

場所打ちコンクリート

杭工法の技術開発 

回転トルクの効率を上げ、施工性が良く、あら

ゆる地盤で高品質な杭を提供できる工法および鉛

直性が高く、従来より高い拡底率及び高角度で、

拡底部を設けることで、支持力及び引抜き抵抗力

を増大し、省資源化、発生残土の抑制、低コスト

化とともに建築物の耐震性の向上を可能にする場

所打ちコンクリート杭工法を開発する。 

【研究期間：平成 26 年度～平成 27 年度】 

【研究費総額：約 166 百万円】 

必要性、緊急性：良好である 

先導性： 普通 

実現可能性：良好である 

実用化・市場化の見通し：良好で

ある 
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ハイブリッド架構に

よる耐火木造建築の技

術開発 

耐火木質柱・梁部材を開発し、さらに、木造と

鉄骨造またはＲＣ造を組み合わせたハイブリッド

架構の柱梁接合部を開発することで、空間の自由

度が高く耐震性に優れた木造建築システムを実現

する。 

【研究期間：平成 26 年度～平成 28 年度】 

【研究費総額：約 56 百万円】 

必要性、緊急性：良好である 

先導性： 普通 

実現可能性：優れている 

実用化・市場化の見通し：優れて

いる 

アーチフレーム方式

による木造住宅耐震改

修工法の技術開発 

木造住宅の技能者やリフォーム技術者が容易に

扱える方式であり、住空間機能を大きく損ねず、

層間変形１／３０～１／１５に追従できる特性を

有する木造住宅耐震改修工法を開発する。 

【研究期間：平成 26 年度】 

【研究費総額：約 11 百万円】 

必要性、緊急性：良好である 

先導性： 良好である 

実現可能性：良好である 

実用化・市場化の見通し：良好で

ある 

杭頭部に地震時水平

抵抗部材を有する既製

杭工法の技術開発 

杭基礎の杭頭付近に鋼管を被せるように設置

し、常時荷重による鉛直荷重と地震時水平荷重に

対する機能分担を図る。建物荷重を支持する杭に

作用する地震時水平力を軽減し、低コスト化とと

もに建築物の耐震安全性の向上や長寿命化を図る

既製杭工法の開発を行う。 

【研究期間：平成 26 年度～平成 27 年度】 

【研究費総額：約 80 百万円】 

必要性、緊急性：良好である 

先導性： 良好である 

実現可能性：良好である 

実用化・市場化の見通し：良好で

ある 

住宅用基礎梁の開口

部補強構造に関する技

術開発 

住宅建築等におけるシングル配筋構造の鉄筋コ

ンクリート基礎梁に設ける、設備配管用のスリー

ブ補強ユニット、人通口用の点検口補強システム

及びそれらを用いた開口部補強構造の補強効果に

関する評価手法を開発する。 

【研究期間：平成 26 年度～平成 28 年度】 

【研究費総額：約 47 百万円】 

必要性、緊急性：良好である 

先導性： 良好である 

実現可能性：良好である 

実用化・市場化の見通し：優れて

いる 
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外部評価の結果 応募提案については、住宅・建築物技術高度化事業審査委員会において、次の点から

総合的に審査を実施。新規応募提案２０提案のうち、上記１３提案を採択した。 

【必要性、緊急性】 

本助成制度として行われることの必要性、他の技術開発よりも先んじて行う緊急

性について審査。 

【先導性】 

既存の技術と比較しての技術革新性や技術開発の方向性等に対し審査。 

【実現可能性】 

目標達成の技術的可能性及び技術開発を実施するために必要な資金、体制等に係

る計画等に対し審査。 

【実用化・市場化の見通し】 

実用化・市場化に向けた生産体制の整備、関連する規制等への対応、低コスト化

の見通し等に対し審査。 

 

＜外部審査委員一覧＞（平成26年8月、住宅･建築物技術高度化事業審査委員会） 

委 員 長  久保 哲夫  東京大学名誉教授 

副委員長  桝田 佳寛  宇都宮大学名誉教授 

委  員  伊香賀 俊治 慶応義塾大学理工学部システムデザイン工学科 教授 

委  員  河合 直人    工学院大学建築学部建築学科 教授 

委  員  坂本 雄三  独立行政法人建築研究所 理事長 

委  員  本橋 健司  芝浦工業大学工学部建築工学科 教授 

委  員  金井 昭典  国土交通省国土技術政策総合研究所 副所長 

専門委員  足永 靖信  国土交通省国土技術政策総合研究所 建築研究部 

             環境・設備基準研究室長 

専門委員  奥田 泰雄   国土交通省国土技術政策総合研究所 建築研究部 

             建築災害対策研究官 

専門委員  鹿毛 忠継  国土交通省国土技術政策総合研究所 建築研究部 

             建築品質研究官 

（順不同 敬称略）

 

※詳細は国土交通省ＨＰ 住宅・建築物技術高度化事業を参照 

http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk4_000083.h

tml 

※研究費総額は現時点の予定であり、今後変わりうるものである。 
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（終了後の事後評価）【Ｎｏ１】 

研究開発課題名 

 

地震動情報の高度化に対応した建築物の

耐震性能評価技術の開発 

担当課 

（担当課長名） 

大臣官房技術調査課 

（課長：田村 秀夫） 

研究開発の概要 建築物の耐震性能評価技術の確立に必要となる建築物内外での地震観測体制を構築する

とともに、収集・蓄積された地震観測記録を分析することにより、従来の設計では考慮さ

れていなかった「地盤の揺れ」と「建築物の揺れ」との関係性を明らかにし、建築物と地

盤の特性の双方を考慮した地震力評価手法及び地震観測結果に基づく継続的な耐震設計技

術の改良方法について研究開発を行う。 

【研究期間：平成２２～２５年度   研究費総額：約２３５百万円】 

研 究 開 発 の 目

的・目標 

本技術開発は、「地盤の揺れ」と「建築物の揺れ」との関係性を明らかにして、海溝型巨

大地震等に対し、建築物に必要にして十分な耐震設計や耐震補強を行うための建築物の耐

震性能評価技術を開発するとともに、地震観測網の構築と観測記録の分析手法の確立によ

り継続的な耐震性能評価技術の改良方法を示すことを目的する。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

本研究の成果である地震観測網の構築と分析手法の確立は、「海溝型巨大地震による長周

期地震動と土木・建築構造物の耐震性向上に関する共同提言」（（社）土木学会、（社）建築

学会 H18.11.20）における、「応答解析モデルの高度化を行うためには、自由地盤系・周辺

地盤系・近傍地盤‐基礎‐上部構造系の高密度な地震観測の着実な実施」の一助となるも

のである。また、総合科学技術会議社会基盤 PT による分野別推進フォローアップ（H21.5.8）

における、「観測された地震動と被害との関係を科学的に十分に解明するとともに、このよ

うな研究成果を社会インフラの地震対策に確実に役立てていくことが重要である。」との指

摘にもあるように、各種の提案された巨大地震や、東北地方太平洋沖地震を始めとして蓄

積された建築物の地震記録等を今後の地震力評価手法等に反映し、耐震設計を地震動情報

と共に高度化させていくために必要な検討である。 

【効率性】 

 建築物の地震記録の収集・整理の効率化を図るため、（独）建築研究所及び（独）都市再

生機構との共同研究を締結し、これらと民間及び学識経験者等からなる委員会を設置し、

建築物の設計、防災対策に有効に活用できる成果を上げられるものとするため、効率的に

技術開発に取り組んだ。 

【有効性】 

 本研究で整備した地震観測網と分析手法は、今後の観測記録と合わせて、耐震設計の高

度化に活用できるものであり、建築物の規模・構造と地盤の特性とを考慮した地震力評価

手法は、巨大地震等への対策に当たって、経済的にも有効であると考えられる。 

外部評価の結果 地盤と建築物の双方の地震観測体制の構築が図られたこと、「地盤の揺れ」と「建築物の

揺れ」との関係性を明らかにし、地盤と建築物の双方の特性を考慮した地震力評価手法を

確立したこと、地震観測結果に基づく耐震改修における設計用地震力の合理的な設定が可

能となったこと等、当初設定した研究目標を概ね達成できたと評価できる。 

今後、研究成果を広く普及していく上で、具体的な条件や仮定、計算方法なども含めて、

情報公開を図り、一般の利用者が理解し活用できるような工夫が必要である。 

今後、地震動の規模に応じた性状を細かく把握するとともに、ある程度強い地震に対し

ての性状についても把握できるよう、研究を継続する必要がある。 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 27 年 2月 20 日、建設技術研究開発評価委員会） 

加藤 信介（東京大学生産技術研究所第 5 部教授）、神田 順（日本大学理工学部建築学科特
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任教授）、清水 英範（東京大学大学院工学系研究科教授）、田中 哮義（京都大学名誉教授） 

二羽 淳一郎（東京工業大学大学院理工学研究科教授）道奥 康治（神戸大学大学院工学研

究科教授）、本橋 健司（芝浦工業大学工学部建築工学科教授）、野城 智也（東京大学生産

技術研究所教授）、安田 進（東京電機大学理工学部建築/都市環境学系教授）、山口 栄輝（九

州工業大学大学院工学研究院建設社会工学研究系教授） 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた 

Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった 

Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 

 

35



 

 

（終了後の事後評価）【Ｎｏ２】 

研究開発課題名 

 

既設落石防護擁壁工に関する三層緩衝構

造を用いた耐衝撃性能の高度化に関する

技術開発 

担当課 

（担当課長名） 

大臣官房技術調査課 

（課長：田村 秀夫） 

研究開発の概要 落石防護擁壁の安定性向上を目的とした衝撃力緩和のための新たな緩衝システムの開

発。 

落石防護擁壁背面への設置を可能にするために、ソイルセメント＋ジオグリッド＋発泡ス

チロール材（EPS）ブロックからなる新たな三層緩衝構造を提案し、擁壁背面に設置した

場合の緩衝効果に関する実験的な検証と合理的な耐衝撃設計法の提案を実施した。 

【研究期間：平成２３～２５年度   研究費総額：約３４百万円】 

研 究 開 発 の 目

的・目標 

落石による災害要因に対して衝撃耐力が不足している既設落石防護擁壁工を対象に、ソ
イルセメント＋ジオグリッド＋発泡スチロール材（EPS）ブロックを用いた衝撃力緩和の
ための新たな緩衝システムを開発し、落石防護擁壁の耐衝撃性を 1,000kJ 級まで向上させ
ること。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

道路防災点検結果によると想定災害要因に対し耐衝撃性が不足する落石防護擁壁工が多
数存在する。一方、財政の逼迫や労働力不足も課題であり、より安価で効率的な対策工法
の開発が望まれる。本工法は、①既設擁壁工を有効活用し耐衝撃性を 1,000kJ に向上可能、
②安価で汎用性の高い材料を使用、③施工には熟練技術者が不要、④現地発生土の再利用
も可能等、利点も多く社会的・経済的観点より必要性の高い工法と評価する。 

【効率性】 

室蘭工業大学・釧路工業高等専門学校では実験および解析手法のノウハウを持ち、（株）
構研エンジニアリングでは各種落石対策に関する調査・設計や道路防災点検の実績を多数
有する。これより三者は綿密な協力体制の下、現場ニーズの把握に始まり、実験的研究や
解析的研究、設計手法の確立に至るまで、効率的な研究開発を行うことができたものと評
価する。 

【有効性】 

これまでに実施してきた研究開発は、当初目標であった安価な緩衝工法の開発、実規模
実験による性能確認、耐久性確認、設計法の構築といった全ての課題に対して成果を挙げ
ており、NETIS 登録完了後には安全安心な道路作りに貢献できるものと考えている。また、
研究を通し参加した若手職員や学生などの人材育成にも寄与したものと考える。 

外部評価の結果 実用化の高い設計法が提案され、数値解析や実規模実験で検証、評価されている点が評

価できる。今後は、現場実績を増やし、性能を監視していくことやコスト面の検討が必要

である。 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 27 年 2月 24 日、建設技術研究開発評価委員会） 

加藤 信介（東京大学生産技術研究所第 5 部教授）、神田 順（日本大学理工学部建築学科特

任教授）、清水 英範（東京大学大学院工学系研究科教授）、田中 哮義（京都大学名誉教授） 

二羽 淳一郎（東京工業大学大学院理工学研究科教授）道奥 康治（神戸大学大学院工学研

究科教授）、本橋 健司（芝浦工業大学工学部建築工学科教授）、野城 智也（東京大学生産

技術研究所教授）、安田 進（東京電機大学理工学部建築/都市環境学系教授）、山口 栄輝（九

州工業大学大学院工学研究院建設社会工学研究系教授）、野口 宏一（国土交通省大臣官房

技術調査課建設技術政策分析官）、高橋 敏彦（国土交通省国土技術政策総合研究所企画部

評価研究官） 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた 

Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった 

Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了後の事後評価）【Ｎｏ３】 

研究開発課題名 

 

電波の位相差計測による広域岩盤崩落・崩

壊リアルタイムモニタリングシステムの

開発 

担当課 

（担当課長名） 

大臣官房技術調査課 

（課長：田村 秀夫） 

研究開発の概要 我が国は地盤の風化現象が進みやすい地質条件にある上に、地震の頻度も多く、また台風

や集中豪雨が頻繁に発生する気象条件を抱えており、地すべりや斜面崩壊の発生率が高い。

これらによる被害を最小化するために、崩落・崩壊に至る前兆現象をすばやく捉え、的確な

対策を検討するための計測技術を開発する。 

【研究期間：平成２３～２５年度   研究費総額：約３２百万円】 

研 究 開 発 の 目

的・目標 

本研究は、斜面に小型の電波発信機を設置し、その受信データから斜面の変位をリアルタ

イムで高精度に計測できる、「電波位相差変位計測技術」を実用化することを目的とする。本

技術は、リアルタイムで 3次元的に変位の挙動を高精度で捉えられる、無線を用いるため計

測システム自身が災害時にも対応できる、などの特長をもった計測手法である。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

本研究は、斜面防災の発展に寄与すべく、無線電波を使い、遠距離から高い精度で斜面の

変形を計測する技術の開発に挑戦したものである。この手法では、精度の高さと同時に、廉

価な無線発信機を用いることで、一定の予算の範囲で計測点を増やすこともでき、斜面崩壊

の予測の確度を上げていくことに貢献するものと考える。 

【効率性】 

本研究の実施にあたっては、計測現場の提供、計測装置の開発・保全、データ分析技術の

開発などに、産官学の協力体制を敷いた。これにより、実斜面での長期計測が可能となり、

同時に民間の技術を用いた機器の開発や、大学の知識をもとにした分析技術の開発が可能と

なった。 

【有効性】 

本研究により、本技術が斜面の計測に次のような点で有効であることがわかった。 

・3年間にわたる長期計測で、計測機器の耐久性、耐環境性能が明らかとなった。 

・500mの距離から数 mmの分解能で、変位の計測が可能であることがわかった。 

・開発した DOPのシミュレータやフィルタ、管理用の GIS などを活用することで斜面の監視

が効率よく行えることを確認した。 

外部評価の結果 非常に興味深い原理に基づく変位システムであり、観測手法の活用範囲は広いと思われる

点は評価できる。適用場所の合理性については、課題があり検討する必要がある。既存技術

との適用のすみ分けを考え、実用化に向けた更なる検討が必要である。 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 27年 2月 24日、建設技術研究開発評価委員会） 

加藤 信介（東京大学生産技術研究所第 5部教授）、神田 順（日本大学理工学部建築学科特任

教授）、清水 英範（東京大学大学院工学系研究科教授）、田中 哮義（京都大学名誉教授） 

二羽 淳一郎（東京工業大学大学院理工学研究科教授）道奥 康治（神戸大学大学院工学研究

科教授）、本橋 健司（芝浦工業大学工学部建築工学科教授）、野城 智也（東京大学生産技術

研究所教授）、安田 進（東京電機大学理工学部建築/都市環境学系教授）、山口 栄輝（九州工

業大学大学院工学研究院建設社会工学研究系教授）、野口 宏一（国土交通省大臣官房技術調

査課建設技術政策分析官）、高橋 敏彦（国土交通省国土技術政策総合研究所企画部評価研究

官） 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた 

Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった 

Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了後の事後評価）【Ｎｏ４】 

研究開発課題名 

 

竹材等の低利用資源を用いた高性能壁土

の開発 

担当課 

（担当課長名） 

大臣官房技術調査課 

（課長：田村 秀夫） 

研究開発の概要 日本の木造建物に使われる土塗壁に使用する「壁土」は壁耐力の大半を負担する。壁土

の材料である粘土とワラの地域性や配合に起因する性能のバラツキを、ワラに替わる補強

材や調合により改良し、計算で扱える建築材料として壁土の強度性能を安定向上させる。 

【研究期間：平成２３年～２５年  研究費総額：約２２百万円】 

研 究 開 発 の 目

的・目標 

建築材料として壁土の強度性能を安定向上し、土塗壁の構造計算における課題を解決。 

1）土塗壁の下塗り工程で使用する壁土の圧縮強度を建築基準法告示解説書に示す数値の

0.4N/mm2 以上を安定的に確保する。 

2）砂質粘土の地域特性に応じた調合方法を開発する。 

3）実大土塗壁の壁倍率を 2.0 以上に上昇させる。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

建築材料として「壁土」の品質管理については未だ実用的技術提案がなく計算法運用の

課題となっており、旧耐震基準（昭和 56 年）以前の木造住宅の大半は土塗壁であり、既

存住宅の耐震化や住宅ストック活用では費用や意匠面で有効な土塗壁の耐震改修技術が求

められている。 

【効率性】 

土塗壁を用いた木造住宅の設計を行う実務者を研究代表に、木構造、土質工学、コンク

リート工学分野の研究者からなるグループで構成し、従来の木造建築構造分野以外の視点

から、新しい素材として「土」の強度性能を見直すことができる研究体制とした。 

【有効性】 

竹繊維等を用いることで壁土強度、実大土塗壁の壁倍率の確保を確認した。地域特性に

応じた調合方法は、試験で壁土強度定数を求め、調合の適正把握の可能性を確認した。 

 開発した壁土強度の改良技術と試験法は、材料性能の安定性を向上し、土塗壁を耐力壁

とする木造軸組建築の構造計算法の運用に大きく貢献することが期待できる。また、一軸

圧縮試験によるこの技術は、簡易な壁土試験法として広く普及できるものである。 

外部評価の結果  伝統技術である壁土の評価試験法を提案できていることについては評価ができるが、実

験・分析については、さらに詳細な検証が求められる。伝統技術の評価という点で、成果

の活用意義は大きいと思われるので、実用化に向けた課題を整理し、さらなる検討が必要

である。 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 27 年 2月 24 日、建設技術研究開発評価委員会） 

加藤 信介（東京大学生産技術研究所第 5 部教授）、神田 順（日本大学理工学部建築学科特

任教授）、清水 英範（東京大学大学院工学系研究科教授）、田中 哮義（京都大学名誉教授） 

二羽 淳一郎（東京工業大学大学院理工学研究科教授）道奥 康治（神戸大学大学院工学研

究科教授）、本橋 健司（芝浦工業大学工学部建築工学科教授）、野城 智也（東京大学生産

技術研究所教授）、安田 進（東京電機大学理工学部建築/都市環境学系教授）、山口 栄輝（九

州工業大学大学院工学研究院建設社会工学研究系教授）、野口 宏一（国土交通省大臣官房

技術調査課建設技術政策分析官）、高橋 敏彦（国土交通省国土技術政策総合研究所企画部

評価研究官） 
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総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた 

Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった 

Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了後の事後評価）【Ｎｏ５】 

研究開発課題名 

 

コンクリート構造物に塩害劣化自己防衛

機能を付与するための新しい混和材料の

開発 

担当課 

（担当課長名） 

大臣官房技術調査課 

（課長：田村 秀夫） 

研究開発の概要 申請者らが開発中のカルシウムアルミネートの一種 CaO･2Al2O3を用いることで、医療分野

における抗生物質のようにコンクリート構造物の自己防衛機能を高め、病原菌に当たる塩分

を無害化することにより、構造物の長寿命化を図る革新的な技術研究開発である。 

【研究期間：平成２３～２５年度   研究費総額：約３３百万円】 

研 究 開 発 の 目

的・目標 

本研究では、（１）自己防衛機能向上に対する基礎的検証（２）適用対象別の技術的課題

の解決（３）実構造物への適用性の確認（４）新材料の効果に対する総合的評価の４項目に

ついて明確にし、対象材料を実用化に繋げることを目的としている。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

わが国の膨大な社会資本の長寿命化のためには、海洋環境下におけるコンクリート構造物

の劣化現象、特に塩害劣化に対する耐久性を向上させることが最も重要な課題である。多種

多様な用途や規模を有するコンクリート構造物全体の長寿命化を図るためには、耐久性向上

効果はもちろん、高いコストパフォーマンス、特殊技術を要しない簡便な施工性等を兼ね備

えた新しい技術が早急に求められている。 

【効率性】 

研究課題を、研究段階的に４項目（研究開発の目的として前掲）に分類し、それぞれの目

的に応じて詳細な化学分析から長期の暴露実験、さらにプラントでの実規模試験など広範囲

な検討を実施した。なお研究体制は化学混和材料に対する豊富な知見を有しているセメント

化学の専門家とコンクリート構造物の劣化機構に造詣の深い学術経験者から成る多面的な研

究体制を取り、必要に応じて研究成果をフィードバックし、追加的な検討も実施した。 

【有効性】 

自己防衛機能向上に対する物理化学的メカニズム、推奨される適用範囲と予想される耐久

性向上効果、長期的なコストパフォーマンス等の面から、極めて実効性の高い材料であるこ

とが確認された。今後、費用対効果の高く汎用的かつ簡便に利用できる画期的な材料として

広く活用されることが期待される。 

外部評価の結果 コンクリート構造物の塩害劣化への対応に資する優れた技術開発であり、実証的に示され

ている点、混和材の性能を多角的に検討された学術的に高度な成果である点が評価でき、当

初設定した研究目標も十分に達成したと評価できる。今後、実用化においてはコストパフォ

ーマンスの説得性が大きな意味を持つと考えられるため、その対応を進められたい。 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 27年 2月 24日、建設技術研究開発評価委員会） 

加藤 信介（東京大学生産技術研究所第 5部教授）、神田 順（日本大学理工学部建築学科特任

教授）、清水 英範（東京大学大学院工学系研究科教授）、田中 哮義（京都大学名誉教授） 

二羽 淳一郎（東京工業大学大学院理工学研究科教授）道奥 康治（神戸大学大学院工学研究

科教授）、本橋 健司（芝浦工業大学工学部建築工学科教授）、野城 智也（東京大学生産技術

研究所教授）、安田 進（東京電機大学理工学部建築/都市環境学系教授）、山口 栄輝（九州工

業大学大学院工学研究院建設社会工学研究系教授）、野口 宏一（国土交通省大臣官房技術調

査課建設技術政策分析官）、高橋 敏彦（国土交通省国土技術政策総合研究所企画部評価研究

官） 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた 

Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった 

Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了後の事後評価）【Ｎｏ６】 

研究開発課題名 

 

地震時の超高層建物の室内安全対策技術

の開発 

担当課 

（担当課長名） 

大臣官房技術調査課 

（課長：田村 秀夫） 

研究開発の概要  従来の設計では副次的な位置付けとされてきた強震時の室内の安全性に着目し、家具の

衝突が人命に与える影響、また地震時の揺れが居住者の避難行動に及ぼす影響等について、

研究代表者らにより実施されてきた強震時室内安全性に関する研究を発展させ、地震時の

超高層建物の室内安全対策技術の開発を行う。 

【研究期間：平成２３～２５年度   研究費総額：約２８百万円】 

研 究 開 発 の 目

的・目標 

 強震時の室内の安全性や、家具の衝突が人命に与える影響、また地震時の揺れが居住者

の避難行動に及ぼす影響等について検討・評価するために、振動台実験により２方向の揺

れに対する不安度、行動不可能度の評価を行い、設計用フロアレスポンススペクトルを提

案し、それに基づいた超高層建築物の改修の試設計を行うことを通じて地震時の超高層建

物の室内安全対策技術の開発を行う。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

 阪神淡路大震災以降、一般市民の財産の保全を図る、という意識が高まり、東日本大震

災以降の長周期地震動への意識改革も踏まえて、超高層ビルの室内安全性を規定すること

が、社会的・経済的に必要である。 
【効率性】 
 研究代表者らは強震時の人間の行動限界について１０年来の研究蓄積があり、２次元に

展開することには充分な妥当性があった。家具の転倒・滑動など室内安全性の分野や超高

層集合住宅の構造設計分野に精通する共同研究体制であり、効率的に実施できた。 
【有効性】 

２次元振動台の稼働に時間がかかったこと、研究途中で制御方法を変更したために改修

に時間がかかったことは当初計画とは異なったが、研究期間内に有効な実験データを収得

できた。ダミー人形を用いた人体への衝撃荷重の実験では貴重な知見を得た。既存建物の

改修試設計においては免震の有効性と制振の限界点について一応の知見を得た。 

外部評価の結果 家具等の人体への衝撃荷重と既存建物の改修試設計における免震の有効性と制振の限界

点については一応の知見が得られたが、安全対策技術の開発までには至っておらず、当初

設定した研究目標は必ずしも十分に達成したとはいえない。実用化までにはまだ克服すべ

き課題は多いように思われるが、超高層ビルの室内安全対策技術は、有効な技術であり、

実用化に向けた研究開発の継続が必要である。 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 27 年 2月 24 日、建設技術研究開発評価委員会） 

加藤 信介（東京大学生産技術研究所第 5 部教授）、神田 順（日本大学理工学部建築学科特

任教授）、清水 英範（東京大学大学院工学系研究科教授）、田中 哮義（京都大学名誉教授） 

二羽 淳一郎（東京工業大学大学院理工学研究科教授）道奥 康治（神戸大学大学院工学研

究科教授）、本橋 健司（芝浦工業大学工学部建築工学科教授）、野城 智也（東京大学生産

技術研究所教授）、安田 進（東京電機大学理工学部建築/都市環境学系教授）、山口 栄輝（九

州工業大学大学院工学研究院建設社会工学研究系教授）、野口 宏一（国土交通省大臣官房

技術調査課建設技術政策分析官）、高橋 敏彦（国土交通省国土技術政策総合研究所企画部

評価研究官） 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた 

Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった 

Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了後の事後評価）【Ｎｏ７】 

研究開発課題名 

 

被災堤防緊急対応のための３次元堤防可

視化ツール及び対策設計システムの開発 

担当課 

（担当課長名） 

大臣官房技術調査課 

（課長：田村 秀夫） 

研究開発の概要 本研究開発では、被災あるいは前兆的な変状が発生している河川堤防に対して、限られた

時間と予算の中で最も効果的に対策工の立案を可能にするための支援システムの開発を目的

に、1)物理探査により堤防の内部状態を３次元的に可視化する装置の開発、2)計測データを

もとに、堤防内部の土質構成、透水係数、強度を推定し、その結果をもとに被災状況を推定、

対策工の要検討箇所を定量的かつ自動的に抽出する手法を開発し、実堤防で評価した。 

【研究期間：平成２３～２５年度   研究費総額：約３３百万円】 

研究開発の目標 本研究開発では、支援システムのハード部である３次元堤防可視化装置については、大規

模堤防でも半日で計測を可能にするベルト状の計測装置を開発すること、ソフト部について

は、探査物性データから堤防の強度と浸透性を推定し、要対策箇所を客観的に抽出するため

の解析手法を開発することならびに被災事例データベースを試作することを目標とした。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

最近多発している局地的な集中豪雨等による河川堤防の被災の急増を考慮すると、河川堤

防の安全性評価に必要な技術の開発は緊急を要する。本研究で開発したシステムは、被災時

等の緊急時はもちろん、日常的な堤防のモニタリングにも利用でき、現在の社会的要請に応

えられる技術であると考える。 

【効率性】 

本研究開発は、国土交通省近畿地方整備局からの委託を受けて京都大学が過去に実施した

河川堤防調査法に関する研究で得られた成果を活用して、開発すべき装置や解析手法の仕様

を設定したため、短時間でシステムを実現することができた。本研究開発メンバーも上記研

究の主要メンバーから構成しており、先の研究で得た無形の資産も生かすことができた。 

【有効性】 

堤防の安全性評価に必要な堤体の強度や浸透性を３次元的に可視化し、要対策箇所を客観

的かつ定量的に把握することを可能にする調査システムを開発することができた。多くの河

川堤防で日常的に発生している漏水等の変状箇所の中から緊急に対策が必要な個所を選定す

る等の目的に本開発システムを有効に利用できると考えている。 

外部評価の結果  河川堤防を３次元的に可視化し、被災状況を推定し、対策箇所を抽出可能する本手法は、

斬新な手法であり、実用性のあるレベルまで技術開発されている点が評価できる。計測時間

短縮は今後の課題であるが、実績を積むことでより使いやすい技術となることを期待する。 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 27年 2月 24日、建設技術研究開発評価委員会） 

加藤 信介（東京大学生産技術研究所第 5部教授）、神田 順（日本大学理工学部建築学科特任

教授）、清水 英範（東京大学大学院工学系研究科教授）、田中 哮義（京都大学名誉教授） 

二羽 淳一郎（東京工業大学大学院理工学研究科教授）道奥 康治（神戸大学大学院工学研究

科教授）、本橋 健司（芝浦工業大学工学部建築工学科教授）、野城 智也（東京大学生産技術

研究所教授）、安田 進（東京電機大学理工学部建築/都市環境学系教授）、山口 栄輝（九州工

業大学大学院工学研究院建設社会工学研究系教授）、野口 宏一（国土交通省大臣官房技術調

査課建設技術政策分析官）、高橋 敏彦（国土交通省国土技術政策総合研究所企画部評価研究

官） 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた 

Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった 

Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了後の事後評価）【Ｎｏ８】 

研究開発課題名 

 

総合的な社会資本の戦略的維持管理シス

テムの開発 

担当課 

（担当課長名） 

大臣官房技術調査課 

（課長：田村 秀夫） 

研究開発の概要 岐阜県が保有する、道路斜面(２，３００箇所)、橋梁（１，８００橋）、舗装に関する点

検データベースを統計的に解析し、施設別の危険度、健全度等をリスクという指標で評価す

る。その上で、維持管理の優先順位を付ける方法を提案する。 

【研究期間：平成２３～２５年度  研究費総額：約３５百万円】 

研 究 開 発 の 目

的・目標 

① 点検データベースの統計的解析 

② ①に基づくリスク評価 

③ ①，②に基づく維持管理の優先順位決定法の提案 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

本研究は、社会基盤施設の維持管理を扱った研究であり、この種の研究の必要性は広く認

識されている。特にこの研究の特徴は、岐阜県が過去１５年ほどの間に蓄積した、点検デー

タベースを統計的に徹底的に分析することにより、点検データの有効活用を提案する。 

【効率性】 

岐阜県の点検データベースは、他府県のものに比較しても質量ともに優れている。学会等

で発表の時、まず点検データが整っていることに感心された。そのようなフィールドで行わ

れた研究であるので、効率性は極めて高い。 

【有効性】 

本研究は土木学会論文集の報文論文７件、その他国際会議，国内会議で多くの発表を行っ

ている。そのような場で、多くの関心を集め、本研究は有効であったと評価する。 

外部評価の結果 点検データベースの分析など、地元の官民と連携された点、統計論を利用した着想により

成果に至っているところが独創的である点が評価できる。今後、全国の維持管理の現場に活

用していく際の前提条件をわかりやすく提示していくことが実用化の視点で求められる。 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 27年 2月 24日、建設技術研究開発評価委員会） 

加藤 信介（東京大学生産技術研究所第 5部教授）、神田 順（日本大学理工学部建築学科特任

教授）、清水 英範（東京大学大学院工学系研究科教授）、田中 哮義（京都大学名誉教授） 

二羽 淳一郎（東京工業大学大学院理工学研究科教授）道奥 康治（神戸大学大学院工学研究

科教授）、本橋 健司（芝浦工業大学工学部建築工学科教授）、野城 智也（東京大学生産技術

研究所教授）、安田 進（東京電機大学理工学部建築/都市環境学系教授）、山口 栄輝（九州工

業大学大学院工学研究院建設社会工学研究系教授）、野口 宏一（国土交通省大臣官房技術調

査課建設技術政策分析官）、高橋 敏彦（国土交通省国土技術政策総合研究所企画部評価研究

官） 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた 

Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった 

Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了後の事後評価）【Ｎｏ９】 

研究開発課題名 

 

ASR 劣化構造物の力学性能推定技術の確

立 

担当課 

（担当課長名） 

大臣官房技術調査課 

（課長：田村 秀夫） 

研究開発の概要 ASR による劣化は多種多様であり、その劣化状態，劣化予測を適切に判断できる技術は未

だ確立されていない。そこで本研究では、長期暴露した大型 PC 梁試験体の載荷試験結果や

ASR 劣化構造物の非破壊診断結果を活用し、ASR 劣化構造物の力学性能を推定できる技術お

よび簡易耐力算定法を提案した。 

【研究期間：平成２３～２５年度   研究費総額：約３２百万円】 

研 究 開 発 の 目

的・目標 

非破壊診断技術を援用し、ASR 劣化構造物の劣化のばらつきや空間的劣化情報を考慮できる

力学性能推定技術（的中率 85％以上）を確立するとともに、実験や解析結果に立脚した簡

易耐力算定方法の提案を行う。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

ASR 問題は一時の状況に比べ収束傾向にあるが、総合的かつ効率的な解決策は未だ提示さ

れておらず、道路管理者は，過剰な補強対策の実施や安全性に係る重篤な見逃しといった

場面に至ることもある。そのため、ASR 劣化構造物の力学性能を精緻に推定できる数値構造

解析法、さらには簡易耐力算定法を提示した本研究成果の技術的、社会的意義は大きい。 

【効率性】 

大型 PC 梁試験体による載荷試験、トモグラフィー法等を活用した非破壊診断，載荷試験

結果および ASR 劣化実構造物情報を活用した数値構造解析、さらには簡易耐力算定法の提

案等、各責任者の下、計画に則した成果が得られており、研究実施体制の妥当性は高い。 

【有効性】 

実際の ASR 劣化構造物は供用されており、コア採取による劣化コンクリートの物性値を

確認することは非常に困難であり、非破壊診断にて劣化状況の分布を推定できる超音波ト

モグラフィー法は極めて実用的な診断技術である。本研究にて提示した数値構造解析（FEM

解析）、簡易耐力算定法は、汎用プログラムにて対応可能であり、十分実用化可能な力学性

能推定技術である。 

外部評価の結果  ＡＳＲ劣化が構造体として力学特性が落ちないという結果が得られた点については、貴

重な知見であり、評価できる。今後、トモグラフィーによる内部劣化の性状把握について

は、更なる精度検証が必要である。 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 27 年 2月 24 日、建設技術研究開発評価委員会） 

加藤 信介（東京大学生産技術研究所第 5 部教授）、神田 順（日本大学理工学部建築学科特

任教授）、清水 英範（東京大学大学院工学系研究科教授）、田中 哮義（京都大学名誉教授） 

二羽 淳一郎（東京工業大学大学院理工学研究科教授）道奥 康治（神戸大学大学院工学研

究科教授）、本橋 健司（芝浦工業大学工学部建築工学科教授）、野城 智也（東京大学生産

技術研究所教授）、安田 進（東京電機大学理工学部建築/都市環境学系教授）、山口 栄輝（九

州工業大学大学院工学研究院建設社会工学研究系教授）、野口 宏一（国土交通省大臣官房

技術調査課建設技術政策分析官）、高橋 敏彦（国土交通省国土技術政策総合研究所企画部

評価研究官） 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた 

Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった 

Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了後の事後評価）【Ｎｏ１０】 

研究開発課題名 サンゴ礁州島形成モデルの開発 担当課 

（担当課長名） 

大臣官房技術調査課 

（課長：田村 秀夫） 

研究開発の概要 サンゴ礁州島の形成場のモデルを現地調査と水槽実験によって構築し、これに基づいて

サンゴ礁州島形成の数値シミュレーションモデルを開発する。開発したモデルに基づいて、

サンゴ礫の生産とその適切な運搬・堆積過程を制御する方策を提案し、サンゴ礁州島とサ

ンゴ礁海岸を保全し、海面上昇に対する防護と州島の創成をはかる、新しい生態工学技術

を開発する。 

【研究期間：平成２３～２５年度   研究費総額：約３４百万円】 

研 究 開 発 の 目

的・目標 

現地調査と水槽実験によって、サンゴ礁州島の形成場のモデルを開発し、このモデルに

基づいてサンゴ礁州島形成の数値シミュレーションモデルを開発する。これらに基づいて

サンゴ礁州島の維持・保全制御技術を提案し、今世紀の海面上昇によって水没の危機にあ

るサンゴ礁州島の防護と創成のための生態工学技術を開発する。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

サンゴ礁州島は、南太平洋の島嶼国や国内の南西諸島や遠隔離島に見られるが、温暖化

に伴う海面上昇や環境インパクトによる島の構成材であるサンゴの枯渇等により、その維

持保全が必要となっている。本技術の開発により、国内の対象となる島の維持保全に資す

るだけでなく、海外のサンゴ礁からなる島嶼国の維持保全に関する国際貢献にも繋がる。 

【効率性】 

①サンゴ礁州島形成場のモデル開発は東京大学を中心に、②サンゴ礁州島形成数値シミ

ュレーションの開発は高知工科大学を中心に計画・立案し、それぞれの計画内容を五洋建

設が担当する形で並行して実施することで、産・学のそれぞれの特徴を生かした連携した

開発が実施できた。 

【有効性】 

サンゴ礁州島形成場のモデル開発は、世界のサンゴ州島のデータベースとして成果をま

とめた。サンゴ礁州島形成数値シミュレーションモデルの開発は、最終的なサンゴ礫の地

形変化予測モデルの構築までは達成しなかったが、サンゴ礁リーフ特有のリーフエッジに

おける砕波からリーフ内の流れに転嫁する複雑な現象を再現するモデルを構築した。 

外部評価の結果 サンゴ礁州島の形成過程については本研究で相当な理解が得られた点、生態系と国土保

全の関係性を示した点については評価できる。将来性が高く、また国際貢献にも寄与する

研究課題であるが、州島の維持までにはまだ研究の余地が大きいため、引き続き研究開発

を実施する必要がある。 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 27 年 2月 24 日、建設技術研究開発評価委員会） 

加藤 信介（東京大学生産技術研究所第 5 部教授）、神田 順（日本大学理工学部建築学科特

任教授）、清水 英範（東京大学大学院工学系研究科教授）、田中 哮義（京都大学名誉教授） 

二羽 淳一郎（東京工業大学大学院理工学研究科教授）道奥 康治（神戸大学大学院工学研

究科教授）、本橋 健司（芝浦工業大学工学部建築工学科教授）、野城 智也（東京大学生産

技術研究所教授）、安田 進（東京電機大学理工学部建築/都市環境学系教授）、山口 栄輝（九

州工業大学大学院工学研究院建設社会工学研究系教授）、野口 宏一（国土交通省大臣官房

技術調査課建設技術政策分析官）、高橋 敏彦（国土交通省国土技術政策総合研究所企画部

評価研究官） 
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総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた 

Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった 

Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了後の事後評価）【Ｎｏ１１】 

研究開発課題名 

 

防災、長寿命化実現のための超高強度高靱

性モルタルを用いた水中ライニング工法

の設計・施工法の開発 

担当課 

（担当課長名） 

大臣官房技術調査課 

（課長：田村 秀夫） 

研究開発の概要 本研究開発は、材料としての緻密さと高強度および高靭性を併せ持つ超高強度高靭性モ

ルタル（UHP-SHCC）を用いて、桟橋等の港湾構造物に代表される塩害環境下にある構造物

の耐久性向上および安全性が確保できる水中ライニング工法の設計，施工法を構築するこ

とを目的としている。研究の実施にあたり、 

①UHP-SHCC の海洋環境下における適用性実験および防食性能の評価 

②複合部材としての力学性能に関する実物大実験 

③水中ライニング工法の施工法に関する検討 

をそれぞれ確認し、実用化に資するための設計、施工法として体系化することを目標とす

る。 

【研究期間：平成２３～２５年度  研究費総額：約３４百万円】 

研 究 開 発 の 目

的・目標 

当該工法を開発するにあたり、以下の研究項目および目標を設定した。 

①UHP-SHCC の海洋環境下における適用性実験および防食性能の評価 

材料としての UHP-SHCC の耐久性について暴露試験を中心に検討し、その優位性を確認す

る。また、ひび割れが発生した場合の耐久性の持続効果についても暴露試験によって実験

的に検証することも目標とする。 

②複合部材としての力学性能に関する実物大実験 

既設構造物（鋼管杭）と UHP-SHCC との一体性を確保する方法について実験的に検証する。

簡便な方法として鉄筋を溶接する工法を開発し、その優位性を示すことを目標とする。 

③水中ライニング工法に関する検討 

 ミキサによる練り混ぜ、ポンプによる材料運搬および充填という一連の施工方法を検証

するとともに、水中で被覆する工法について、試験施工レベルまで高度化することを目標

とする。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

特に厳しい塩害環境下において、インフラの早期劣化が社会的な問題となっている。一

方で、現段階で決定打となる補修方法が開発されておらず、高耐久で信頼性の高い補修方

法の確立は急務である。また、耐久性の確保だけでなく、力学特性の付与も可能とする本

研究開発は、補修方法としての合理性を付与するだけでなく、インフラのダウンタイムの

低減を可能とし、社会的コストの削減が実現できる。 

【効率性】 

①UHP-SHCC の海洋環境下における適用性実験および防食性能の評価では、材料の性能評

価を得意とする名古屋大学（H25 年度からは岐阜大学）が担当し、②複合部材としての力

学性能に関する実物大実験においては、大型の部材の載荷試験が実施可能な港湾空港技術

研究所が担当した。③水中ライニング工法に関する検討では，主に施工性の確認が主であ

ることから、東亜建設工業が担当した。以上のような役割分担により、効率的な研究開発

を可能とした。 

【有効性】 

緻密さと高強度および高靭性を併せ持つ超高強度高靭性モルタル（UHP-SHCC）を用いて、

桟橋等の港湾構造物に代表される塩害環境下にある構造物の耐久性向上および安全性が確

保できる水中ライニング工法の設計、施工法を構築し、材料の最適化と性能評価、補修材

と母材との一体性確保、型枠やポンプ圧送も含めた施工性の確認、を中心に予定どおり検
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討を行うことができ、本工法の優位性を確認した。さらに、実際の鋼管杭を例として試験

施工を実施できるレベルにまで完成度を高めた。 

外部評価の結果 提案した設計・施工法の優位性を厳密に明らかにしている点、本工法実用的な段階に達

している点が評価できる。今後、耐久性と施工性についてさらなる検討とコスト面からの

実用性の検討が引き続き求められる。 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 27 年 2月 24 日、建設技術研究開発評価委員会） 

加藤 信介（東京大学生産技術研究所第 5 部教授）、神田 順（日本大学理工学部建築学科特

任教授）、清水 英範（東京大学大学院工学系研究科教授）、田中 哮義（京都大学名誉教授） 

二羽 淳一郎（東京工業大学大学院理工学研究科教授）道奥 康治（神戸大学大学院工学研

究科教授）、本橋 健司（芝浦工業大学工学部建築工学科教授）、野城 智也（東京大学生産

技術研究所教授）、安田 進（東京電機大学理工学部建築/都市環境学系教授）、山口 栄輝（九

州工業大学大学院工学研究院建設社会工学研究系教授）、野口 宏一（国土交通省大臣官房

技術調査課建設技術政策分析官）、高橋 敏彦（国土交通省国土技術政策総合研究所企画部

評価研究官） 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた 

Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった 

Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了後の事後評価）【Ｎｏ１２】 

研究開発課題名 

 

建築生産における三次元データを用いた

維持管理データの管理・描画技術の開発 

担当課 

（担当課長名） 

大臣官房技術調査課 

（課長：田村 秀夫） 

研究開発の概要 建築生産段階で利用した意匠、構造、設備の BIM を維持管理段階において有効利用して

いくため、BIM の統合化システムとビューアを開発する。更に、統合化した BIM を用い

て有形固定資産構成要素別管理機能と修繕・更新概算費用算出シミュレーション機能を開

発しビューアに搭載する。 

【研究期間：平成２３～２５年度 研究費総額：約３３百万円】 

研 究 開 発 の 目

的・目標 

(1) 意匠・構造・設備の BIM データを軽量化・統合化した FM 用 BIM を開発する。 

(2) 統合化した FM 用 BIM を閲覧するためのビューアを開発する。 

(3) ビューアに有形固定資産構成要素毎の管理機能を搭載する。 

(4) ビューアに修繕・更新概算シミュレーション機能を搭載する。 

(5) 既存建物で検証しシステムを完成させる。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

ストック型社会への転換が求められる中で、建物を長寿命化するためには適切かつ効率

的な施設の維持管理が重要となってくる。しかし、従来の施設維持管理業務は、施設管理

者の知識と経験に基づいた属人的な管理になりがちであり、維持管理業務の標準化、組織

的な管理が出来ていなかった。これらの課題を解決するためにはＩＣＴを活用した施設維

持管理システムの開発が必要である。 

【効率性】 

 住宅・社会資本に係る施設維持管理システムを開発する体制として、技術開発後の実用

化を想定した関係部門である設計部門や顧客施設管理部門を参画させた。また、産学官テ

ーマ推進委員会として、住宅（特に集合住宅）適用への知見を持つ明海大学、国土技術政

策総合研究所、社会資本（庁舎等の施設）適用への知見を持つ国土交通省官庁営繕部、さ

らに三次元データを用いた描画技術に関する知見を持つ建築研究所をメンバーとし、適宜

アドバスを受けながら、効率的な技術開発を実施した。 

【有効性】 

意匠・構造・設備の膨大な BIM データを維持管理の観点から FM 用 BIM として軽量化・統

合化するシステムを開発した。また、ユーザの簡便かつ直観的な操作で自由自在に建物の

三次元モデルを確認できる専用ビューア、および資産情報等を閲覧できる機能を開発した。

BIM の特徴である建築の様々な情報を統合化したデータベース機能と三次元モデルとして

の視覚的な効果を活用し、維持管理に関わる意思決定の効率化に有効な技術を開発した。 

外部評価の結果  BIM の統合化システムとビューアについては、詳細まで検討されており、実用化が近い技

術開発である点、資産管理面では、有用なシステムである点が評価できる。今後は、実務

でどう有用に機能させていくかが課題である。 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 27 年 2月 24 日、建設技術研究開発評価委員会） 

加藤 信介（東京大学生産技術研究所第 5 部教授）、神田 順（日本大学理工学部建築学科特

任教授）、清水 英範（東京大学大学院工学系研究科教授）、田中 哮義（京都大学名誉教授） 

二羽 淳一郎（東京工業大学大学院理工学研究科教授）道奥 康治（神戸大学大学院工学研

究科教授）、本橋 健司（芝浦工業大学工学部建築工学科教授）、野城 智也（東京大学生産

技術研究所教授）、安田 進（東京電機大学理工学部建築/都市環境学系教授）、山口 栄輝（九

州工業大学大学院工学研究院建設社会工学研究系教授）、野口 宏一（国土交通省大臣官房
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技術調査課建設技術政策分析官）、高橋 敏彦（国土交通省国土技術政策総合研究所企画部

評価研究官） 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた 

Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった 

Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了後の事後評価）【Ｎｏ１３】 

研究開発課題名 

 

低コスト・高精度な地盤調査法に基づく宅

地の液状化被害予測手法の開発 

担当課 

（担当課長名） 

大臣官房技術調査課 

（課長：田村 秀夫） 

研究開発の概要 スウェーデン式サウンディング試験(SWS)と大型、中型動的コーン貫入試験(SRS、MRS)を対

象に、高精度に地盤強度と土質判定が得られるように改良し、低コストのまま液状化判定

ができる地盤調査法を開発する。また、有効応力原理に基づく数値解析法によって本研究

による液状化判定・被害予測を検証する。さらに、既往および本研究の調査結果を取り入

れて液状化判定・被害予測の機能を持たせた「宅地地盤情報データベース」を開発する。 

【研究期間：平成２４～２５年度   研究費総額：約１８百万円】 

研 究 開 発 の 目

的・目標 

①SWS 試験と SRS、MRS 試験を高精度に地盤強度と土質判定が得られるように改良し、液状

化判定ができるようにする。②有効応力原理に基づく数値解析法によって液状化判定・被

害予測を検証し、「宅地地盤情報データベース」を開発する。③上記の地盤調査法に基づく

宅地の液状化被害予測手法を開発し、実用化を図る。これにより、宅地の液状化検討のた

めの地盤調査費用を従来の手法（ボーリング調査）よりも 40%〜60%程度削減させる。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

東日本大震災での戸建住宅の甚大な液状化被害から、宅地の液状化判定・被害予測のた

めの地盤調査法の開発は喫緊の課題である。一般に液状化判定に用いられるボーリング調

査を宅地に適用するのはコスト的に無理がある。本研究は低コストのまま高精度に宅地の

液状化判定と被害予測を行う手法の開発であり，社会的・経済的に必要性が高い。  

【効率性】 

 本研究では６つの研究項目を設定し、液状化と地盤調査を専門とする 10 名の研究者を選

び、各研究項目に担当を割り振った。さらに地盤工学会に設置した産官学委員会で研究内

容の討議を行っており、計画・実施体制は妥当である。本研究開発により、宅地の液状化

検討のための地盤調査費用を従来よりも 40%〜60%程度削減させことができる。 

【有効性】 

 本研究によって多くの現場調査を実施し、低コスト・高精度な地盤調査法による宅地の

液状化判定と被害予測が可能となり、当初の目標を達成できた。また、千葉県浦安市、滋

賀県守山市での地盤調査一斉試験では種々の比較ができ、貴重なデータが得られた。さら

に、宅地で最も問題となる不同沈下の検討も、本研究の地盤調査法によって可能になった。 

外部評価の結果 各種の指標との対応が良くされており、実用性の高いものとなっている点は評価できる。

今後は、液状化地点の調査に加え、非液状化地点での調査を実施した上で、「宅地地盤情報

データベース」の有効活用に向けた検討していく必要がある。 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 27 年 3月 6日、建設技術研究開発評価委員会液状化対

策技術審査部会） 

岸田 隆夫（広島工業大学工学部建築工学科教授）、龍岡 文夫（東京大学名誉教授、東京理

科大学理工学部土木工学科嘱託教授）、安田 進（東京電機大学理工学部建築/都市環境学系

教授）、野口 宏一（国土交通省大臣官房技術調査課建設技術政策分析官）、須藤 哲夫（国

土交通省都市局都市安全課 都市防災対策企画室長）、井上 波彦（国土交通省国土技術政

策総合研究所 評価システム研究室長） 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた 

Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった 

Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了後の事後評価）【Ｎｏ１４】 

研究開発課題名 

 

動的貫入試験による経済的で高精度な液

状化調査法の研究開発 
担当課 

（担当課長名） 

大臣官房技術調査課 

（課長：田村 秀夫） 

研究開発の概要 動的貫入試験によって N値と細粒分含有率 Fc を評価することができるピエゾドライブ

コーンを対象として、堆積環境の異なる複数の地盤で現場実験と室内試験を行い、細粒

分含有率 Fc の推定精度を高め、地下水位の推定方法を提案した。また、エネルギー効率

を踏まえた地盤の動的貫入抵抗 Nd 値の新たな補正方法も提案し、液状化強度の推定精度

を向上させた。 

【研究期間：平成２４～２５年度 研究費総額：約１８百万円】 

研 究 開 発 の 目

的・目標 

ピエゾドライブコーンで得られる試験結果と、液状化予測で用いられる各種指標との推

定式を精査し、液状化強度の推定精度を向上させることで、動的貫入試験のみで評価が可

能となる高精度な液状化調査システムを開発し、液状化の調査に要する時間と費用の軽減

を第一の目的とする。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

戸建住宅の宅地や河川堤防などのように、液状化の検討が必要とされる箇所数が増えるこ

とで、調査に要する費用、時間が膨大になることは明らかである。さらには、民地の液状

化対策を検討する場合に、調査費用が安価であるだけでなく適切な対策仕様を決めるため

に精度の高い調査が要求されるであろう。科学的な意義に加えて、社会的・経済的意義は

高く、目的は妥当であると考えられる。 

【効率性】 

ピエゾドライブコーンは、N 値と細粒分含有率 Fc を評価することができる新しい液状化

調査法であるが、Fc 推定式に用いてきたデータ量が必ずしも十分ではなかった。そこで研

究開発計画においては、現場実験によるデータ取得に重みを置いた。実施体制については、

ピエゾドライブコーンの開発者および試験経験の豊富な技術者、液状化に関する多くの研

究成果を上げている研究者、液状化試験の経験豊富な研究者および技術者を配置した。 

【有効性】 

細粒分含有率 Fc の推定については、従来の推定式の適用性を確認すると伴に新たな推定

式を提案した。動的貫入試験で課題である 10m 以深の N 値推定については、エネルギー

効率を踏まえた Nd 値ｍｐ補正法を提案した。液状化判定については、PDC のみによる液

状化判定システムを構築し、細粒分含有率 Fc と N 値を適正に評価することでボーリング

および粒度試験による判定と概ね同等が得られることを確認した。 
外部評価の結果  液状化判定を行うための装置やデータ処理方法について改良を行った点や液状化現場で

の実証がなされている点など、評価できる。コスト削減が可能であれば、面的な探査によ

り精度向上が期待される。 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 27 年 3月 6日、建設技術研究開発評価委員会液状化対

策技術審査部会） 

岸田 隆夫（広島工業大学工学部建築工学科教授）、龍岡 文夫（東京大学名誉教授、東京理

科大学理工学部土木工学科嘱託教授）、安田 進（東京電機大学理工学部建築/都市環境学系

教授）、野口 宏一（国土交通省大臣官房技術調査課建設技術政策分析官）、須藤 哲夫（国

土交通省都市局都市安全課 都市防災対策企画室長）、井上 波彦（国土交通省国土技術政

策総合研究所 評価システム研究室長） 
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総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた 

Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった 

Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 

 

53



 

 

（終了後の事後評価）【Ｎｏ１５】 

研究開発課題名 

 

宅地、堤防等において従来とほぼ同程度の

精度で安価かつ効率的な液状化判定シス

テムの開発 

担当課 

（担当課長名） 

大臣官房技術調査課 

（課長：田村 秀夫） 

研究開発の概要 本研究開発は、実用化されているスクリュードライバー・サウンディング（以下、ＳＤ

Ｓ）試験機を改良し、宅地だけでなく、河川堤防等の公共インフラを対象とした「液状化

被害予測のための地盤情報取得手法の大幅なコスト縮減に関する技術開発」を行った。研

究開発の項目は「地下水検知装置の開発」、「簡易液状化判定法の開発」、「宅地用プロトタ

イプの開発」、「実証実験」である。 

【研究期間：平成２４～２５年度   研究費総額：約１８百万円】 

研 究 開 発 の 目

的・目標 

本研究開発の目的・目標として、実用化されているＳＤＳ試験機を改良して、以下の内

容について検証を行った。 

①調査ボーリング＋土質試験とほぼ同じ地盤情報の取得 

②調査深度 20ｍ以上、Ｎ値 20 以上の調査能力 

③ＳＤＳ試験結果を用いて、従来のＦL 法と同程度の精度での液状化判定 

④地下水検知装置の開発 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

液状化判定には地盤に対する知識と高度な技術的判断が要求されるが、戸建住宅等では

調査費用が負担となり、液状化調査は一般的に普及していない。本技術開発は地盤情報取

得手法の大幅なコスト縮減を目標としており、社会的・経済的意義が高いと評価する。 

【効率性】 

地盤調査、ＳＤＳ試験機および液状化判定に関する知識と実績を有する企業と大学が連

携して技術開発を行うことにより研究開発の妥当性が図れたと評価する。また、産官学の

メンバーによる技術推進委員会を開催し、その技術開発の方向性、妥当性についても評価

しながら技術開発を進めた。 

【有効性】 

本技術開発では、宅地用と公共インフラ用の２つの液状化判定法を開発した。宅地用の

液状化判定は、従来の宅地地盤調査費用に僅かな上乗せで実施することでき、小規模住宅

用の簡易液状化判定法より高い精度で液状化の判定が可能である。一方、公共インフラ用

はボーリングを伴うＦL法による液状化判定よりは安い費用で、同等の精度の判定を行なう

ことができ経済性への貢献度は高いと評価する。 

外部評価の結果  液状化強度の推定について改善がなされている点、宅地用プロトタイプの開発がなされ

ている点が評価できる。公共インフラ用の液状化判定法についは、今後実績を積んでいく

ことが重要である。 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 27 年 3月 6日、建設技術研究開発評価委員会液状化対

策技術審査部会） 

岸田 隆夫（広島工業大学工学部建築工学科教授）、龍岡 文夫（東京大学名誉教授、東京理

科大学理工学部土木工学科嘱託教授）、安田 進（東京電機大学理工学部建築/都市環境学系

教授）、野口 宏一（国土交通省大臣官房技術調査課建設技術政策分析官）、須藤 哲夫（国

土交通省都市局都市安全課 都市防災対策企画室長）、井上 波彦（国土交通省国土技術政

策総合研究所 評価システム研究室長） 
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総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた 

Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった 

Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了後の事後評価）【Ｎｏ１６】 

研究開発課題名 

 

ピークカット及び省エネルギー計画のた

めの総合的シミュレーションツールの技

術開発 

担当課 

（担当課長名） 

住宅局住宅生産課 

（課長：林田 康孝） 

研究開発の概要 建築物のユーザー自身が建物の形状や用途に近い形式を入力することが出来、建物全体

の一次エネルギー消費量とその内訳、年間負荷、ピーク負荷、ピーク電力が得られるシミ

ュレーションツールを開発し、操作マニュアルを整備した。 

【研究期間：平成 24年度   研究費総額：約 18百万円】 

研究開発の目的 建築物・設備の利用者による省エネ・節電を促進するため、建築物において省エネルギ

ー効果やピークカット率を精度良く容易に予測できるツールを開発する。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

建築物のエネルギー消費量に対してピークカット対策の検討に資する技術開発として、

国内外で初めてとなる蓄電池を用いたピークカット計算手法の開発と総合システムへの組

み込みは高く評価される。 

【効率性】 

 有識者・実務者が連携して技術開発を進めており、特に、UI(ユーザーインターフェース）

の開発については、ユーザー、学識経験者、システムエンジニアによりプログラムの使い

勝手を審議し、効率的に開発が進められている。 

【有効性】 

技術的に完成され、市場化も進んでおり、当初の技術開発目標は達成されているものと

評価する。 

外部評価の結果 汎用機器（リチウムイオン電池）の計算モジュール開発を行い、さらにそれを中心にメ

ーカーによる違いについて代表的なものを選んで集中的に特性を設定した点について高く

評価する。本事業終了後も継続的な普及活動や新たに鉛蓄電池への応用など、残された課

題や新たな着眼点に基づき継続的な取り組みを望む。また、多様なテスト・スタディを積

み重ね、精度の向上や多様な機器の最適な組み合わせの模索等を継続するとともに、今後

は多機能蓄エネルギー機器の対応を検討することを期待する。 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 27年 3月、住宅･建築物技術高度化事業審査委員会） 

委員長 久保 哲夫 東京大学名誉教授 

副委員長 桝田 佳寛 宇都宮大学名誉教授 

委員 伊香賀 俊治 慶応義塾大学理工学部システムデザイン工学科 教授 

委員 河合 直人 工学院大学建築学部建築学科 教授 

委員 坂本 雄三 独立行政法人建築研究所 理事長 

委員 本橋 健司 芝浦工業大学工学部建築工学科 教授 

委員 井上 勝徳 国土技術政策総合研究所 副所長 

専門委員 足永 靖信 国土技術政策総合研究所 建築研究部 環境・設備基準研究室長 

専門委員 奥田 泰雄 国土技術政策総合研究所 建築研究部 建築災害対策研究官 

専門委員 鹿毛 忠継 国土技術政策総合研究所 建築研究部 建築品質研究官 

※詳細は国土交通省ＨＰ 住宅・建築関連先導技術開発事業を参照 

http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk4_000067.html 
 

総合評価 Ⓐ 十分に目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった 

Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了後の事後評価）【Ｎｏ１７】 

研究開発課題名 

 

居住者満足感に基づく省エネ性と快適性

の最適環境制御技術の開発 

担当課 

（担当課長名） 

住宅局住宅生産課 

（課長：林田 康孝） 

研究開発の概要 要望申告システムを試作し、室温変化・気流変化を伴う温熱環境における、居住者の満

足感と作業効率の評価を行い基礎的知見を得、それを生かして居住者満足感を考慮した変

動空調制御を提案するとともに、省エネ性・知的生産性の評価を行った。また、変動空調

制御に加え、省エネと快適性を両立する VAV 連携技術の開発、要望申告で起こりうる冷暖

同時要求に対応が可能な冷暖フリーVAV システムを検討・実験した。 

【研究期間：平成 22年度～24年度   研究費総額：約 30百万円】 

研究開発の目的 省エネ性・温暖化防止性と建物使用者の快適性・知的生産性の向上に向けて、最適な環

境を実現するための広範囲な技術開発（製品・システム・運用手法・評価手法等を含む）を

行う。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

 申告応答型空調という新技術の導入に成功しており、応用性も期待される技術であると

評価する。 

【効率性】 

 大学と民間企業が連携してそれぞれの得意分野を活かせる体制で取り組み、技術開発が

進められている。同時に、製品化を見据えたシステム上の課題抽出も進み、学術的な成果

と、特許出願・製品化検討という事業的な活動が並行してスピーディに行われている。 

【有効性】 

居住者満足感モデル構築に関する基本技術開発や居住者満足感・省エネ性向上のための

室内環境制御の実用技術開発など、要素技術としては完成している。 

今後は、具体的な製品化をイメージした成果の構築を期待する。 

外部評価の結果 一つの空調機系統で冷房と暖房が同時に実現できる申告応答型の気流変動制御の開発

は、細やかかつ合理的な空調システムの開発として成功している。 

今後は、実証事例の蓄積を重ね、実オフィス適用時の課題抽出を進める必要があるが、

次世代の空調システムへの搭載を目指し、多様なバリエーションの構築に期待する。 

  

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 27年 3月、住宅･建築物技術高度化事業審査委員会） 

委員長 久保 哲夫 東京大学名誉教授 

副委員長 桝田 佳寛 宇都宮大学名誉教授 

委員 伊香賀 俊治 慶応義塾大学理工学部システムデザイン工学科 教授 

委員 河合 直人 工学院大学建築学部建築学科 教授 

委員 坂本 雄三 独立行政法人建築研究所 理事長 

委員 本橋 健司 芝浦工業大学工学部建築工学科 教授 

委員 井上 勝徳 国土技術政策総合研究所 副所長 

専門委員 足永 靖信 国土技術政策総合研究所 建築研究部 環境・設備基準研究室長 

専門委員 奥田 泰雄 国土技術政策総合研究所 建築研究部 建築災害対策研究官 

専門委員 鹿毛 忠継 国土技術政策総合研究所 建築研究部 建築品質研究官 

 

※詳細は国土交通省ＨＰ 住宅・建築関連先導技術開発事業を参照 

http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk4_000067.html 
 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった 

Ⓑ 概ね目標を達成できた 

Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了後の事後評価）【Ｎｏ１８】 

研究開発課題名 

 

サスティナブル技術を活かした枠組壁工

法によるエコスクールの標準システムの

開発 

担当課 

（担当課長名） 

住宅局住宅生産課 

（課長：林田 康孝） 

研究開発の概要 教室内光環境に関する環境性能技術の検証、南面に緩衝空間を持つ教育施設の熱・光環

境実測を行い、得られた成果をもとに構築した枠組壁工法構造躯体システムを用いたペリ

メータ環境調整技術の性能検証及び実大検証実験を実施。木材資源の有効活用と優れた耐

震性を有する木造枠組壁工法によるエネルギー効率の高い教育施設の技術開発を行った。 

【研究期間：平成 23年度～24年度   研究費総額：約 26百万円】 

研究開発の目的 枠組壁工法大スパン対応構造躯体システムに環境性能技術を組込み、サスティナブルで

総合的なエコスクールの標準システムの構築を行う。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

【必要性】 

 木造校舎の普及に寄与する応用性のある先導的技術開発と評価する。本技術開発の有意

性を示すため、環境調整装置の性能についての更なる検証が求められる。 

【効率性】 

大学と民間企業が連携し、適正な役割分担で技術開発が行われている。 

【有効性】 

 枠組壁工法による学校教室計画については、技術的に完成され市場化も進みつつあるが、

環境調整技術については、性能検証が途上と見られるため、早期に課題解消し市場化に繋

げていくことを期待する。 

外部評価の結果 枠組壁工法の構造上の特質と、木の断熱性や建物構造とを一体化した環境調整システム

の構築に取り組んだ開発である。既存の構造技術・構造材を用いることにより、普及しや

すいシステムとすることができ、ダブルスキンの空気層を活かした環境性能向上技術の開

発は一定の成功がみられる。一方で環境性能及び内部空間の快適性の向上のため、システ

ムのディテールの改良及びシステムの効果的な運用法の提示が必要であり、事例の蓄積等

による環境調整機能の性能検証・精度向上等が求められる。また、規格寸法の木材の安定

供給体制の整備にも注力する必要がある。更なる普及のためには、一般への啓発活動が求

められ、木造建築であることに加え、環境調整装置としてのメリットをアピールすること

も効果的と考えられる。 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 27年 3月、住宅･建築物技術高度化事業審査委員会） 

委員長 久保 哲夫 東京大学名誉教授 

副委員長 桝田 佳寛 宇都宮大学名誉教授 

委員 伊香賀 俊治 慶応義塾大学理工学部システムデザイン工学科 教授 

委員 河合 直人 工学院大学建築学部建築学科 教授 

委員 坂本 雄三 独立行政法人建築研究所 理事長 

委員 本橋 健司 芝浦工業大学工学部建築工学科 教授 

委員 井上 勝徳 国土技術政策総合研究所 副所長 

専門委員 足永 靖信 国土技術政策総合研究所 建築研究部 環境・設備基準研究室長 

専門委員 奥田 泰雄 国土技術政策総合研究所 建築研究部 建築災害対策研究官 

専門委員 鹿毛 忠継 国土技術政策総合研究所 建築研究部 建築品質研究官 

※詳細は国土交通省ＨＰ 住宅・建築関連先導技術開発事業を参照 

http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk4_000067.html 
 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった 

Ⓑ 概ね目標を達成できた 

Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了後の事後評価）【Ｎｏ１９】 

研究開発課題名 

 

住宅における電力による総利用光束量を

最小化する照明制御システムの技術開発 

担当課 

（担当課長名） 

住宅局住宅生産課 

（課長：林田 康孝） 

研究開発の概要 居住者の快適性を損なわずに照明に消費する電力による総利用光束量( lm・h / d )を減

らす照明制御システムを開発した。 

【研究期間：平成 23年度～24年度   研究費総額：約 13百万円】 

研究開発の目的 住宅照明に求められる機能を担保した上で、一日当たりの電力による利用光束量を減ら

し、住宅照明に使用する消費電力量を最小化する。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

 人が知覚する明るさや見え方を推定できる評価画像を駆使して、住宅における電力によ

る総利用光束量を最小化する照明設計システムと照明制御システムの技術開発であり、応

用性のある先導的な技術開発と評価する。 

【効率性】 

 適正な役割分担で技術開発が行われている。 

【有効性】 

照明制御システムについては開発技術の意義が高いため、省エネ効果の検証等、一層の

加速が求められる｡ 

外部評価の結果 実際に感じる空間の見え方をシミュレーションすることによる快適性と省エネルギーを

両立できる照明制御の開発に対する取り組みであり、照明設計システムの基盤構築に至っ

ている。 

一方、制御システムの実用化については、試作段階であり、システムのコストダウンや

システムの利用範囲の拡大など市場展開への具体的な検討が求められる。 

制御システムの実用化を早期に達成し、コストダウンや実証の積み重ね等により省エネ

効果を明らかにしながら、より簡易な照明制御システムを構築し、本システムのＢＥＭＳ

やＨＥＭＳへの連携等を期待する。 

 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 27年 3月、住宅･建築物技術高度化事業審査委員会） 

委員長 久保 哲夫 東京大学名誉教授 

副委員長 桝田 佳寛 宇都宮大学名誉教授 

委員 伊香賀 俊治 慶応義塾大学理工学部システムデザイン工学科 教授 

委員 河合 直人 工学院大学建築学部建築学科 教授 

委員 坂本 雄三 独立行政法人建築研究所 理事長 

委員 本橋 健司 芝浦工業大学工学部建築工学科 教授 

委員 井上 勝徳 国土技術政策総合研究所 副所長 

専門委員 足永 靖信 国土技術政策総合研究所 建築研究部 環境・設備基準研究室長 

専門委員 奥田 泰雄 国土技術政策総合研究所 建築研究部 建築災害対策研究官 

専門委員 鹿毛 忠継 国土技術政策総合研究所 建築研究部 建築品質研究官 

 

※詳細は国土交通省ＨＰ 住宅・建築関連先導技術開発事業を参照 

http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk4_000067.html 
 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった 

Ⓑ 概ね目標を達成できた 

Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了後の事後評価）【Ｎｏ２０】 

研究開発課題名 

 

「見える化」を有効活用する設備運用モデ

ルの策定とユーザーインターフェースの

技術開発 

担当課 

（担当課長名） 

住宅局住宅生産課 

（課長：林田 康孝） 

研究開発の概要 施設利用者や設備運転管理者に季節、天候、時刻などの環境変動要因や施設の建築条件、

利用状況などに応じた省エネ行動や設備の省エネ運転を促す省エネユーザーインターフェ

ース（インタラクティブ省エネ支援システム）の開発として、見える化システムの分析、

建築設備の省エネ運転モデルの検討、インターフェースの仕様検討及び試作開発の各技術

開発を行った。 

【研究期間：平成 23年度～24年度   研究費総額：約 31百万円】 

研究開発の目的 ユーザビリティーを向上させる機能を見える化システムに付加した「ユーザーインター

フェース」を開発し、さまざまな規模・用途の施設における省エネ促進を目的とする。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

 ユーザーからの温冷感情報入力をベースに、施設・設備の管理者と建物利用者の双方向

で省エネ行動を行うかどうかを判断する応用性のある先導的な技術開発と評価する。 

【効率性】 

 大学と民間企業が連携して適正な役割分担で技術開発が進められており、大学という実

環境で、学生をモニターとして実験した点は効率的な取り組みとして評価できる。 

【有効性】 

 基礎的な技術の体系は完成しているが、スマートフォンの有効な活用などにより、更に

便利で効果的なシステムとなる可能性を含んでいるため、より一層の技術開発の加速化に

期待する。 

外部評価の結果 ユーザーからの温冷感情報などを設備の運転管理者が条件判断に利用する双方向のシス

テムを、より安価に構築できる可能性を見出せた点は成功点といえる。一方で、運用事例

の蓄積に基づいた多様な条件設定方法の検討や、より簡便なカスタマイズ方法の検討等が

求められる。スマートフォンを活用している点は有効と考えられるが、今後は、どの部屋

からの情報発信なのかなど位置情報の自動取得なども含めた開発としていくとより有効な

ものになるものと考えられる。 

 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 27年 3月、住宅･建築物技術高度化事業審査委員会） 

委員長 久保 哲夫 東京大学名誉教授 

副委員長 桝田 佳寛 宇都宮大学名誉教授 

委員 伊香賀 俊治 慶応義塾大学理工学部システムデザイン工学科 教授 

委員 河合 直人 工学院大学建築学部建築学科 教授 

委員 坂本 雄三 独立行政法人建築研究所 理事長 

委員 本橋 健司 芝浦工業大学工学部建築工学科 教授 

委員 井上 勝徳 国土技術政策総合研究所 副所長 

専門委員 足永 靖信 国土技術政策総合研究所 建築研究部 環境・設備基準研究室長 

専門委員 奥田 泰雄 国土技術政策総合研究所 建築研究部 建築災害対策研究官 

専門委員 鹿毛 忠継 国土技術政策総合研究所 建築研究部 建築品質研究官 

※詳細は国土交通省ＨＰ 住宅・建築関連先導技術開発事業を参照 

http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk4_000067.html 
 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった 

Ⓑ 概ね目標を達成できた 

Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了後の事後評価）【Ｎｏ２１】 

研究開発課題名 

 

枠組壁工法における SMART-WINDOW システ

ムに関する技術開発 

担当課 

（担当課長名） 

住宅局住宅生産課 

（課長：林田 康孝） 

研究開発の概要 枠組壁工法において開口面積を拡大して自然エネルギーを最大限に採り入れる構造シス

テムの開発、さらに、LCCO2 削減の観点から、窓周りで漏水を生じた際に早期に発見するた

めの漏水検知システムの基礎構築を行った。 

【研究期間：平成 22年度～24年度   研究費総額：約 98百万円】 

研究開発の目的 暖冷房負荷の 5 割を削減し、温熱・音・光の室内環境とも両立する、高性能・多機能窓

システムを開発し、その設計手法を確立する。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

 我が国の建築分野で大きな課題であった、準耐火構造に対応した窓の開発に対して解決

の道を示す先導的な技術開発として高く評価する。 

【効率性】 

住宅メーカーと窓メーカーで適正な役割分担のもと、技術開発が行われている。 

【有効性】 

 市場投入には導入コストの低減が必要であるが、技術的には完成されている。 

 開発技術の意義が非常に高いため､木製サッシの開発については一層の加速が求められ

る｡ 

外部評価の結果 新たな高性能・多機能窓システムを開発し、４月には販売を予定している等、着実な技

術開発と実用化への取り組みを高く評価する。木造窓の耐久性・メンテナンス性の向上等

を進め、より一層の商品化・普及が求められるものの、我が国の建築分野で大きな課題で

あった準耐火構造に対応した窓の開発であり、その意義は非常に高い。 

枠組壁工法における本システムの着実な製品開発と普及に期待する。 

 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 27年 3月、住宅･建築物技術高度化事業審査委員会） 

委員長 久保 哲夫 東京大学名誉教授 

副委員長 桝田 佳寛 宇都宮大学名誉教授 

委員 伊香賀 俊治 慶応義塾大学理工学部システムデザイン工学科 教授 

委員 河合 直人 工学院大学建築学部建築学科 教授 

委員 坂本 雄三 独立行政法人建築研究所 理事長 

委員 本橋 健司 芝浦工業大学工学部建築工学科 教授 

委員 井上 勝徳 国土技術政策総合研究所 副所長 

専門委員 足永 靖信 国土技術政策総合研究所 建築研究部 環境・設備基準研究室長 

専門委員 奥田 泰雄 国土技術政策総合研究所 建築研究部 建築災害対策研究官 

専門委員 鹿毛 忠継 国土技術政策総合研究所 建築研究部 建築品質研究官 

 

※詳細は国土交通省ＨＰ 住宅・建築関連先導技術開発事業を参照 

http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk4_000067.html 
 

総合評価 Ⓐ 十分に目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった 

Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了後の事後評価）【Ｎｏ２２】 

研究開発課題名 

 

木造住宅部材の複数回使用を前提とした

工法の技術開発 

担当課 

（担当課長名） 

住宅局住宅生産課 

（課長：林田 康孝） 

研究開発の概要 ①軸組柱間に挿入する角材（柱）連結壁パネルの構成方法の開発、②構成壁パネルと土台

や梁・桁との連結及び解体（取り外し）方法の開発、③強度試験とデータ収集と分析、④構

成パネルの耐火性能試験（30 分間防火性能）、⑤工法マニュアル作成の５つのプロセスで研

究開発を実施した。 

【研究期間：平成 24年度   研究費総額：約 14百万円】 

研究開発の目的 30年弱で建て替えられる日本の住宅事情を踏まえ、解体や解体部材の再使用を容易にし、

部材としての長期使用が可能な工法を研究開発する。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

 応用性のある先導的な技術開発と認められ、開発された技術を実際の住宅に適用し建設

されたことは高く評価する。 

【効率性】 

 適切な構成員の配置により、一年間の期間で基本的な要素技術について効率的に検討さ

れている。設計事務所と森林組合との連携で技術開発が進められており、林業を振興する

ためにも意義がある。 

【有効性】 

 要素技術としては完成していることから、今後の需要に応じ、複数回使用への技術的課

題（耐久性、解体容易性）が解決されていくことを期待する。 

外部評価の結果 構造方法としての実現可能性は充分に検証されており、柱材と同寸の角材を連結したパ

ネルで準防火構造耐力壁を開発したことは評価できる。解体の度に劣化した部分の処理が

必要と考えられ、複数回使用の実現性の検証が必要であるが、計画指標（コストや CO2 削

減等）の提案も含めた普及促進のための取組みを着実に進め、再利用の実績ができること

を期待する。また、住宅のみでなく再利用できるような用途（簡易事務所、コンビニ等）に

利用拡大を図ることも選択肢の一つになる。 

 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 27年 3月、住宅･建築物技術高度化事業審査委員会） 

委員長 久保 哲夫 東京大学名誉教授 

副委員長 桝田 佳寛 宇都宮大学名誉教授 

委員 伊香賀 俊治 慶応義塾大学理工学部システムデザイン工学科 教授 

委員 河合 直人 工学院大学建築学部建築学科 教授 

委員 坂本 雄三 独立行政法人建築研究所 理事長 

委員 本橋 健司 芝浦工業大学工学部建築工学科 教授 

委員 井上 勝徳 国土技術政策総合研究所 副所長 

専門委員 足永 靖信 国土技術政策総合研究所 建築研究部 環境・設備基準研究室長 

専門委員 奥田 泰雄 国土技術政策総合研究所 建築研究部 建築災害対策研究官 

専門委員 鹿毛 忠継 国土技術政策総合研究所 建築研究部 建築品質研究官 

※詳細は国土交通省ＨＰ 住宅・建築関連先導技術開発事業を参照 

http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk4_000067.html 
 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった 

Ⓑ 概ね目標を達成できた 

Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了後の事後評価）【Ｎｏ２３】 

研究開発課題名 

 

廃コンクリート・石系廃棄物の低炭素・完

全循環利用技術の開発 

担当課 

（担当課長名） 

住宅局住宅生産課 

（課長：林田 康孝） 

研究開発の概要 普及機材の組合せを中心とした再生骨材製造機によって再生粗骨材、再生細骨材をロー

コストで製造し、その品質評価とともに、コストに関わる消費電力などから製造プロセス

の最適化を行った。また、再生細骨材の性能改善方法としての炭酸化改質についても、効

果を検証するために評価試験を行った。これらを総合的に組み合わせることで、再生骨材

コンクリート技術の市場化に関する検討を行った。 

【研究期間：平成 22年度～24年度   研究費総額：約 30百万円】 

研究開発の目的 廃コンクリート塊からコストをかけることなく再生粗骨材 H あるいは M、再生細骨材 M

を製造し、これを利用する再生コンクリートの諸性能が、実用的な水準を満たすために必

要な技術を開発することを目的とする。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

重要課題である廃棄物低減技術開発について、再生骨材の製造、改質、使用という一連

のシステムを構築する点について高い先導性が認められる。 

【効率性】 

 再生骨材製造メーカーと実現可能な方法で検討されている等、適正な役割分担で技術開

発が行われている。 

 CO2 による微粉の改善のためにはセメント製造者の協力等も有効ではないかと考える。 

【有効性】 

 技術面だけではなく制度面からみても市場化・実用化には時間がかかることが考えられ

るが、一定の目標は達成されている。 

外部評価の結果 利用促進のための改質効果については、その方法も含めて成果が得られている。 

 また、微粉の処理方法（除去の要否）については課題が残ると考えられるが、中・低品質

の骨材を使用しようとする試みは評価できる。 

 実用化のためには需要を見極め、何が必要であるかを再整理し、今後の更なる開発の推

進を期待したい。 

 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 27年 3月、住宅･建築物技術高度化事業審査委員会） 

委員長 久保 哲夫 東京大学名誉教授 

副委員長 桝田 佳寛 宇都宮大学名誉教授 

委員 伊香賀 俊治 慶応義塾大学理工学部システムデザイン工学科 教授 

委員 河合 直人 工学院大学建築学部建築学科 教授 

委員 坂本 雄三 独立行政法人建築研究所 理事長 

委員 本橋 健司 芝浦工業大学工学部建築工学科 教授 

委員 井上 勝徳 国土技術政策総合研究所 副所長 

専門委員 足永 靖信 国土技術政策総合研究所 建築研究部 環境・設備基準研究室長 

専門委員 奥田 泰雄 国土技術政策総合研究所 建築研究部 建築災害対策研究官 

専門委員 鹿毛 忠継 国土技術政策総合研究所 建築研究部 建築品質研究官 

※詳細は国土交通省ＨＰ 住宅・建築関連先導技術開発事業を参照 

http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk4_000067.html 
 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった 

Ⓑ 概ね目標を達成できた 

Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了後の事後評価）【Ｎｏ２４】 

研究開発課題名 

 

常設としてリユース可能な複層の応急仮

設住宅をホテルとして備蓄することに関

する技術開発 

担当課 

（担当課長名） 

住宅局住宅生産課 

（課長：林田 康孝） 

研究開発の概要 ① ISO規格の海運コンテナに準拠した応急仮設住宅ユニットの試作品を製作。 

② 縦積みの実験と横積みの接合方法改善の検討と同時に基礎部の開発・試作品の製作及び

施工実験を行った。 

【研究期間：平成 23年度～24年度   研究費総額：約 20百万円】 

研究開発の目的 リユース可能な仮設住宅を開発することで、期限後解体される応急仮設住宅の廃棄量を

減らし、災害時の応急仮設住宅に対する投資額の減少を目指す。また、複層化することで

用地不足問題の解消を図ることを目的としている。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

 応急仮設住宅の廃棄量削減・用地不足解消等を目的とした先導的なアイディアであり、

基礎的な開発が行われたと認められる。 

【効率性】 

リユース時の検証を含め、効率的に進められる体制整備が必要である。 

 設計事務所だけでなく鉄骨メーカーとの協力が望ましい。 

【有効性】 

一応の成果は得られたものの、雨仕舞い等検討しなければならない課題は多い。 

実用化・市場化への課題は多いが、具体的な製品化をイメージした成果の構築への努力

を望む。 

外部評価の結果 応急仮設住宅をホテルとして備蓄するためのユニットの開発については一定の技術開発

がされている。可能性が確認できたことから、実用化に向け、海外で生産する場合の JIS へ

の適合や、雨仕舞い等の課題についての検討が必要である。実用化に向けての課題が多い

ため、更なる工夫・努力が求められる。 

 鉄骨メーカーと協力し、効率的に開発を進めることが求められる｡ 

 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 27年 3月、住宅･建築物技術高度化事業審査委員会） 

委員長 久保 哲夫 東京大学名誉教授 

副委員長 桝田 佳寛 宇都宮大学名誉教授 

委員 伊香賀 俊治 慶応義塾大学理工学部システムデザイン工学科 教授 

委員 河合 直人 工学院大学建築学部建築学科 教授 

委員 坂本 雄三 独立行政法人建築研究所 理事長 

委員 本橋 健司 芝浦工業大学工学部建築工学科 教授 

委員 井上 勝徳 国土技術政策総合研究所 副所長 

専門委員 足永 靖信 国土技術政策総合研究所 建築研究部 環境・設備基準研究室長 

専門委員 奥田 泰雄 国土技術政策総合研究所 建築研究部 建築災害対策研究官 

専門委員 鹿毛 忠継 国土技術政策総合研究所 建築研究部 建築品質研究官 

 

※詳細は国土交通省ＨＰ 住宅・建築関連先導技術開発事業を参照 

http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk4_000067.html 
 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた 

Ⓒ あまり目標を達成できなかった 

Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了後の事後評価）【Ｎｏ２５】 

研究開発課題名 

 

空気清浄装置に利用される吸着材の再生

利用に関する技術開発 

担当課 

（担当課長名） 

住宅局住宅生産課 

（課長：林田 康孝） 

研究開発の概要 使用後は産業廃棄物として処理されていた気相浄化用途の吸着材について、吸着材の再生

に関わる技術的要件を明らかにし、再利用する技術開発を行うものである。最終目標は、

専用の加熱再生装置と再生利用活性炭カートリッジを開発し、気相用途用吸着材の再生利

用を実現するものである。 

【研究期間：平成 23年度～24年度   研究費総額：約 152 百万円】 

研究開発の目的 吸着材再生に関わる技術的要件を明らかにし、再利用を実現する新たな技術開発を実践す

る。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

活性炭の再利用に関して、低温再生手法を開発しており、応用性のある先導的な技術開

発と高く評価する。 

【効率性】 

 大学と民間企業が連携し技術開発が進められ、適正な役割分担で十分な検討と試作機の

改良が実施されている。 

【有効性】 

再生装置の開発及び活性炭の機能回復についての技術開発は達成していると認められ

る。市場投入を早め、実用化に向けた更なる努力を期待する。 

外部評価の結果 活性炭の再利用に関して、低温再生手法を開発しており、応用性のある先導的な技術開

発として高く評価できる。 

当初の目的を達成し、目標としている要素技術の開発は完成している。 

普及にあたっては、当該技術にどの程度の再資源効果や環境負荷低減効果があるか試算

提示されることが望まれる。当該技術が構成員の自社事業のみへの適用でなく、広く空気

清浄装置メーカーに展開できるようになることを期待する。 

 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 27年 3月、住宅･建築物技術高度化事業審査委員会） 

委員長 久保 哲夫 東京大学名誉教授 

副委員長 桝田 佳寛 宇都宮大学名誉教授 

委員 伊香賀 俊治 慶応義塾大学理工学部システムデザイン工学科 教授 

委員 河合 直人 工学院大学建築学部建築学科 教授 

委員 坂本 雄三 独立行政法人建築研究所 理事長 

委員 本橋 健司 芝浦工業大学工学部建築工学科 教授 

委員 井上 勝徳 国土技術政策総合研究所 副所長 

専門委員 足永 靖信 国土技術政策総合研究所 建築研究部 環境・設備基準研究室長 

専門委員 奥田 泰雄 国土技術政策総合研究所 建築研究部 建築災害対策研究官 

専門委員 鹿毛 忠継 国土技術政策総合研究所 建築研究部 建築品質研究官 

 

※詳細は国土交通省ＨＰ 住宅・建築関連先導技術開発事業を参照 

http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk4_000067.html 
 

総合評価 Ⓐ 十分に目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった 

Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了後の事後評価）【Ｎｏ２６】 

研究開発課題名 

 

地盤の液状化抑制工法とその地盤改良機

械の技術開発 

担当課 

（担当課長名） 

住宅局住宅生産課 

（課長：林田 康孝） 

研究開発の概要 無排土でその地盤内に一定加重で砕石圧入を行い地中に砕石柱を形成し設計地耐力を確

保することを基本に、圧入した砕石体積分の周辺土粒子密度を高め液状化条件を緩和し、

地中構築した砕石杭内の透水で地震時の土粒子間隙水圧を消散し液状化発生条件を取り除

く工法を開発する。 

【研究期間：平成 24年度   研究費総額：約 10百万円】 

研究開発の目的 無公害、省資源、短工期、安価な液状化対策工法であり、砕石圧入による施工域の全体

の締固めで剪断抵抗力の増加による免振効果も期待できる工法を開発する。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

 砕石を投入する技術そのものには既に多くの実績があるが、住宅用の小規模施工を目的

とした技術開発としては新規性が認められる。 

【効率性】 

 開発の進捗に合わせて他との連携を図る計画であったが、排ガス規制に伴う計画変更に

より資金調達が必要となり、新たな連携先を模索している状況である。 

【有効性】 

開発段階で顕在化した問題点を解決するため、技術開発の目標を再設定する等、実用化

に向けた更なる工夫・努力が求められる。 

外部評価の結果  地盤改良機械の仕様等を定める基本設計は終了し、次段階の製造に向けての試行が行わ

れていることが認められる。排ガス規制改正に伴っての計画変更が加えられた状況を鑑み、

本技術開発の到達点と積み残し課題を明確にし、効率的な技術開発の再開につなげてゆく

ことが必要である。適正な研究開発体制と資金の調達を行い、技術の完成が求められる。 

 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 27年 3月、住宅･建築物技術高度化事業審査委員会） 

委員長 久保 哲夫 東京大学名誉教授 

副委員長 桝田 佳寛 宇都宮大学名誉教授 

委員 伊香賀 俊治 慶応義塾大学理工学部システムデザイン工学科 教授 

委員 河合 直人 工学院大学建築学部建築学科 教授 

委員 坂本 雄三 独立行政法人建築研究所 理事長 

委員 本橋 健司 芝浦工業大学工学部建築工学科 教授 

委員 井上 勝徳 国土技術政策総合研究所 副所長 

専門委員 足永 靖信 国土技術政策総合研究所 建築研究部 環境・設備基準研究室長 

専門委員 奥田 泰雄 国土技術政策総合研究所 建築研究部 建築災害対策研究官 

専門委員 鹿毛 忠継 国土技術政策総合研究所 建築研究部 建築品質研究官 

 

※詳細は国土交通省ＨＰ 住宅・建築関連先導技術開発事業を参照 

http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk4_000067.html 
 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた 

Ⓒ あまり目標を達成できなかった 

Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了後の事後評価）【Ｎｏ２７】 

研究開発課題名 

 

短い埋め込み深さでせん断力と引張力に

対して抵抗する外側耐震補強用接合工法

の開発 

担当課 

（担当課長名） 

住宅局住宅生産課 

（課長：林田 康孝） 

研究開発の概要 シアキーとアンカーボルトを組み合わせた複合型とすることで，せん断力と引張力の両

方に抵抗する新しい接合部材（ディスクシアキー）を開発した。また、各種実験の結果を

整理し，引張力とせん断力を同時に評価できる耐力評価式を算出した。 

【研究期間：平成 24年度   研究費総額：約 17百万円】 

研究開発の目的 建物の外側耐震補強において、接合部に作用するせん断力と引張力に対して高い抵抗力

を発揮する接合部材を開発し，あわせて施工環境に配慮した施工法を確立することによ

り，接合部における技術的課題の解決をはかる。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

ＲＣ造系建築物の耐震補強用接合工法として、短い埋め込み深さでせん断力と引張力に

抵抗する工法の開発であり、応用性のある先導的な技術開発である。 

【効率性】 

メーカー、ゼネコンなど適正な役割分担で技術開発が行われている。 

【有効性】 

 技術的に完成され、実案件への適用も行われている。今後は、導入コストの低減など普

及に向けた取り組みが重要になる。 

外部評価の結果 ＲＣ造系建築物の耐震補強用接合工法として、建物外側から短い埋め込み深さでせん断

力と引張力に抵抗する工法の技術開発に成功したことは評価できる。実例に基づく事象を

蓄積し、既存躯体の条件が好ましくない場合の対応方法等の課題を整理し、提案工法の長

所ならびに短所を明らかにして適用性を明確にすることが実用化・市場化を図る上で必要

である。施工事例を積み重ねて現実的な課題に対処するとともに、適用範囲の拡大など、

より有用性の高い技術として完成されることを期待する。加えて、中立性や技術評価力の

高い第三者機関の技術評価を受ける等、本技術開発の対外的な評価を高めていくことが、

市場化を図るにあたり必要である。 

 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 27年 3月、住宅･建築物技術高度化事業審査委員会） 

委員長 久保 哲夫 東京大学名誉教授 

副委員長 桝田 佳寛 宇都宮大学名誉教授 

委員 伊香賀 俊治 慶応義塾大学理工学部システムデザイン工学科 教授 

委員 河合 直人 工学院大学建築学部建築学科 教授 

委員 坂本 雄三 独立行政法人建築研究所 理事長 

委員 本橋 健司 芝浦工業大学工学部建築工学科 教授 

委員 井上 勝徳 国土技術政策総合研究所 副所長 

専門委員 足永 靖信 国土技術政策総合研究所 建築研究部 環境・設備基準研究室長 

専門委員 奥田 泰雄 国土技術政策総合研究所 建築研究部 建築災害対策研究官 

専門委員 鹿毛 忠継 国土技術政策総合研究所 建築研究部 建築品質研究官 

 

※詳細は国土交通省ＨＰ 住宅・建築関連先導技術開発事業を参照 

http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk4_000067.html 
 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった 

Ⓑ 概ね目標を達成できた 

Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了後の事後評価）【Ｎｏ２８】 

研究開発課題名 

 

既存建物に対する梁部材のせん断破壊遅

延型補強工法の技術開発 

担当課 

（担当課長名） 

住宅局住宅生産課 

（課長：林田 康孝） 

研究開発の概要 本技術は、既存梁部材に対して、室内に立ち入らない片側側面のみの部分的な補強を施

すことにより、既存梁のせん断破壊性状を改善し、補強設計で設定する梁の部材変形量（設

計クライテリア）までせん断破壊を発生させず、耐力を維持、あるいは低下させないこと

を目的とした補強工法である。これにより、せん断破壊型と評価された梁部材に対しても

外側新設フレーム、外側直接補強による補強の適用が可能となる。 

【研究期間：平成 23年度～24年度   研究費総額：約 23百万円】 

研究開発の目的 既存集合住宅の耐震補強において、室内に立ち入らない外側からの部分的な補強を施す

ことにより、梁部材のせん断破壊を遅延させ、設計クライテリア内での早期せん断破壊を

防止する工法を開発する。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

 梁を片側側面のみから補強することによりせん断破壊を遅延させる技術の開発は、今後

の本分野の普及に貢献するものであり、先導性が認められる。 

【効率性】 

大学と民間企業が連携して適正な役割分担で技術開発が行われている。 

【有効性】 

 貫通孔がある場合について追加検討中であり、適用性の拡大についての課題が残るもの

の、設計施工指針を取りまとめ、第三者機関での技術評価も取得しており、当初の目標は

達成していることが認められる。 

外部評価の結果 重要課題であるせん断破壊部材に対する改修法として、壁外側に露出している梁のみを

補強する提案を行い、技術開発の当初の目標が達成されたことを評価する。比較的簡便な

工法によって梁部材のせん断破壊の遅延を図る技術開発である。今後の適用にあたっては、

従前の梁型を囲む補強法に対する優位性とともに、劣位性について開発技術成果を評価し、

併せて短スパンの梁部材に適用できるか、どの様な配筋のせん断破壊先行型梁部材に適用

できるか等の適用範囲を明確にすることが必要である。有開孔梁への適用拡大を進めると

ともに、屋外からの施工が可能であるという利点を活かして、実案件への提案を行い、技

術の普及を期待する。 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 27年 3月、住宅･建築物技術高度化事業審査委員会） 

委員長 久保 哲夫 東京大学名誉教授 

副委員長 桝田 佳寛 宇都宮大学名誉教授 

委員 伊香賀 俊治 慶応義塾大学理工学部システムデザイン工学科 教授 

委員 河合 直人 工学院大学建築学部建築学科 教授 

委員 坂本 雄三 独立行政法人建築研究所 理事長 

委員 本橋 健司 芝浦工業大学工学部建築工学科 教授 

委員 井上 勝徳 国土技術政策総合研究所 副所長 

専門委員 足永 靖信 国土技術政策総合研究所 建築研究部 環境・設備基準研究室長 

専門委員 奥田 泰雄 国土技術政策総合研究所 建築研究部 建築災害対策研究官 

専門委員 鹿毛 忠継 国土技術政策総合研究所 建築研究部 建築品質研究官 

※詳細は国土交通省ＨＰ 住宅・建築関連先導技術開発事業を参照 

http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk4_000067.html 
 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった 

Ⓑ 概ね目標を達成できた 

Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了後の事後評価）【Ｎｏ２９】 

研究開発課題名 

 

大規模地震時の耐火木造建築物の安全性

向上と実用化開発 

担当課 

（担当課長名） 

住宅局住宅生産課 

（課長：林田 康孝） 

研究開発の概要 カラマツ集成材と燃え代層（集成材）の間に、燃え止まり層としてモルタルを挿入した

木造耐火部材を開発し、また、木造耐力壁、防火区画壁の取り合い部、柱部材の柱脚、部材

制作方法の合理化等の技術開発を行い、木造耐火建築技術をトータルに開発した。 

【研究期間：平成 23年度～24年度   研究費総額：約 59百万円】 

研究開発の目的 これまで法規制等で実現が困難であった大規模木造建築物の実現を目的とし、その普及・

一般化によりサスティナブルな木材資源循環社会の実現に寄与するものである。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

木造耐火部材を用いた接合方法など、耐火性能、構造性能を満たす木造耐火建築物のた

めのトータルな技術開発は、今後の普及に貢献するものであり、先導性が認められる。 

【効率性】 

適切な構成員の配置により、高い効率をもって当初設定の目標を達成している。 

【有効性】 

市場投入には導入コストの低減が必要であるが、実施例の更なる増加が期待される。 

技術的に完成され、目標は十分達成されたと考えられる。 

外部評価の結果 木質材料現しの純木造の耐火構造部材について周辺技術を含めた開発を行い、ＣＬＴや

ＬＶＬと比較し、耐火性能を有している点が評価できる。ただし、木質材料現しによる純

木造の防耐火性能が必要要件を満たすことを更に確認を取り、耐火安全性が確保されるこ

とを継続的に検証し、安全が確保されることについて広く社会の認知を得ることが必要で

ある。 今後の課題として地域産材の活用が考えられ、耐火集成材の樹種としてカラマツ

のみでなくスギやヒノキを加えることにより、適用の拡大を期待する。 

 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 27年 3月、住宅･建築物技術高度化事業審査委員会） 

委員長 久保 哲夫 東京大学名誉教授 

副委員長 桝田 佳寛 宇都宮大学名誉教授 

委員 伊香賀 俊治 慶応義塾大学理工学部システムデザイン工学科 教授 

委員 河合 直人 工学院大学建築学部建築学科 教授 

委員 坂本 雄三 独立行政法人建築研究所 理事長 

委員 本橋 健司 芝浦工業大学工学部建築工学科 教授 

委員 井上 勝徳 国土技術政策総合研究所 副所長 

専門委員 足永 靖信 国土技術政策総合研究所 建築研究部 環境・設備基準研究室長 

専門委員 奥田 泰雄 国土技術政策総合研究所 建築研究部 建築災害対策研究官 

専門委員 鹿毛 忠継 国土技術政策総合研究所 建築研究部 建築品質研究官 

 

※詳細は国土交通省ＨＰ 住宅・建築関連先導技術開発事業を参照 

http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk4_000067.html 
 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった 

Ⓑ 概ね目標を達成できた 

Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了後の事後評価）【Ｎｏ３０】 

研究開発課題名 

 

開き戸の開放軽減に関する技術開発 担当課 

（担当課長名） 

住宅局住宅生産課 

（課長：林田 康孝） 

研究開発の概要 排煙機稼働時に加圧された付室や、火災時に防排煙設備が作動した特別避難階段の付室

および非常用エレベーター付室における扉の開放が困難となることについて、「開き戸の開

放軽減機構を有する扉」を技術開発して課題の解決を図った。 

【研究期間：平成 22年度～24年度   研究費総額：約 18百万円】 

研究開発の目的 特別避難階段の付室及び非常用エレベーター付室における加圧防排煙設備の作動が与え

る、空気圧力の影響による扉の開閉困難を解決する。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

開放軽減機構付き扉の開発は非常に有用であり、高い先導性が認められる。 

【効率性】 

ドアメーカー・金物メーカー、防排煙専門家・ビル管理者による適切な構成員の配置に

より、高い効率をもって当初設定の目標を達成している。 

【有効性】 

市場投入には導入コストの低減が必要であるが、技術的には完成されている。 

本技術の更なる普及が期待される。 

外部評価の結果 重要課題である避難時の開閉障害の改善技術を開発し、かつ新築物件への実装が３物件、

約１００ヶ所にのぼり、販売も行われ、実用化が着実に進められている点は高く評価でき

る。製品コストを低減し、平常時の機能を一層確保する更なる技術開発を進めることを期

待する。 

また、ドアの寸法、配置周辺の建築計画及び開閉の利用状況等のドア設置の幅広いバリ

エーションに対応できる開発技術のより広汎な適用性を有するシステムの開発を継続し、

更なる技術の普及に期待する。 

 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 27年 3月、住宅･建築物技術高度化事業審査委員会） 

委員長 久保 哲夫 東京大学名誉教授 

副委員長 桝田 佳寛 宇都宮大学名誉教授 

委員 伊香賀 俊治 慶応義塾大学理工学部システムデザイン工学科 教授 

委員 河合 直人 工学院大学建築学部建築学科 教授 

委員 坂本 雄三 独立行政法人建築研究所 理事長 

委員 本橋 健司 芝浦工業大学工学部建築工学科 教授 

委員 井上 勝徳 国土技術政策総合研究所 副所長 

専門委員 足永 靖信 国土技術政策総合研究所 建築研究部 環境・設備基準研究室長 

専門委員 奥田 泰雄 国土技術政策総合研究所 建築研究部 建築災害対策研究官 

専門委員 鹿毛 忠継 国土技術政策総合研究所 建築研究部 建築品質研究官 

 

※詳細は国土交通省ＨＰ 住宅・建築関連先導技術開発事業を参照 

http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk4_000067.html 
 

総合評価 Ⓐ 十分に目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった 

Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了後の事後評価）【Ｎｏ３１】 

研究開発課題名 

 

靭性確保型低層鉄骨造の大規模地震時の

損傷抑制用 DIY 制震補強に関する技術開

発 

担当課 

（担当課長名） 

住宅局住宅生産課 

（課長：林田 康孝） 

研究開発の概要 建物所有者に直接訴求できる低層鉄骨造用 DIY 制振補強工法の技術開発を行うともに、

設計マニュアル・施工マニュアルを整備した。 

【研究期間：平成 23年度～24年度   研究費総額：約 12百万円】 

研究開発の目的 低層鉄骨造建築物は数が多く、専門家による対応のみでは、補強実施までにかかる手間

や経済的な問題と相まって耐震補強が進まないのが現状であるため、DIY手法（構造の素人

が設計・施工を行う手法）も含めた低コストで実現可能な工法を開発する。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

低層鉄骨造に限定し、専門家でなくても実施できる耐震改修工法を開発している点に先

導性が認められる。 

【効率性】 

大学と民間企業が連携して適正な役割分担で技術開発が行われている。 

【有効性】 

実用化に向けては、ダンパーの作成、接着剤の改良など施工信頼性の確保方策の提案・

課題解決に一層の加速が求められる｡ 

外部評価の結果 低層鉄骨造の構造躯体に対して、簡易に後付けでダンパーを設置する工法であり、要素

技術の開発としては成功している。ユーザーに委ねられる施工（接着等）や接着剤そのも

のに課題が残されていることから、 DIY で設置を行うことに必要な、設置に係わるマニュ

アル（どこに、どの様な装置を、どの様に設置するかを記したもの）、工事に係わるマニュ

アル、維持管理に係わるマニュアル等の資料整備が、本開発成果を市場化するにあたり不

可欠である。小規模建築物であったとしても、建築基準法令により構造安全性の確認を行

う建築物に対し、動的性能によって構造安全性が確認される本課題の提案は、法令基準を

満たす手順において未解決事項が多々残されており、実用化・市場化において解決すべき

事項が残されている。課題提案サイドとして設置者が予想する補強効果が得られなかった

場合等の責任・リスク負担の整理など必要な体制整備の提案ならびに要求されると判断さ

れる技術資料の一層の充実が求められる。 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 27年 3月、住宅･建築物技術高度化事業審査委員会） 

委員長 久保 哲夫 東京大学名誉教授 

副委員長 桝田 佳寛 宇都宮大学名誉教授 

委員 伊香賀 俊治 慶応義塾大学理工学部システムデザイン工学科 教授 

委員 河合 直人 工学院大学建築学部建築学科 教授 

委員 坂本 雄三 独立行政法人建築研究所 理事長 

委員 本橋 健司 芝浦工業大学工学部建築工学科 教授 

委員 井上 勝徳 国土技術政策総合研究所 副所長 

専門委員 足永 靖信 国土技術政策総合研究所 建築研究部 環境・設備基準研究室長 

専門委員 奥田 泰雄 国土技術政策総合研究所 建築研究部 建築災害対策研究官 

専門委員 鹿毛 忠継 国土技術政策総合研究所 建築研究部 建築品質研究官 

※詳細は国土交通省ＨＰ 住宅・建築関連先導技術開発事業を参照 

http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk4_000067.html 
 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった 

Ⓑ 概ね目標を達成できた 

Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了後の事後評価）【Ｎｏ３２】 

研究開発課題名 

 

木質系住宅における狭小間口耐震補強壁

の技術開発 

担当課 

（担当課長名） 

住宅局住宅生産課 

（課長：林田 康孝） 

研究開発の概要 細幅耐力壁構面に覆圧性低降伏点鋼製の特殊形状の曲げダンパーを装着して履圧面積を

大きく取ることによって、総合的に耐震性能の向上を試みると共に、これを狭小間口の細

幅耐震補強壁としてスパン 3,640 ㎜のラーメン型開口耐震補強壁を形成することにより、

1/10rad（水平最大荷重 30KN、水平変位 375㎜）まで耐力低下することなく強度を維持し、

開口側の崩壊抑制に期待し得る結果を得た。 

 【研究期間：平成 22年度～24年度   研究費総額：約 44百万円】 

研究開発の目的 先に開発した低降伏点鋼板製の制震デバイスを用いた耐震補強壁構面を細幅化するとと

もに、その優れた耐力性能と靱性性能を活かした木質系住宅の狭小間口耐震構法を開発す

ることが目的である。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

 狭小間口の木質系住宅に対する耐震対策として制振装置を組み込んだ壁による補強技術

の開発を行っており、先導性が認められる。 

【効率性】 

大学と民間企業が連携して適正な役割分担で技術開発が進められている。 

【有効性】 

技術的にはほぼ完成されており、目標をほぼ達成したが、若干の改良の途上にある。 

新築用の大臣認定の取得、及び既存建築物用の技術評価の取得により、実用化を進める

ことが望まれる。 

外部評価の結果 補強の行いにくい狭小間口の耐震補強壁を開発したことを評価する。制震（制振）機構

を含む開発技術に関しては、中立性及び関連する分野に係わる高い技術評価力を有する第

三者機関による技術評価を取得することが、今後の健全な市場化を図る上で必要である。 

制震補強壁に関しては、壁体の構造安全性及び制震壁が取り付く既存構造体の構造安全性

の両面において建築基準法令上の取り扱いが明確化されることが、今後の市場化への展開

において必要である。 

また新築用の大臣認定の取得、及び既存建築物用の技術評価の取得により、実用化を進

めることが期待される。 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 27年 3月、住宅･建築物技術高度化事業審査委員会） 

委員長 久保 哲夫 東京大学名誉教授 

副委員長 桝田 佳寛 宇都宮大学名誉教授 

委員 伊香賀 俊治 慶応義塾大学理工学部システムデザイン工学科 教授 

委員 河合 直人 工学院大学建築学部建築学科 教授 

委員 坂本 雄三 独立行政法人建築研究所 理事長 

委員 本橋 健司 芝浦工業大学工学部建築工学科 教授 

委員 井上 勝徳 国土技術政策総合研究所 副所長 

専門委員 足永 靖信 国土技術政策総合研究所 建築研究部 環境・設備基準研究室長 

専門委員 奥田 泰雄 国土技術政策総合研究所 建築研究部 建築災害対策研究官 

専門委員 鹿毛 忠継 国土技術政策総合研究所 建築研究部 建築品質研究官 

 

※詳細は国土交通省ＨＰ 住宅・建築関連先導技術開発事業を参照 

http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk4_000067.html 
 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった 

Ⓑ 概ね目標を達成できた 

Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了後の事後評価）【Ｎｏ３３】 

研究開発課題名 

 

戸建住宅下に設置する地震計の開発及び

評価・運用方法に関する研究 

担当課 

（担当課長名） 

住宅局住宅生産課 

（課長：林田 康孝） 

研究開発の概要 防災ネットワークシステムの開発の一部として、戸建住宅用の被災度判定機能の付いた

住宅用地震計の開発、及び地震記録の評価・運用方法に関する技術開発を行った。 

【研究期間：平成 22年度～24年度   研究費総額：約 67百万円】 

研究開発の目的 戸建住宅用の被災度判定機能のついた地震計の開発により、巨大地震の際に迅速に被害

状況を把握し、また建物への入力地震波を正確に把握することを目的とする。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

住宅各戸において加速度センサーを設け、入力地震動を測定して被害評価を行うこと、

更に各住戸のデータで防災ネットワークの一つを構築していくことは、従来無かった試み

であり、先導性が認められる。 

【効率性】 

 適正な役割分担で加速度センサーによる被災度判定システムの開発が行われているほ

か、ネットワーク化を担当する会社も加えて技術開発が行われている。 

【有効性】 

 ネットワーク化に伴う開発やサービスの構築を進め、来年には運用が始められる見込み

であることから、基本的な技術開発は完成されている。 

外部評価の結果  住宅への加速度センサーの設置とそのネットワーク化の構築は、地震防災の向上以外に

も多様な活用の可能性の道筋をつけたことは成功点である。被害状況の把握という本来の

目的からは、上部構造への加速度計の設置も望まれる。 

 機器設置のメリットを欠けば広汎な市場化はのぞまれないため、機器を設置するユーザ

ーに何がサービスとして提供されるかを明らかにすることが広汎な市場化を進めるために

は必要である。住宅のヘルスモニタリングとしての活用が図られるとともに、気象庁ほか

の地震観測ネットワークとの連携など、ネットワーク化によって、新たな研究開発の方向

性が見出された。 

 ネットワークの適切な維持管理計画を立て、継続的な運用を望む。 

 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 27年 3月、住宅･建築物技術高度化事業審査委員会） 

委員長 久保 哲夫 東京大学名誉教授 

副委員長 桝田 佳寛 宇都宮大学名誉教授 

委員 伊香賀 俊治 慶応義塾大学理工学部システムデザイン工学科 教授 

委員 河合 直人 工学院大学建築学部建築学科 教授 

委員 坂本 雄三 独立行政法人建築研究所 理事長 

委員 本橋 健司 芝浦工業大学工学部建築工学科 教授 

委員 井上 勝徳 国土技術政策総合研究所 副所長 

専門委員 足永 靖信 国土技術政策総合研究所 建築研究部 環境・設備基準研究室長 

専門委員 奥田 泰雄 国土技術政策総合研究所 建築研究部 建築災害対策研究官 

専門委員 鹿毛 忠継 国土技術政策総合研究所 建築研究部 建築品質研究官 

 

※詳細は国土交通省ＨＰ 住宅・建築関連先導技術開発事業を参照 

http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk4_000067.html 
 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった 

Ⓑ 概ね目標を達成できた 

Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了後の事後評価）【Ｎｏ３４】 

研究開発課題名 

 

建築基礎のための地盤改良体の品質調査

における比抵抗技術の確立の技術開発 

担当課 

（担当課長名） 

住宅局住宅生産課 

（課長：林田 康孝） 

研究開発の概要 深層混合処理工法による柱状改良体の電気比抵抗ρを計測する事により、改良体の均質

性及び強度を予測する品質管理手法を確立する技術開発である。 

本技術の特異性は、改良体の施工直後の状態で均質性の評価ができ、かつ硬化後の改良

体のρと材齢３日における圧縮強度（以後、qu3と呼ぶ）をもとに、早期に材齢 28 日の圧

縮強度（以後、qu28と呼ぶ）を予測し確認することができることである。 

【研究期間：平成 22年度～24年度   研究費総額：約 20百万円】 

研究開発の目的 現在の地盤改良体の品質管理は材齢 28 日のコア強度による事後確認試験である。本技術

は未固化及び固化直後の柱状改良体の電気比抵抗を計測することによって改良体の均質性

や強度を推定する。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

電気比抵抗測定を利用し、判断が難しい地盤改良土の品質評価や強度の推定を施工中に

おいて評価しようとする点において高い先導性が認められる。 

【効率性】 

 大学（地盤工学の専門家）、実務者、計測技術者など本技術を確立するために必要と考え

られる人材が連携して研究実施し適正な役割分担で技術開発が行われている。 

【有効性】 

 技術開発は概ね終了し、実用化が図られている。普及に向けては、施工性の向上と精度

の向上という課題が残るため、各地の地盤において従来法と比較するためのデータ取得に

努め、バラツキの適正な評価方法を提示して、安全性確保の為の精度の向上を図ることが

求められる。 

外部評価の結果  建築構造の分野に、他の工学分野である電磁気分野の技術を積極的に導入して建築学分

野の技術として取り組んだ積極性を評価する。本課題における例は、抵抗測定という既に

取り入れている技術と思われるが、今後の建築構造の展開にあたって参考となる。また、

小規模建物への利活用を図るためには、測定に要する時間短縮等の測定法の改善への係わ

りを継続することが求められる。施工性の向上と精度の向上を図り、戸建て住宅用も含め

て技術の普及を期待する。 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 27年 3月、住宅･建築物技術高度化事業審査委員会） 

委員長 久保 哲夫 東京大学名誉教授 

副委員長 桝田 佳寛 宇都宮大学名誉教授 

委員 伊香賀 俊治 慶応義塾大学理工学部システムデザイン工学科 教授 

委員 河合 直人 工学院大学建築学部建築学科 教授 

委員 坂本 雄三 独立行政法人建築研究所 理事長 

委員 本橋 健司 芝浦工業大学工学部建築工学科 教授 

委員 井上 勝徳 国土技術政策総合研究所 副所長 

専門委員 足永 靖信 国土技術政策総合研究所 建築研究部 環境・設備基準研究室長 

専門委員 奥田 泰雄 国土技術政策総合研究所 建築研究部 建築災害対策研究官 

専門委員 鹿毛 忠継 国土技術政策総合研究所 建築研究部 建築品質研究官 

※詳細は国土交通省ＨＰ 住宅・建築関連先導技術開発事業を参照 

http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk4_000067.html 
 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった 

Ⓑ 概ね目標を達成できた 

Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了後の事後評価）【Ｎｏ３５】 

研究開発課題名 

 

樹脂含浸繊維シートを用いた住宅の基礎

及び柱脚補強工法の開発 

担当課 

（担当課長名） 

住宅局住宅生産課 

（課長：林田 康孝） 

研究開発の概要 現場で簡単に行える、樹脂含浸シートを用いた基礎及び接合部補強方法を開発した。材

料は、含浸繊維シートはガラス繊維に、接着剤については、1成分型ウレタン樹脂系接着剤

とした。基礎補強については、無筋コンクリートを樹脂含浸シートで補強することにより

鉄筋コンクリート同等の耐力となる仕様とし、柱脚補強については，T字（中柱）部はホー

ルダウン金物 1t用以上の耐力とした。 

【研究期間：平成 22年度～24年度   研究費総額：約 27百万円】 

研究開発の目的 基礎補強や接合部補強工法として、繊維シートに樹脂を含浸させたものを現場において、

離型紙等を剥がして張るだけで、基礎補強、接合部補強ができるローコスト、短工期、さ

らに品質が安定する耐震補強工法の開発を目指すものである。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

 樹脂含浸繊維シートによる基礎及び接合部の補強工法は、これまでにない技術であり、

先導的な技術開発である。 

【効率性】 

大学と民間企業が連携し、適切な構成員の配置により、高い効率をもって当初設定の目

標を達成している。 

【有効性】 

市場投入に必要な基礎データが得られており、概ね技術的には完成されている。開発技

術の意義が非常に高いため､実用化のための施工マニュアルの作成については一層の加速

が求められる｡ 

外部評価の結果 ローコストで現場作業の削減に資する樹脂含浸繊維シートによる基礎及び接合部の補強

工法の要素技術の体系を整備したことは評価できる。有機材料としての接着剤の耐久性（経

年による変色等を含む）の確認や、実際の施工の際の基礎の換気口の扱いや障害物による

片面補強の適否、基礎補強の範囲特定など、実用化に向けての課題がいくつか残されてい

るため、これらの課題解決ならびに、そこで得られた知見をとりまとめた実効性のあるマ

ニュアル作成が求められる。今後は、実例を積み重ねながら、補強条件とその効果を体系

的に整理したマニュアル等を整備しながら技術の実用化・普及に繋げてもらいたい。 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 27年 3月、住宅･建築物技術高度化事業審査委員会） 

委員長 久保 哲夫 東京大学名誉教授 

副委員長 桝田 佳寛 宇都宮大学名誉教授 

委員 伊香賀 俊治 慶応義塾大学理工学部システムデザイン工学科 教授 

委員 河合 直人 工学院大学建築学部建築学科 教授 

委員 坂本 雄三 独立行政法人建築研究所 理事長 

委員 本橋 健司 芝浦工業大学工学部建築工学科 教授 

委員 井上 勝徳 国土技術政策総合研究所 副所長 

専門委員 足永 靖信 国土技術政策総合研究所 建築研究部 環境・設備基準研究室長 

専門委員 奥田 泰雄 国土技術政策総合研究所 建築研究部 建築災害対策研究官 

専門委員 鹿毛 忠継 国土技術政策総合研究所 建築研究部 建築品質研究官 

※詳細は国土交通省ＨＰ 住宅・建築関連先導技術開発事業を参照 

http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk4_000067.html 
 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった 

Ⓑ 概ね目標を達成できた 

Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了後の事後評価）【Ｎｏ３６】 

研究開発課題名 

 

高性能・高耐久袖壁付き鉄筋コンクリート

柱部材の研究開発 

担当課 

（担当課長名） 

住宅局住宅生産課 

（課長：林田 康孝） 

研究開発の概要 袖壁付き柱の構造性能を大きく改善し、地震時の損傷を軽減でき、靭性能に優れ、さら

に建物の長寿命化に向けて優れた耐久性能を有する高性能・高耐久な袖壁付き鉄筋コンク

リート柱部材を開発、その設計法を示した。 

【研究期間：平成 22年度～24年度   研究費総額：約 20百万円】 

研究開発の目的 近年，建物の耐震安全性の向上、高寿命化、地震後の修復性などが叫ばれている。本研

究では、高靱性，高修復性，高耐久性を有する袖壁付き RC 柱を開発し、上記要求に答える

のと同時に、鉄筋コンクリートの建物の高度化に大きく貢献するものである。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

袖壁付柱の高靱性化と設計法の開発は今後の普及に貢献するものであり、高い先導性が

認められる。 

【効率性】 

大学と民間企業が連携して適正な役割分担で技術開発が進められている。 

【有効性】 

断面形状が限定されているが、技術的には完成され、目標はほぼ達成されている。 

新築への適用のための大臣認定および耐震補強技術としての技術評価の取得により、本

技術の普及を図ることが望まれる。 

外部評価の結果  重要課題である袖壁付ＲＣ柱構造性能の改善を行った点に意義が認められる。新設の建

築物への適用にあたっては、柱両側に設けられる袖壁長さの組み合わせ等に関してある程

度適用範囲に制限を設けることは出来ようが、既設の建築物への適用にあっては、適用性

を広げる必要がある。 

 今後の本技術の市場化を図るにあっては、限定された適用性と広汎を指向する一般性の

トレードオフの条件設定を明確化することが望まれる。学会誌への投稿等を通じ技術開発

の考え方について第三者の評価を得ることや、新築への適用のための大臣認定および耐震

補強技術としての第三者機関による技術評価の取得により、本技術の普及を図ることが望

まれる。 

 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 27年 3月、住宅･建築物技術高度化事業審査委員会） 

委員長 久保 哲夫 東京大学名誉教授 

副委員長 桝田 佳寛 宇都宮大学名誉教授 

委員 伊香賀 俊治 慶応義塾大学理工学部システムデザイン工学科 教授 

委員 河合 直人 工学院大学建築学部建築学科 教授 

委員 坂本 雄三 独立行政法人建築研究所 理事長 

委員 本橋 健司 芝浦工業大学工学部建築工学科 教授 

委員 井上 勝徳 国土技術政策総合研究所 副所長 

専門委員 足永 靖信 国土技術政策総合研究所 建築研究部 環境・設備基準研究室長 

専門委員 奥田 泰雄 国土技術政策総合研究所 建築研究部 建築災害対策研究官 

専門委員 鹿毛 忠継 国土技術政策総合研究所 建築研究部 建築品質研究官 

 

※詳細は国土交通省ＨＰ 住宅・建築関連先導技術開発事業を参照 

http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk4_000067.html 
 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった 

Ⓑ 概ね目標を達成できた 

Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了後の事後評価）【Ｎｏ３７】 

研究開発課題名 

 

電車線柱および駅舎天井等の耐震性評価

と対策 

担当課 

（担当課長名） 

鉄道局技術企画課技術開発室

（室長：岸谷 克己） 

研究開発の概要 本研究では、土木構造物、電車線柱および駅舎天井等の接合方法や連成挙動を考慮した

電車線柱および駅舎天井等の耐震性評価手法と耐震性向上手法について開発した。 

【技術開発期間：平成２４年度～２５年度 技術開発費総額:１０８百万円】 

研究開発の目的 本技術開発では、大地震時に損傷の危険性がある電車線柱および駅舎天井等について、

接合方法や連成挙動を考慮した地震時入力を用いることで、その耐震性を評価することを

目的とした。また、電車線柱および駅舎天井等の耐震性向上のための対策手法の開発を目

的とした。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

東北地方太平洋沖地震では、電車線柱および駅舎天井等において損傷が見られた。この

ような電車線柱および駅舎天井等の損傷は、列車や旅客との衝突など重篤な事故となる可

能性がある。 

また、電車線柱および駅舎天井等は、主構造に対して連成した挙動を示すことから、電

車線柱および駅舎天井等の耐震性評価においては、主構造との接合方法や連成挙動を考慮

した地震時入力を用いることが耐震性評価に必要となる。しかしながら、実際には個別に

設計・施工されることが多く、電車線柱および駅舎天井等までをモデル化した主構造との

一体解析によって、電車線柱および駅舎天井等の耐震性を評価することはまれであり、そ

れらを一体として評価・対策する手法の開発が必要であった。 

【効率性】 

高架橋と付帯構造物の相互作用に関して、鉄道総研で実施した既往研究で得られた成果

とノウハウを活用するだけでなく、鉄道総研で所有している大型振動試験装置を用いるこ

とで効率的な開発を進めることができた。 

【有効性】 

電車線柱では、地震被害を軽減する対策工法を複数提案し、また地震後の特徴的な被害

状況によって残存耐力を把握する検査手法を確立した。駅舎天井等では、高架上家に設置

された天井の応答性状を把握するとともに、応答加速度の低減手法を提案した。これらの

成果により、鉄道の安全性向上に大きく貢献できると考えられる。 

外部評価の結果 ・ 具体的対策法がまとめられ、知財の取得、論文等の形での成果公開も適切になされてい

る。 

・ 電車線柱の耐震化に関しては、電柱基礎と電柱間に粘弾性体のゴム材を充填することが

有効と判明したので、早急に充填材や施工方法を検討して実用化すべきである。 

・対策として挙げられたダンピングについては、方法等の検討は未着手である。駅舎等で

は懸架物を使用しない、または、使用する場合はハンガーの改良によりダンピングを持た

せる抜本的対策が必要である。 

・ 今後は実用化に向けた低コスト技術移転の促進に期待したい。 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成２７年２月２０日、平成２６年度鉄道技術開発課題評価委

員会） 

委員長  吉本 堅一 東京大学 名誉教授  

委 員  岩倉 成志 芝浦工業大学 教授     河村 篤男 横浜国立大学 教授  

古関 隆章 東京大学大学院 教授    須田 義大 東京大学 教授  

中村 芳樹 東京工業大学大学院 准教授 
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総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた 

○Ｂ  概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった 

Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了後の事後評価）【Ｎｏ３８】 

研究開発課題名 

 

乗降位置可変型ホーム柵の開発 

 

担当課 

（担当課長名） 

鉄道局技術企画課技術開発室

（室長：岸谷 克己） 

研究開発の概要 車両ドア位置及び開閉状態を検出可能な検出装置と列車の停止位置や乗降扉の位置にあ

わせて移動し開閉を行うことが可能な可動式戸袋を組み合わせた乗降位置可変型ホーム柵

の開発を行った。 

【研究期間：平成２３年度～２５年度   研究費総額：２１２百万円】 

研究開発の目的 ホーム柵は、より安全・安心な鉄道の実現にきわめて有効な設備であり、その普及促進を

可能とするため、戸袋が固定されて開口位置が変えられない既存のホーム柵等では対応で

きない路線への解決策を提供することを目的とする。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

多種多様な車両が混在する路線では車両によって乗降位置が変わるため、既存のホーム

柵等では対応ができない。これら路線へホーム柵を導入するには、事業者の負担となる車

両の統一化や車両が駅で定位置停止するための「地上設備」と「車上設備」等の設置を必

要としないホーム柵の開発が必要となる。 

【効率性】 

 これまでに実証されている要素技術を取り入れながら要素試作機にて基本的な構成要素

の動作検証を行い、その結果を実証試作機に反映することで、効率的な試作開発を行っ

た。 

また、要素試作機段階で広く一般公開し、有識者や身障者等様々な立場の方の意見を反

映し、実証試作機の検討段階では、鉄道事業者の協力を受けながら実運用に即した取り扱

いを仕様に盛り込むことで、実用的なシステムを効率よく開発することができた。 

【有効性】 

 多種多様な車両が混在する路線に導入可能な乗降位置可変型ホーム柵を開発し、当初の

開発目標値を達成した。またフィールド試験にて運用も含めた実証を行った。 

高齢者や身障者も含めたあらゆる乗降客に対し、より安全・安心な鉄道の実現を求める

社会的ニーズが高まっている。本研究開発により、これまで導入が困難とされてきた路線

へホーム柵を導入することが可能となり、ホーム柵導入を検討している鉄道事業者に対し

幅広い選択肢を提供することで、ホーム柵の普及促進に貢献できる。 

外部評価の結果 ・ ダイヤの変更にも柔軟に対応できるという点及びフィールド試験で生じた問題や要求

をフィードバックした形で開発がなされたという点からすぐれた研究開発の成果になっ

ている。 

・ 故障をして固定になった場合でも状態が部分的に確保できるかという視点は今後の実

装時の設計の中で意識されると良い。 

・ 耐久性や許容できる故障率等の定量的な検討をしてほしい。 

・ 実用化の問題点をクリアしており、十分成果が上がっている。実用化に向けたコストダ

ウンに期待したい。 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成２７年２月２０日、平成２６年度鉄道技術開発課題評価委

員会） 

委員長  吉本 堅一 東京大学 名誉教授  

委 員  岩倉 成志 芝浦工業大学 教授     河村 篤男 横浜国立大学 教授  

古関 隆章 東京大学大学院 教授    須田 義大 東京大学 教授  

中村 芳樹 東京工業大学大学院 准教授 
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総合評価 ○Ａ  十分に目標を達成できた 

Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった 

Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了後の事後評価）【Ｎｏ３９】 

研究開発課題名 

 

交流電化設備を活用した 

蓄電池電車の開発 

担当課 

（担当課長名） 

鉄道局技術企画課技術開発室

（室長：岸谷 克己） 

研究開発の概要 交流２０,０００Ｖの電化設備を活用し、近郊型交流電車を改造して大容量かつ高電圧

の蓄電池を車両に搭載することで、非電化区間を走行可能な電車を開発する。 

【研究期間：平成２４～２５年度   研究費総額：１２６百万円】 

研究開発の目的 非電化区間にて使用している老朽化した気動車を置き換える際に、既存の交流電化設備

を活用した蓄電池電車を導入することで、エネルギー使用量の２割削減や維持コストの 5

割低減を図るとともに、非電化区間の輸送改善を図る。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

 地方ローカル線の多くはディーゼルエンジンを搭載した気動車が使用されている。気動

車は電車と比較すると、エネルギー使用量や環境負荷（二酸化炭素および窒素酸化物の排

出、騒音）が大きく、動力費が高い。また部品点数が多く保守コストもかかる。 

 上記の課題を解決するには電車の導入が望ましいが、経済的な観点から電化工事が困難

な線区もある。直流架線を用いた蓄電池電車の開発事例はあるが、地方に多く存在する交

流電化に対応した蓄電池電車はこれまで開発されておらず、技術開発の必要があった。 

【効率性】 

 既存の近郊型交流電車の改造により試験車両を製作することで開発費用を抑えた。車両

製造業者や鉄道総合技術研究所の協力を得ながら効率的に開発を進めた。蓄電池は産業用

の既製品を利用し、昇圧用の機器を省略するため高電圧化を図った。 

【有効性】 

 蓄電池電車は気動車と比較してエネルギー使用量で 46％、動力費で６６％の低減が図ら

れるという試験結果が得られ、環境負荷についても大幅に低減する。事業者は平成２８年

秋の営業線への導入を計画しており、地方ローカル線の利便性の向上により鉄道利用者が

増加すれば、交通体系全体での二酸化炭素排出量削減に貢献できる。 

外部評価の結果 ・ 交流を活用した新たな開発であり、また、バッテリのコストダウンにより、経済的に十

分成立するシステム開発となっており、また、今後、実用化が予定されており、十分に目

標を達成できたと考えられる。 

・ 本システムは長い電化区間と短い非電化区間の路線には有効であるが、非電化区間の長

い路線には応用が難しいので、今後、広範囲な応用も考慮した改善を望む。 

・ ＪＲ運行区間全体としての位置づけを今後検討した方が良い。 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成２７年２月２０日、平成２６年度鉄道技術開発課題評価委

員会） 

委員長  吉本 堅一 東京大学 名誉教授  

委 員  岩倉 成志 芝浦工業大学 教授     河村 篤男 横浜国立大学 教授  

古関 隆章 東京大学大学院 教授    須田 義大 東京大学 教授  

中村 芳樹 東京工業大学大学院 准教授 

総合評価 ○Ａ  十分に目標を達成できた 

Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった 

Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了後の事後評価）【Ｎｏ４０】 

研究開発課題名 

 

次世代コンテナ車用台車の基礎技術開発 担当課 

（担当課長名） 

鉄道局技術企画課技術開発室 

（室長：岸谷 克己） 

研究開発の概要 列車を低振動化するための圧縮空気の消費量を抑制した空気ばねの開発、背高海上コンテ

ナをはじめとする大型コンテナ輸送増強のために必要な小径車輪を採用した台車の開発及び

それに付随して必要となる状態監視による安全性向上のための基礎技術開発を行う。 

【研究期間：平成２３～２５年度   研究費総額：８７．４百万円】 

研究開発の目的 貨物のコンテナ車用台車の低振動化及び大型コンテナ輸送増強により、他の交通モードと比

較して鉄道によるコンテナ輸送の優位性を更に高め、モーダルシフトが促進され、CO２発生

量の削減が可能となることを目的とする。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

他の交通モードにおいて、道路輸送ではトラックの空気ばね採用による低振動化が進み、国

際輸送では海上コンテナ輸送が急激な発展をとげ、背高海上コンテナの流通量も増加してい

る。このような物流状勢の中で、鉄道貨物輸送は地球環境問題への対応の観点からも更に促

進すべきであり、低振動化や低床化による更なるコンテナ輸送量の増加が求められている。 

これらに対応するためには、コンテナ車用台車について新型空気バネ台車や車両の小型化、

小径車輪用ブレーキ技術の開発が必要である。 

【効率性】 

小径車輪の開発実績のある事業者の協力のもと、小径車輪に対応したブレーキ装置等その

他要素技術についても開発することで、効率的に技術開発を実施した。 

【有効性】 

空気ばねによる低振動化や低床化による大型コンテナ輸送量増大が期待できる次世代コン

テナ車開発に必要な低床貨車用台車と列車の安全性を向上する状態監視の開発を行った。こ

の要素技術開発は、鉄道コンテナ輸送のサービスレベル向上をもたらし、鉄道貨物の輸送量

を増加させ環境負荷改善に寄与する。 

外部評価の結果 ・ 実証試験により、信頼性の確認が行われており、成果は十分に出ていると考えられる。 

・ 低床化台車は設計のみ完了しているが、試作し実車試験を行い、実用化を進めてもらいた

い。 

・ 最終的には次世代コンテナ用貨車の開発が目標であるが、その実現の筋道がまだ得られて

いないのではないか。 

・ 海外の超低床車両や台車をモデルに、日本向けに工夫すれば、より良い開発になったので

はないか。 

・ 状態監視装置については最新の列車内ランなどを使った近代的なものを考えてはどうか。 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成２７年２月２０日、平成２６年度鉄道技術開発課題評価委員

会） 

委員長  吉本 堅一 東京大学 名誉教授  

委 員  岩倉 成志 芝浦工業大学 教授     河村 篤男 横浜国立大学 教授  

古関 隆章 東京大学大学院 教授    須田 義大 東京大学 教授  

中村 芳樹 東京工業大学大学院 准教授 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた 

○Ｂ  概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった 

Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了後の事後評価）【Ｎｏ４１】 

研究開発課題名 

 

走行時における運転操縦負荷のシミュレ

ータの開発 

担当課 

（担当課長名） 

鉄道局技術企画課技術開発室 

（室長：岸谷 克己） 

研究開発の概要  貨物列車を運転操縦する際の線路状況等の周辺環境と、走行時の運転士の生理状態につ

いて測定等を行い、これらに関する変化を把握し、貨物列車の運転操縦時における負荷の

シミュレーションが可能となるシステムの開発を行う。 

【研究期間：平成２４～２５年度   研究費総額：１００百万円】 

研究開発の目的  従来は概念的に扱われてきた運転中の疲労度や単調さといった負荷に関して、実測等を

行って数量的に把握し、シミュレーションを可能とすることにより、走行中の運転士への

効果的な注意喚起の仕組みの確立や乗務員行路作成時の参考とすることで、安全性の向上

を図る。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

貨物列車の運転操縦は、総重量が１４００トンにも及ぶ編成を高馬力の機関車でコント

ロールして行っており、熟練した技術が要求される。その一方で、深夜を含む長時間のワ

ンマン運転となっており、疲労や慣れによる気の緩みがおきる可能性がある。 

現在、点呼等によって運転士の運転前の心身状況の把握は行われているが、乗務中のス

トレスや疲れがどのように変動するのかについては、概念的なものしかなく、経験則に頼

っている状況であった。従って、数値的に把握し、シミュレーションを可能とするシステ

ムが必要である。 

【効率性】 

 線路条件や設備、貨物列車を操縦する際の機器扱い等については、すでにある運転曲線

作成システムによる計算データを活用した。また、乗務中の疲労や慣れに関する評価につ

いては、利害関係の無い第三者機関を活用し客観性を確保するとともに、適切な評価を行

うべく、運転士経験者をはじめ、実際に乗務をしている運転士に直接調査を行った。 

【有効性】 

概念的に取り扱われている運転操縦の負荷を分析することにより、例えば眠くなりやす

い等の要注意箇所だけでなく、どのような条件でストレスや疲労が蓄積されていくのかと

いった経緯についても捉えることが可能となった。これにより、走行中の運転士に対して

音声等によって、従来の保安装置に加え、事故を未然に防ぐためのサポートを行い、運転

士への注意喚起を効果的に進めていくことが可能になる。あわせて、乗務員行路を作成す

る際に、得られたデータを参考にする事で安全性の向上を図ることが可能となる。 

外部評価の結果 ・ 運転操縦負荷シミュレーションの考え方の１つが整理され、その計算機プログラムがで

きたという点で概ね当初の目標を達成できたと言える。 

・ その日の天候や乗務運転手の心身状態によって注意喚起を変化させなければ、本来の効

果は期待できないと思うので、将来的には天候や運転手の状態をオンラインで計測して対

応できるシステムとするべき。 

・ 自動車や航空機等の他分野の類似の問題意識でなされた先行研究、関連研究の考え方や

成果との比較検証を行うと良いのではないか。 

・ 評価モデルの信頼性の検証や運転負荷の妥当性の検証が必要ではないか。 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成２７年２月２０日、平成２６年度鉄道技術開発課題評価委

員会） 

委員長  吉本 堅一 東京大学 名誉教授  

委 員  岩倉 成志 芝浦工業大学 教授     河村 篤男 横浜国立大学 教授  

古関 隆章 東京大学大学院 教授    須田 義大 東京大学 教授  
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中村 芳樹 東京工業大学大学院 准教授 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた 

○Ｂ  概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった 

Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了後の事後評価）【Ｎｏ４２】 

研究開発課題名 

 

浮体式洋上風力発電施設の安全性に関す

る研究開発 

担当課 

（担当課長名） 

海事局海洋・環境政策課 

（課長：大谷 雅実） 

研究開発の概要 本施策では、台風、地震等我が国固有の状況を踏まえて、浮体式洋上風力発電施設特

有の技術的課題について検討を行い、関係省庁等と連携して安全ガイドラインにまと

め、我が国における浮体式洋上風力発電施設の普及に向けた安全面の環境整備を行うと

ともに、技術的検討の成果を踏まえつつ、我が国の産業の強みを発揮できる国際標準と

なるよう戦略的に対応する。 

【研究期間：平成２３～２５年度   研究費総額：約２１４百万円】 

研究開発の目

的・目標 

平成２５年度までに、浮体式洋上風力発電施設の安全ガイドラインのとりまとめを行うこ

とを目的とする。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

 我が国の豊富な海洋再生可能エネルギーのポテンシャルの活用のためには、安全性の確

保が不可欠であり、日本再興戦略、海洋基本計画等においても重要とされている。 

【効率性】 

実証事業を担う関係省庁、有識者、業界から構成される委員会で研究の方向性の検討と

共に進捗管理を実施し、効率的に浮体式洋上風力発電施設の商業化を推進した。また、２

億円規模の本事業により、他省主導による数百億円規模の実証事業の安全面が担保され、

今後の商業化及び国際展開が期待されることから、コストと比較しても便益の方が大きく

上回る。 

【有効性】 

 研究開発については、平成２６年３月末に安全ガイドラインをとりまとめることで目的

を達成した。これにより、浮体式洋上風力発電施設特有の技術的課題を解決し、今後の商

業化促進が見込まれる。 

外部評価の結果 我が国の基本政策に合致し浮体式洋上風力発電施設に関する技術の世界的な優位性を保

つことに貢献するなど必要性の疑問の余地はない。また、産学官で技術的課題を有機的に

検討することで、他省主導の大型事業の安全面を担保することに貢献しており、効率性の

観点でも非常に高く評価できる。さらに、安全ガイドラインの作成や国際標準化の進展に

結実しており、風力発電以外の海洋再生可能エネルギーへの活用も期待され、有効性も高

いといえる。 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 26 年 3 月 26 日、次世代海洋環境関連技術開発評価委

員会） 

座長 佐藤  徹  東京大学大学院新領域創成科学研究科 教授 

委員 田島 博士  九州大学大学院総合理工学府 准教授 

委員 春海 一佳  (独)海上技術安全研究所 動力システム系 系長 

委員 箕浦 宗彦  大阪大学大学院工学研究科 准教授 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた 

Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった 

Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了後の事後評価）【Ｎｏ４３】 

研究開発課題名 

 

船舶からの環境負荷低減のための総合対

策 

担当課 

（担当課長名） 

海事局船舶産業課 

（課長：大坪 新一郎） 

研究開発の概要 船舶からの排出ガスに含まれる大気汚染物質（NOx 等）を大幅削減する環境に優しい舶

用ディーゼルエンジンの実用化に向けて、排出ガス後処理装置（SCR（Selective Catalytic 

Reduction）触媒）及び燃料噴射系（噴射弁、噴射ポンプ等）の改良等の研究開発を行う。 

【研究期間：平成１９～２５年度   研究費総額：約５５０百万円】 

研究開発の目

的・目標 

船舶からの排出ガスに含まれる大気汚染物質（NOx等）を削減する技術の開発・普及を推

進することにより、大気汚染・地球温暖化防止を図ることを目的とする。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

【必要性】 

船舶からの排出ガスに含まれる NOx の排出については、IMO（国際海事機関）において、

平成 17年より規制（NOx1次規制）が開始され、平成 28 年からは、当該規制を大幅に強化

する NOx3次規制（NOx1次規制比 80%削減）が開始されるところ、規制に対応する技術を早

急に確立する必要がある。 

【効率性】 

この分野において十分に知見を有する（独）海上技術安全研究所及びエンジンメーカー

等と連携し、開発体制を整えるとともに、関係省庁、有識者、業界から構成される委員会

で研究の方向性の検討、進捗管理を実施し、効率的に NOx削減技術の開発を行った。 

【有効性】 

NOx3次規制値の達成目標に対し、要素技術開発、実運航下における実証試験、認証に係

る技術開発を実施し、IMOの NOx3次規制（NOx1 次規制比 80%削減）開始前に対応する技術

を確立した。規制開始時期より 2 年早く対策技術を確立したことにより、NOx 削減装置市

場における国際競争力の強化が期待できる。 

外部評価の結果 環境問題への取り組みとして社会的意義は高く、確立されていない技術を世界に先行し

て研究開発し、確立したことは高く評価できる。さらに、当該技術を踏まえた製品の実用

化の見通しがあり、有効性も高いと言える。 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 26 年 3 月 26 日、次世代海洋環境関連技術開発評価委

員会） 

座長 佐藤  徹  東京大学大学院新領域創成科学研究科 教授 

委員 田島 博士  九州大学大学院総合理工学府 准教授 

委員 春海 一佳  (独)海上技術安全研究所 動力システム系 系長 

委員 箕浦 宗彦  大阪大学大学院工学研究科 准教授 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた 

Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった 

Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了後の事後評価）【Ｎｏ４４】 

研究開発課題名 

 

気候変動下での大規模水災害に対する施

策群の設定・選択を支援する基盤技術の開

発 

担当課 

（担当課長名） 

国土技術政策総合研究所 

気候変動適応研究本部 

（河川研究部水防災ｼｽﾃﾑ 

研究官：深見 和彦） 

研究開発の概要 氾濫原の地形や社会的背景などが異なる様々な流域圏に共通する基盤技術として、1)整備

目標を超過する洪水も対象に加えた各種水災害のリスク評価手法を開発し、2)流域ごとの

実態や実現可能性を踏まえ実務に使える施策オプションを拡充し、3)流域の地形・氾濫特

性や人口・資産分布特性に応じて、河川外での施策を含む各種施策オプションの選択・組

み合わせ（洪水防災計画・減災マネジメント）検討の枠組み（フレーム）を提示した。 

【研究期間：平成２２～２５年度   研究費総額：約４２７百万円】 

研究開発の目

的・目標 

気候変動が水防災に与える影響を解明するとともに、防災施設の規模を超過する大規模

水害に対して、開発した基本技術を核とした「新たな検討フレーム」を提示することに

より、「新しい治水」の議論の活性を図り、社会実装を支援する。 

（１）水災害リスク評価手法を開発する。 

（２）施策オプションを拡充する。 

（３）施策オプションの選択・組み合わせ手法（「新たな検討フレーム」）を開発する。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 
 IPCC 第 4次報告書が豪雨や洪水危険性の増大を指摘し、日本学術会議等が水災害分野
における適応策の必要性を指摘した。国土交通省社会資本整備審議会(2008 年)も平成 25 
年を目処として取り組むべき課題として「災害リスクの評価法」，「流域などでの安全確保
の考え方と進め方」を挙げていた。 
【効率性】 
 代表流域の河道データ・水文量など各種データや既往施策の実践結果については本省及
び地方整備局から、また降雨量や気温など気候変動の最新の将来予測については別途共同
研究「21 世紀気候変動予測革新プログラム（文部科学省：H19-23）」から提供を受けるな
ど、各機関との連携を活かした体制を敷いた。 
【有効性】 
本研究の平成 23年度までの中間成果は、既に平成 24 年 3 月のワークショップで公表す

るとともに、国総研資料 749 号としてとりまとめている。その後の成果も含めて平成 26
年 1月に再開した国交省社会資本整備審議会の気候変動に適応した治水対策検討小委員会
の資料に反映されるなど、施策立案に既に活かされつつあり、目標達成度は高い。 

外部評価の結果  研究の実施方法と体制の妥当性については、気候変動適応研究本部を主体とし、本省、

地方整備局及び文部科学省共同研究プログラムの参画機関と連携するなど、適切であった

と評価する。 

 目標の達成度については、水災害リスクの評価手法の開発、施策オプションの選択、組

み合わせ手法の提示等の成果をあげており、十分に目標を達成できたと評価する。 

 今後は、具体的な治水計画や都市計画に反映し、普及を図っていくことを期待する。 

 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 26 年 12 月 17 日、国土技術政策総合研究所研究評価委員会分科会（第一部

会）） 

主査 古米 弘明 東京大学大学院教授 

委員 岡本 直久 筑波大学准教授        寶 馨 京都大学防災研究所教授 

兵藤 哲朗 東京海洋大学教授 
※詳細は、国土技術政策総合研究所 HP＞国総研について＞国総研の紹介＞研究評価＞評価委員会報告＞平成 26年

度（http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/hyouka/index.htm）に記載（予定） 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた 

Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった 

Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了後の事後評価）【Ｎｏ４５】 

研究開発課題名 道路交通の常時観測データの収集、分析

及び利活用の高度化に関する研究 

担当課 

（担当課長名） 

国土技術政策総合研究所 

道路交通研究部 

（部長：森 望） 

研究開発の概要 直轄国道における車両感知器の拡充及び民間での双方向通信型カーナビの普及並びに

ITSスポットの全国展開等により、交通量及び旅行速度の常時観測データの全国的な取得

が可能となりつつある。本研究では、これらのデータを交通円滑化、道路環境、交通安

全、道路交通管理及び建設経済等の分野における課題の明確化や効果的な施策の立案に

有効活用するため、①データを補完・統合し効率的に共有・蓄積する方法とともに、②

各分野での課題の分析手法及び政策評価等に必要な指標やその算定手法等の研究開発を

行う。 

【研究期間：平成２３～２５年度   研究費総額：約７３０百万円】 

研 究 開 発 の 目

的・目標 

(1) 道路交通データを補完・統合し効率的に共有・蓄積する方法の確立 

(2) 各施策シーンでの課題の分析手法及び政策評価に必要な指標やその算定方法等の研

究開発 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

交通状況は、日々変化するものの、従来は 5年に一度特定の 1 日の調査結果から施策

が検討･実施されていた。 一方、コスト縮減の強い社会的要請の中、道路事業の必要性

や効果の説明性向上が喫緊の課題となっている。交通データを効率的に収集し、円滑

化、環境、交通安全等の多分野での施策の立案・評価に活用することが必要であった。 

【効率性】 

・研究室間の連携 

 道路交通データの取得・共有に関する研究は、データ分析・利活用を前提に研究を実施 

・実務との連携 

 研究成果の実務への円滑な適用を見据え、地方整備局等、産学と連携して研究を実施 

【有効性】 

『必要なネットワークの整備と合わせ、既存ネットワークの使い方の工夫、「賢く使

う」ことが求められており、そのためには、データを賢く使うことが必要である。 

 本研究の主な成果として、以下のものが挙げられる。 

・プローブデータを収集・蓄積する道路プローブデータ統合サーバの改良 

・データ活用を促進するプローブデータ利活用システムの構築 

・異なる地図間でのデータ共有・蓄積のための位置参照方式「道路の区間 ID方式」作成 

・常時観測データを用いた道路施策の検討・実施等のための利活用例としての渋滞の

定量化・時間信頼性の算定・選択経路の把握等の活用事例 

これらの成果は、今後道路を「賢く使う」ための研究でより広く活用していくことに

加え、既に、全国主要渋滞箇所抽出をはじめ、地方整備局で各種分析に利用され始めて

おり、実務においてその有効性が認められる。 

外部評価の結果  研究の実施方法と体制の妥当性については、産学と連携し、道路交通データの取得、共

有をするなど、適切であったと評価する。 

 目標の達成度については、プローブデータ統合サーバの改良と機能追加、簡易集計機能

を有するプローブ情報利活用システムの構築等の成果をあげており、十分に目標を達成で

きたと評価する。 

 今後は、道路情報活用ビジョンづくりを進め、公表されることを期待する。 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 26年 12月 17日、国土技術政策総合研究所研究評価委員会分科会（第一部会）） 

主査 古米 弘明 東京大学大学院教授 

委員 岡本 直久 筑波大学准教授        寶 馨 京都大学防災研究所教授 

兵藤 哲朗 東京海洋大学教授 
※詳細は、国土技術政策総合研究所 HP＞国総研について＞国総研の紹介＞研究評価＞評価委員会報告＞平成 26

年度（http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/hyouka/index.htm）に記載（予定） 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた 

Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった 

Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了後の事後評価）【Ｎｏ４６】 

研究開発課題名 

 

地域における資源・エネルギー循環拠点と

しての下水処理場の技術的ポテンシャル

に関する研究 

担当研究部 

（担当課長名） 

国土技術政策総合研究所 

下水道研究部 

（部長：髙島 英二郎） 

研究開発の概要 下水道における資源・エネルギーの循環利用を促進するため、下水道事業における循環利

用技術導入状況調査等を実施し、施設規模・周辺状況等の条件に基づいたフィージビリテ

ィについて検討するとともに、循環利用技術の導入検討に資する技術検討の手引きを策定

することにより、循環利用技術の積極的な導入を推進する。 

【研究期間：平成２３～２５年度   研究費総額：約３３百万円】 

研究開発の目

的・目標 

本研究は、(a)下水処理場における資源・エネルギーの利用可能性及び循環利用技術につ

いてポテンシャルを把握し、(b)資源・エネルギー循環利用技術の適用を検討する際の技

術検討の手引きを策定することにより、地域における資源・エネルギー循環拠点として大

きなポテンシャルを有する下水処理場における資源・エネルギー循環利用技術の導入を促

進するものである。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 
地域の大規模公共施設である下水処理場において、周辺地域で発生するバイオマス等を有
効利用する資源・エネルギー循環利用技術を複合的かつ一体的に運用することは、温室効
果ガス（以下、GHGとする。）排出量の削減を図る上で大きな効果が期待できる。このため、
下水処理場における資源・エネルギー循環利用技術適用性等の技術的評価、技術的課題及
び改善策、事業実施における目標設定及び効果予測の定量化手法等について整理するとと
もに、事業のフィージビリティの検討方法、導入シナリオ設定の考え方等について示し、
技術検討の手引きとしてとりまとめ、広く周知していくことが必要である。 
【効率性】 
本研究は、下水道事業における GHG 排出削減や資源有効利用に取り組む地方公共団体・メ
ーカー等から循環利用技術の運用実績や課題を調査し、本省下水道企画課と情報共有しな
がら実施した。下水処理場における資源・エネルギー循環利用技術の導入効果に関するケ
ーススタディを行い、実際のデータに基づく調査研究を効率的に実施することができた。
技術検討の手引きの策定に当たっては、循環利用技術の運用実績の分析、事業者への聴き
取り調査等から技術面の評価や広く政策面及び民間分野を含む課題を整理するなど、国の
行政・制度と密接な関連を有することから、国土技術政策総合研究所において実施するこ
とで効率的に研究を進めることができた。 
【有効性】 
下水処理場における資源・エネルギーの循環利用技術について評価し、導入促進策につい
て検討し、地域特性等を踏まえた技術検討の手引きを策定した。指針類等への反映を図る
ほか、各種会議・研修等での活用を図ることにより、下水道事業者の循環型社会構築への
積極的な取組を国として推進・支援するものである。 

外部評価の結果  研究の実施方法と体制の妥当性については、本省と連携し、地方自治体やメーカー等に

聞き取り調査を行うなど、適切であったと評価する。 

 目標の達成度については、下水道における資源・エネルギー循環利用技術のポテンシャ

ルを評価し、技術検討の手引きを策定する等の成果をあげており、十分に目標を達成でき

たと評価する。 

 今後は、成果を自治体、関係者に幅広く普及することを期待する。 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 26 年 12 月 17 日、国土技術政策総合研究所研究評価委員会分科会（第一部

会）） 

主査 古米 弘明 東京大学大学院教授 

委員 岡本 直久 筑波大学准教授        寶 馨 京都大学防災研究所教授 

兵藤 哲朗 東京海洋大学教授 
※詳細は、国土技術政策総合研究所 HP＞国総研について＞国総研の紹介＞研究評価＞評価委員会報告＞平成 26年

度（http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/hyouka/index.htm）に記載（予定） 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた 

Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった 

Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了後の事後評価）【Ｎｏ４７】 

研究開発課題名 密集市街地における協調的建て替えルー
ルの策定支援技術の開発 

担当課（担当課
長名） 

国土技術政策総合研究所 
都市研究部（部長：金子 弘） 

研究開発の概要 密集市街地の整備を促進するため、街並み誘導型地区計画、建ぺい率特例許可、連担建
築物設計制度等の各種の「まちづくり誘導手法」を用いた「協調的建て替えルール」に従
って、区域内の各敷地において個別に建て替えを誘導・促進することが極めて有効であ
る。 
これらのまちづくり誘導手法の導入検討の際には、行政担当者やまちづくりコンサルタ

ントが、複数の協調的建て替えルールを検討する際の参考情報となると想定される建て替
え後の街区性能水準（防火、避難、日影、採光、換気及び通風に関する性能水準）につい
て、市街地の即地的な要素をある程度単純化したモデルのもとで、簡易に予測・評価し、
比較できることが重要と考えられる。 
しかしながら、まちづくり誘導手法を用いて建て替えが行われた場合に、どのような市

街地となるか想定することや、建て替え後の想定市街地について、街区性能水準を予測・
評価し、比較する科学的・定量的な手法は未だ確立されておらず、街区性能水準の簡易な
予測・評価手法が必要である。 
このため、本研究開発では、まちづくり誘導手法を用いた協調的建て替えルールの策定

支援のための街区性能水準の簡易予測・評価プログラムを開発するとともに、街区性能水
準の予測・評価の手引きに関する検討を行った。 
【研究期間：平成２２～２５年度   研究費総額：約７４百万円】 

研究開発の目
的・目標 

まちづくり誘導手法を用いた協調的建て替えルールの策定を支援するため、建て替え後
の街区性能水準について、市街地の即地的な要素をある程度単純化したモデルのもとで、
簡易に予測・評価し、比較することを支援する手法の提案を目的とする。 

必要性、効率性、
有効性等の観点
からの評価 
 

【必要性】 
住生活基本計画（全国計画）（平成 23 年 3 月 15 日閣議決定）では、「地震時等に著しく

危険な密集市街地」（全国約 6,000ha、平成 22年）を平成 32年におおむね解消することが
目標とされている。このため、密集市街地整備に取り組む地方公共団体等に対し、本研究
開発の成果であるまちづくり誘導手法を用いた協調的建て替えルールの策定支援技術を提
供し、密集市街地での建て替えの促進、防災性の向上を図ることが急務である。 
【効率性】 
本研究開発では、本省住宅局、地方公共団体、(独)都市再生機構のほか、都市防災・環境

工学等の研究蓄積を有する大学等外部研究機関やプログラム開発技術を有する民間企業と
の連携により、実務、技術の両面から効率的、合理的に研究開発を実施した。「密集市街地
における街区性能水準の簡易予測・評価プログラム」の開発に当たっては、国総研の過去
の研究開発成果を母体に改良・機能拡張することで効率化を図った。 
【有効性】 
本研究開発の成果を地方公共団体やまちづくりコンサルタントに提供し、密集市街地に

おけるまちづくり誘導手法を用いた協調的建て替えルールの策定促進を図ることにより、
密集市街地の建て替え促進、防災性の向上に寄与することが期待される。 

外部評価の結果  研究の実施方法と体制の妥当性については、本省、地方公共団体等と連携し、意見聴取
会を開催し技術面、実務面からの助言を受ける等して研究が実施されており、適切であっ
たと評価する。 
 目標の達成度については、「密集市街地における街区性能水準の簡易予測・評価プログラ
ム」を新規開発する等の成果をあげており、十分に目標を達成できたと評価する。 
今後は、現場に適用して実用化と普及を図っていくことを期待する。 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 26 年 12 月 10 日、国土技術政策総合研究所研究評価委員会分科会（第二部

会）） 

主査 野城 智也  東京大学生産技術研究所教授 

委員 子安 誠   （一社）住宅生産団体連合会建築規制合理化委員会副委員長 

野口 貴文  東京大学教授        長谷見 雄二 早稲田大学教授 

芳村 学   首都大学東京教授      兵藤 哲朗   東京海洋大学教授 
※詳細は、国土技術政策総合研究所 HP＞国総研について＞国総研の紹介＞研究評価＞評価委員会報告＞平成 26年

度（http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/hyouka/index.htm）に記載（予定） 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた 
Ｂ 概ね目標を達成できた 
Ｃ あまり目標を達成できなかった 
Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 

90



 

 

（終了後の事後評価）【Ｎｏ４８】 

研究開発課題名 

 

都市計画における戦略的土地利用マネジ

メントに向けた土地適性評価技術に関す

る研究 

担当課 

（担当課長名） 

国土技術政策総合研究所 

都市研究部 

（部長：金子 弘） 

研究開発の概要 わが国の都市計画･開発規制は、都市計画法に基づき実施されている。わが国の都市は、

拡大成長の時代を過ぎ、すでに安定化、人口減少の時代に入り、集約型都市構造への転換

に向けて法令制度の改正だけでなく、新しい発想による技術基準の整備が不可欠である。 

特に現下の都市政策上の課題である都市のコンパクト化には、開発と保全のメリハリ、

公共交通を軸とするまちづくりがカギとなるが、土地利用規制、立地誘導を行なう地方公

共団体の合理的な判断材料が必要であり、公共交通のアクセシビリティ等を客観的に分析、

評価する手法が必要である。 

このため本研究は、都市計画法第６条による都市計画基礎調査等の結果を用いて、各土

地の開発と保全にかかる潜在的な利用適性の分析・評価を行なうことのできる汎用的な手

法の開発を行なった。 

【研究期間：平成２３～２５年度   研究費総額：約３７百万円】 

研究開発の目

的・目標 

都市の再構築を図りつつ、集約型都市構造に転換していくため、土地利用の適正化、都

市機能の立地誘導を行なう行政判断に明快な根拠を付与できる汎用的技術手法等の開発を

推進する。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

人口減少に直面している都市において、都市のコンパクト化は喫緊の課題であり、改正

都市再生特別措置法（平成 26年 8月施行）に基づき、都市機能や居住を誘導する立地適正

化計画の策定や都市計画の見直しが急務となっている。このような取り組みに地方公共団

体が取り組む際に、本研究の成果を活用することができる。 

【効率性】 

本プロジェクトでは、都市計画基礎調査のデータ収集、分析手法のほか、わが国をはじ

め関係各国の土地利用制度に関する情報、技術的知見、蓄積を有する国総研が中心となり、

本省関係部局や地方公共団体等と連携、調整することにより、現場の政策ニーズを適切に

反映して研究を効率的、合理的に実施できた。 

【有効性】 

本研究開発にて得られた成果を全国展開することで、都市の集約化、公共交通を軸とす

るまちづくりが促進され、集約型都市構造への転換に寄与する。 

外部評価の結果  研究の実施方法と体制の妥当性については、本省関係部局と連携し、地方公共団体等と

意見交換をしながら研究を進めるなど、適切であったと評価する。 

 目標の達成度については、土地適性評価プログラム及びその利用マニュアル（案）の作

成や土地利用の非効率地区を抽出するケーススタディを実施する等の成果をあげており、

十分に目標を達成できたと評価する。 

 今後も評価システムの精度・確度の向上を図って、地方公共団体がインセンティヴをも

って評価が行えるシステムとしていくことを期待する。 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 26 年 12 月 10 日、国土技術政策総合研究所研究評価委員会分科会（第二部

会）） 

主査 野城 智也  東京大学生産技術研究所教授 

委員 子安 誠   （一社）住宅生産団体連合会建築規制合理化委員会副委員長 

野口 貴文  東京大学教授        長谷見 雄二 早稲田大学教授 

芳村 学   首都大学東京教授      兵藤 哲朗   東京海洋大学教授 

※詳細は、国土技術政策総合研究所 HP＞国総研について＞国総研の紹介＞研究評価＞評価委員会報告＞平成 26年

度（http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/hyouka/index.htm）に記載（予定） 

 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた 

Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった 

Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了後の事後評価）【Ｎｏ４９】 

研究開発課題名 

 

建築実務の円滑化に資する構造計算プロ

グラムの技術基準に関する研究 

担当課 

（担当課長名） 

国土技術政策総合研究所 

建築研究部 

（部長：五條 渉） 

研究開発の概要   現在の構造設計においては、部材配置や寸法などを数値入力して自動的に計算が行わ

れ、法適合を判断する「一貫構造計算プログラム」の使用が主流となっている。しかし

ながら、現行の建築基準法令に基づく構造基準では、プログラムにおける個別のモデル

化等の詳細までは標準化されていないため、構造計算の結果に影響するモデル化（計算

上の仮定）のうち、確認審査での慎重な取扱いが必要なものとそうでないものの区別が

不明確なことから、構造計算の内容や見解の相違（による確認の長期間化）が、建築実

務上の問題点になっている。そこで、本研究では、プログラムが自動計算で処理できる

建築物の範囲を拡大するとともに、計算結果のばらつきを抑えるため、プログラムが従

うべき構造計算の技術基準原案を作成し、建築構造のモデル化、自動計算フロー等を詳

細に定めること等について検討を行う。 

【研究期間：平成２２～２５年度   研究費総額：約５２百万円】 

研究開発の目

的・目標 

 構造計算プログラムが従うべき構造計算の技術基準を詳細に示すことにより、構造計

算プログラムの活用を促すことで、建築設計や建築確認審査等の建築実務の円滑化を実

現することを目的とする。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

  以下の諸点を実現するために本研究が必要とされている。 

  ・プログラム利用による高度化した構造基準への適合性検証の合理化 

  ・建築確認審査の簡素化、円滑化 

  ・民間における構造計算プログラムの開発促進 

【効率性】 

  本研究の目標とする成果に関連の深い組織である確認検査・適合性判定機関、(社)日

本建築構造技術者協会、大学等の研究機関、民間のコンサルタント等と、サブテーマに

応じて連携し、検討対象や項目の取捨選択を行うなど、効率的な研究を実施した。 

【有効性】 

  プログラムが従うべき構造計算の技術基準を提示することで、民間により開発される

構造計算プログラムの品質を安定させることに繋がり、社会の期待する構造安全性を有

した建築物を合理的に実現できる。 

外部評価の結果  研究の実施方法と体制の妥当性については、本省、関係各機関と連携し、技術調整委員

会を設け意見交換を行う等、適切であったと評価する。 

 目標の達成度については、モデル化の適用性が明確でプログラム間でばらつきの生じに

くい範囲の提示、構造計算プログラムの現状の把握、等の成果をあげており、十分に目標

を達成できたと評価する。 

 本研究は、実用的な研究であり、今後も継続して検討を進めることを期待する。 

 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 26 年 12 月 10 日、国土技術政策総合研究所研究評価委員会分科会（第二部

会）） 

主査 野城 智也  東京大学生産技術研究所教授 

委員 子安 誠   （一社）住宅生産団体連合会建築規制合理化委員会副委員長 

野口 貴文  東京大学教授        長谷見 雄二 早稲田大学教授 

芳村 学   首都大学東京教授      兵藤 哲朗   東京海洋大学教授 
※詳細は、国土技術政策総合研究所 HP＞国総研について＞国総研の紹介＞研究評価＞評価委員会報告＞平成 26年

度（http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/hyouka/index.htm）に記載（予定） 

 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた 

Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった 

Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了後の事後評価）【Ｎｏ５０】 

研究開発課題名 

 

再生可能エネルギーに着目した建築物へ

の新技術導入に関する研究 

担当課 

（担当課長名） 

国土技術政策総合研究所 

建築研究部 

（部長：五條 渉） 

研究開発の概要 建築物のさらなる低炭素化に向けて再生可能エネルギーの利活用が政策的に重要性を増

していることを踏まえて、本研究では下記の内容を実施する。 

（１）建築物における再生可能エネルギー利活用の可能性の調査 

（２）建築物における再生可能エネルギー利活用のための実証実験 

（３）再生可能エネルギー利活用施設の使用・保全に関する留意点の検討 

【研究期間：平成２３～２５年度   研究費総額：約４１百万円】 

研究開発の目

的・目標 

省エネ法に基づく住宅、ビル等の技術基準や助成制度に太陽光や地中熱等の再生可能エネ

ルギーを位置づける。また、公共施設における運用面の技術的課題を明らかにする。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

建物側で再生可能エネルギーを利用する際、省エネルギー性能を評価する手法は確立され

ていないため、住宅、建築物の省エネ施策の技術的課題として再生可能エネルギー利用設

備の１次エネルギー消費量の算定方法を早急に作成する必要がある。 

【効率性】 

本研究の実施に当たり、建築物の省エネ基準を扱う本省住宅局及び公共建築物の技術ガイ

ドラインを扱う官庁営繕部との技術情報の共有を図った。また、環境設備分野の研究実績

が見られる、独立行政法人建築研究所との再生可能エネルギーの実証実験の共同研究を行

うとともに、学識経験者や学協会、企業との意見交換を通じて密接に連携を図り、効率的

な研究実施につとめた。 

【有効性】 

国土技術政策総合研究所がこれまで実施してきた建築物の省エネルギー性能評価の枠組み

を再生可能エネルギーの問題を含めるよう拡張し、１次エネルギー消費量の算定を可能に

した。これを、省エネルギー基準や設計ガイドライン等に反映することにより、クリーン

で経済的なエネルギーシステムの実現に資する。 

外部評価の結果  研究の実施方法と体制の妥当性については、本省、官庁営繕部、建築研究所、学識経験

者等と連携するなど、適切であったと評価する。 

 目標の達成度については、地中熱や太陽光等も含めて１次エネルギー消費量の算定を可

能にする等、地中熱利用の可能性を示した大変重要な研究であり、十分に目標を達成でき

たと評価する。 

 今後、技術の普及に向けたコスト縮減や地下水流動についての研究も含めて発展させて

いくことを期待する。 

 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 26 年 12 月 10 日、国土技術政策総合研究所研究評価委員会分科会（第二部

会）） 

主査 野城 智也  東京大学生産技術研究所教授 

委員 子安 誠   （一社）住宅生産団体連合会建築規制合理化委員会副委員長 

野口 貴文  東京大学教授        長谷見 雄二 早稲田大学教授 

芳村 学   首都大学東京教授      兵藤 哲朗   東京海洋大学教授 

※詳細は、国土技術政策総合研究所 HP＞国総研について＞国総研の紹介＞研究評価＞評価委員会報告＞平成 26年

度（http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/hyouka/index.htm）に記載（予定） 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた 

Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった 

Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 

  

93



 

 

（終了後の事後評価）【Ｎｏ５１】 

研究開発課題名 

 

高齢者の安心居住に向けた新たな住まい

の整備手法に関する研究 

担当課 

（担当課長名） 

国土技術政策総合研究所 
住宅研究部（住宅性能研究
官：長谷川洋） 

研究開発の概要 超高齢社会が急速に進行し、急増する要介護高齢者向けの安心で自立可能な住まいの確

保が重要な政策的課題となっていることを踏まえ、本研究では、国土交通本省の施策と連

携しつつ、①生活支援サービスと連携した高齢者住宅の計画手法に関する研究、②高齢者

の多様な心身特性に応じた住宅のバリアフリー化等の改修手法に関する研究、を実施す

る。   

【研究期間：平成２３～２５年度   研究費総額：約４０百万円】 

研究開発の目

的・目標 

要介護状態になっても安心して住み続けられる住まいの普及が必要とされていることか

ら、介護・医療ニーズを有する高齢者が集住する高齢者住宅について、ハード（建物設備

設計）及びソフト（生活支援サービス設計、サービス管理実務）の計画手法を開発する。

また、住み慣れた自宅に暮らし続けることのニーズも大きいことから、身体機能の低下や

認知症に対応した効果的な住宅のバリアフリー化等の改修手法について開発する。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

急増する要介護高齢者の安心居住を支える住まいの普及が重要な政策的課題となってい

る中で、次のような研究開発ができたことから、科学的・技術的意義及び社会的意義が大

きいと評価できる。①介護・医療ニーズを有する高齢者の居住を前提とした住宅としての

計画手法や、経営や良質なサービス提供の持続性に係るサービス管理の仕組みが確立して

いないため、生活支援サービスと連携した高齢者住宅のハード及びソフトの計画手法の開

発。②高齢者の身体機能の低下や認知症に対応した効果的なバリアフリー化等の改修手法

が確立してないことから、多様な心身特性に対応したバリアフリー化等の改修手法の開発。 

【効率性】 

技術的・学術的知見に加え、民間事業者の先進的取組みや実務的知見等も集約し、技術

的及び社会的妥当性に係る検討を一体的に行うことにより、研究を効率的に進め、効果的

な成果が得られた。また、国土交通本省や厚生労働省の関係局課と連携して実施した。 

【有効性】 

未確立であった、介護・医療ニーズを有する高齢者が集住する高齢者住宅のハード及び

ソフトの計画技術のノウハウ集の作成、高齢者の身体機能の低下や認知症に応じた効果的

なバリアフリー改修手法のナレッジベース作成や効果検証ができたことから、目標を達成

できた。成果は、「高齢者住まい法」に基づく技術基準・マニュアル等に反映される予定で

あり、その普及により、高齢者の居住の安心を支える住まいの普及に貢献できる。 

外部評価の結果  研究の実施方法と体制の妥当性については、本省や厚生労働省と連携し、民間事業者や

学識経験者等から情報収集の上、検討ＷＧを設置して技術的及び社会的妥当性を検証する

等、適切であったと評価する。 

 目標の達成度については、高齢者住宅の計画技術のノウハウ集の作成やバリアフリー改

修の効果的計画手法のナレッジベース作成、効果検証等の成果をあげており、十分に目標

を達成できたと評価する。 

 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 26 年 12 月 10 日、国土技術政策総合研究所研究評価委員会分科会（第二部

会）） 

主査 野城 智也  東京大学生産技術研究所教授 

委員 子安 誠   （一社）住宅生産団体連合会建築規制合理化委員会副委員長 

野口 貴文  東京大学教授        長谷見 雄二 早稲田大学教授 

芳村 学   首都大学東京教授      兵藤 哲朗   東京海洋大学教授 

※詳細は、国土技術政策総合研究所 HP＞国総研について＞国総研の紹介＞研究評価＞評価委員会報告＞平成 26年

度（http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/hyouka/index.htm）に記載（予定） 

 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた 

Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった 

Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了後の事後評価）【Ｎｏ５２】 

研究開発課題名 

 

アジア国際フェリー輸送の拡大に 

対応した輸送円滑化方策に関する研究 

担当課 

（担当課長名） 

国土技術政策総合研究所 

港湾研究部 

（部長：小泉 哲也） 

研究開発の概要 アジア諸国との国際フェリー輸送へのニーズが増大しているなか、アジア地域と日本

の各地域を結ぶ国際フェリー輸送については、港湾の施設の技術基準が未整備、国際フ

ェリーに関わる需要予測モデルの開発が不十分などの課題を抱えている。本研究は、国

際フェリー輸送の円滑化に資するようそれらに関する検討を行うものである。 

【研究期間：平成２２～２５年度   研究費総額：約２３百万円】 

研究開発の目

的・目標 

国際フェリー輸送を通じて、我が国と東アジアとの輸送の効率化やシームレスな輸送が

実現し、我が国の港湾・産業の国際競争力の強化が図られることを目的とする。 

目標は、アウトプット指標「国際フェリー対応港湾施設の基準策定に関わる技術資料と

りまとめ」、「国際フェリー輸送貨物予測モデルならびにインパクト評価ツールの開発」で

あり、さらには構築したモデル等を活用して「国際フェリーのゲートウェイ港湾ならびに

航路網拡充に関わる効果分析」を行う。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

  

【必要性】 

国際フェリーの船舶諸元や対応港湾施設の標準的な基準がなく、延長・水深等の個別検

討が必要であった他、貨物需要予測等の妥当性の確認やシャーシ相互通行等の施策評価が

可能な貨物流動モデル開発、航路拡充の地域経済への影響分析ツール開発が急務であった。 

【効率性】 

国際フェリーに関わる港湾の施設の基準や、広域的な視点での貨物流動モデルの構築は、

より効率的で効果的な港湾の計画・整備、ひいては我が国の港湾・産業の国際競争力強化

に資するものであり、国が主体的に行う検討課題であった。また、研究の実施にあたって

は、国総研の港湾研究部が主体となり、船社、港湾管理者、国土交通本省、大学などの国際

物流に関係する関係機関・関係者とこれまでのネットワークも活用して連携・協力しなが

ら研究を進めることで、効率的な研究実施ができた。 

【有効性】 

本研究の成果の国際フェリー対応の港湾の施設の技術基準への盛り込みや、国際フェリ

ーの貨物流動予測モデルは、将来の国際フェリー対応施設の港湾計画などへの盛り込みに

あたっての規模の検討や、貨物需要予測の妥当性の確認にも活用ができるものである。 

 
外部評価の結果 アジア国際フェリー輸送の拡大に対応した調査研究であり、国際競争力の強化に資する

ことから、国総研で対応すべき課題である。事前評価意見にも対応して取り組んでおり、

研究の実施方法、体制等の妥当性は適切であった。目標の達成度については、貨物流動モ

デルの予測精度の向上、陸上の流通や品質等の検討をより充実して実施していればより適

切だったが、国際フェリー物流の拡大に対応するための「施設の要件」や「需要予測、コス

トの軽減評価」などのポイントは押さえており、概ね目標を達成できたと評価する。 

今後は、開発したモデルやツールの汎用性を高めることが大切であり、将来的には港湾

施設の計画や、接続する陸上のロジスティックも含め成果が活用されるよう、更なる発展

を期待する。 

＜外部評価委員会委員一覧＞ 

（平成 26年 12 月 10日、国土技術政策総合研究所研究評価委員会分科会（第三部会）） 

主査 柴山知也 早稲田大学教授 

委員 中野晋 徳島大学教授、兵藤哲朗 東京海洋大学教授、長谷見雄二 早稲田大学教授 

※詳細は、国土技術政策総合研究所 HP＞国総研について＞国総研の紹介＞研究評価＞評価

委員会報告＞平成 26 年度（http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/hyouka/index.htm）に記載

（予定） 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた 

Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった 

Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了後の事後評価）【Ｎｏ５３】 

研究開発課題名 

 

ひずみ集中帯の地殻変動特性に関する研

究 

担当課 

（担当課長名） 

国土地理院 

地理地殻活動研究センター 

（センター長：今給黎 哲郎） 

研究開発の概要 新潟—神戸ひずみ集中帯の新潟県及びその周辺において、稠密地殻変動観測を行い、ひず

み集中帯内部の詳細な地殻変動分布を得る。得られた地殻変動分布と活断層・活褶曲との

対応関係を考察し、数値シミュレーションを用いた地殻の弾性パラメータの不均質に起因

する地表変形パターンの考察や断層深部すべりによる地殻変動の再現を行うことにより、

地殻の変形過程を解明し、内陸地震の発生メカニズムに関する知見を得る。 

【研究期間：平成２２～２６年度   研究費総額：約４５百万円】 

研究開発の目

的・目標 

ひずみ集中帯の成因と内陸地震発生メカニズムの理解に資するため、ひずみ集中帯内部

の詳細地殻変動分布の解明と地殻変動の特徴的パターンを生み出す地下の変形過程の解明

を行う。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 新潟県中越地震や新潟県中越沖地震などの甚大な被害を及ぼす内陸地震は、

社会的関心が高いにもかかわらず、発生機構が十分解明されていないため、重点的な研

究が必要である。 

【効率性】 東北地方太平洋沖地震の発生により、当初想定していた短縮変形とは異なる

変形場が観測されることとなったが、研究開発の方法を的確に修正することで、効率的

に研究を実施した。 

【有効性】 太平洋側ではひずみの時間変化が検出されたにも関わらず、越後平野周辺で

はひずみの時間変化がないことが明らかとなり、ひずみ集中帯の変形機構は太平洋側の

プレート境界の相対運動に起因しないことを指摘した。また、東北地方太平洋沖地震の

余効変動により広域的に伸張が進行する中で、越後平野周辺では伸張量が少ないことを

明らかにした。これらの知見は、ひずみ集中帯の変形機構、内陸へのひずみの蓄積過程

を解明する上で有効な成果である。 

外部評価の結果 ひずみ集中帯の性格について新しい知見が得られており、大変有意義な研究成果を上げ

ており高く評価できる。東北地方太平洋沖地震に対しても研究の方法及び手法に臨機応変

に対応したということで評価できる。本研究は長期の観測が必要であるので、今後も継続

していただきたいということ。さらに、観測地域をもう少し広げるように努力していただ

きたい。 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成２７年２月２６日 国土地理院研究評価委員会） 
委員長 大森博雄 東京大学名誉教授 
委 員 厳 網林  慶應義塾大学環境情報学部教授 
 大野 邦夫 職業能力開発総合大学校顧問 
 里村 幹夫 神奈川県温泉地学研究所長 
 鹿田 正昭 金沢工業大学環境・建築学部教授 
 島津 弘  立正大学地球環境科学部地理学科教授 
 田部井 隆雄 高知大学教育研究部教授 
 中村 浩美 科学ジャーナリスト 
 日置 幸介 北海道大学理学部教授 
 山本 佳世子 電気通信大学大学院情報システム学研究科准教授 
詳細は、国土地理院 HP＞研究開発＞国土地理院の研究評価を参照 
http://www.gsi.go.jp/REPORT/HYOKA/hyoka-1.html 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた 

Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった 

Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了後の事後評価）【Ｎｏ５４】 

研究開発課題名 

 

地殻変動監視能力向上のための電子基準

点誤差分析の高度化に関する研究 

担当課 

（担当課長名） 

国土地理院 

地理地殻活動研究センター 

（センター長：今給黎 哲郎） 

研究開発の概要 地面反射マルチパスによる GPS 時系列誤差を定量的に評価する手法を開発するととも

に、電子基準点観測データの総合的な誤差特性情報を分析するシステムを構築する。 

【研究期間：平成２４～２６年度   研究費総額：約２３百万円】 

研究開発の目

的・目標 

地面反射マルチパスなどによる GPS 時系列誤差を分析することにより得られる電子基

準点観測データの総合的な誤差特性情報に基づき、観測された変動が誤差かどうかの判断

材料を提供することで、中・長期的な地殻変動監視やプレート固着状態の監視の能力向上

に資することを目的とする。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 海溝型巨大地震等による被害軽減には、地震の発生と準備過程の解明を通じ

た発生予測の推進が必要とされ、プレート境界面上の非地震性すべりの時空間変化を地

殻変動観測から高精度に監視する必要がある。そのため、誤差特性分析に基づき、電子

基準点観測からの地殻変動情報の信頼性評価により監視能力を向上させることが必要で

ある。 

【効率性】 電子基準点誤差分析システムの開発は、先行研究の成果を活用するとともに、

汎用のオープンソースのツールを積極的に導入することで、効率的に開発を実現するこ

とができた。  

【有効性】 電子基準点の座標時系列に生じた変化について、誤差によるものか、実際の

地殻変動なのかを判断するための材料を提供することが可能となる。こうした情報を活

用することで、継続的に重点的に監視すべき観測点数を限定することができるため、本

研究は地殻変動監視の効率化のため有効なものである。また、この情報は地殻変動情報

利用者に対し、地殻変動情報に含まれる誤差情報についての注意を喚起する際活用され

る。 

外部評価の結果 研究成果は非常によくあがっており、特に個別基準点の性格が非常に明瞭に特定できる

ようになった点は高く評価できる。今後は、データの公表のあり方について慎重かつ大胆

な公表のあり方を検討していただきたい。 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成２７年２月２６日 国土地理院研究評価委員会） 
委員長 大森博雄 東京大学名誉教授 
委 員 厳 網林  慶應義塾大学環境情報学部教授 
 大野 邦夫 職業能力開発総合大学校顧問 
 里村 幹夫 神奈川県温泉地学研究所長 
 鹿田 正昭 金沢工業大学環境・建築学部教授 
 島津 弘  立正大学地球環境科学部地理学科教授 
 田部井 隆雄 高知大学教育研究部教授 
 中村 浩美 科学ジャーナリスト 
 日置 幸介 北海道大学理学部教授 
 山本 佳世子 電気通信大学大学院情報システム学研究科准教授 
詳細は、国土地理院 HP＞研究開発＞国土地理院の研究評価を参照 
http://www.gsi.go.jp/REPORT/HYOKA/hyoka-1.html 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた 

Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった 

Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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